
中央防災会議

「民間と市場の力を活かした防災力向上に関する

専門調査会」（第四回）

議事 次
hlr 

弟

1 .開会

2. 議事

日時：平成 17年 5月20日（金）

1 4 : 0 0～1 6 : 0 0 

場所：全国都市会館第 1会議室

( 1 ）「防災まちづくりワーキンググループ」の検討状況報告

及び今後の検討課題

( 2 ）「企業評価・業務継続ワーキンググループ」の検討状況

報告及び今後の検討課題

( 3 ）「地域防災活動計画モデル研究」について

（配布資料）

資料 1 ：防災まちづくりポータルサイトについて

資料2：防災まちづくり事例追加調査中間報告

資料3 ：防災フェアにおける「全国防災まちづくりフォー

ラム（仮称）J 

資料4 ：事業継続ガイドライン（ 3次案）

資料5：「防災に対する企業の取り組みJに関する基礎的

チェック項目如点評価項目（素案）

資料6：「地域防災活動計画モデル研究Jについて （案）

資料7：民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的提言
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防災まちづくりポータルサイトヘょうこそ

資料1

（防災まちづくりの拡がりへの期待） ～内閣府から皆様へ～

Eトピックス防災まちづくりポータル
・ITを活用したコミュニケーションツール

－全国防災まちづくりフォーうム（仮称）サイトヘょうこそ

ご議＝

・支援策のご案内・事例のご案内・「防災まちづくりJとl抑？
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ここから始めてみよう防災まちづくり。
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防災まちづくりを子供と一緒に進めるための
材料を紹介。

初心者から防災まちづくり専門家まで、幅広
い層に必要とする情報を紹介。

・問い合わせ先

・総合検索

・関連リンク

複数のキーワードを使って事例、支援制度全
体を横断的に検索する
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http://www.udri.net/po巾1/index.htm



［防災まちづくりの拡がりへの期待］

【防災まちづくりの鉱がりへの期待〕

～内題R奇から皆議ヘ～

災害への備えには、自助、共助、公助の適切な連
携・組み合わせが必要です。行政の取組みはもちろ
んですが、社会の構成員が全員で取り組む必要があ
ります。実際、阪神・淡路大震災では、要救助者
35.000人の内約8割が家族や近隣者により救出された
と言われ、地域での助け合いが不可欠なのです。

近年、地域の言者団体、 Np O等の防災まちづくり
活動が拡がりを見せていますが、防災を主目的とし
て始まったものではない地域の活動が、あるきっか
けで防災への関心を高めた例も少なくありません。
そこで、このポータノレサイトは、活動の事例やお役
立ち情報をそろえ、防災活動の揺を広げるために
も、あるいは新たに防災に取り組むためにも役立ち
たいと考えています。

皆様のカで安全・安心なまちづくりを進めるた
め、防災まちづくりポータノレサイトを是非ご活用く
ださい。

婆謙助者約3.5万人のうち

的2.7万人

約8千人

I河鴎康晴I大域機祖曾災害I:.tるλ鈴賓’回予需』・畠箆S定書誌苧Vol16,No.1, 11田η,p.8］による
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防災まちづくりとは何？

・防災まちづくりとは何？
～ここから始市てみよう防災まちづくり～

［ます、 量 密'4:1
・全学ぷ まちをつくる前に、自分のまちを知らなければ始まりません。

・調べる まちをつくるために、必要な情報は集めなければなりません。

[8槙からの邸'f)tfj)

• f寸き合う
日頃から付き合っていないと、いざとういう時に助け合うのは難しいもので
す。

・遠権する いざという時に、様々な組織がカを合わせることが必要になります。

・訓練する 体力主党えていなければ、いざという時に使えません。

・交流する お互いを励ましあうことは、お互いの活力を保つために有効です。

.g発する 自分が学ぷだけでなく、他人が学ぶお手伝いをすることも大切です。

・広報する 人に知られていればこそ、協力もあり、援助も出てきます。

・発信する 情報発信ツールを活かすことで、防災まちづくりは一段と活発さを憎します。

｛偲かを生み出す］
・長十周手手作る 多くの人を巻き込み、成果を上げるには、活動の計画を絞ることが一番です。

・鮪設存作~ 何らかの施設を作り、それを全員、で活用することは索時らしいことです。

・管理する
施設を持ち、逮蛍に使える活動では、施設の管理も行わなければなりませ
ん。

3 / 32 

http://v，川w.udri.net/portal/nanipage.htm



防災まちづくりとは何？

【活動内容1〕

・学15¥

をまちをつくる創立、自分のまちを

知らなければ始まりません．

まちをつくる鵠i之、どういうまちが紫鳴らレいのか、

知らな貯れば始まらないのです．

繋鳴らレいまちは、誰がどうやって作つだが、

知らなげれば始まりません。

留事宅5始め！こ勉強ありきです．

さて、とりあえす、伺から勉強レまレょう．

地協のテーマが地震であれば、例えば阪神淡路大震災、津波であれば、例えば北海道南西沖
地震といったように、地協の諜鐙に合較する大災害を経験した人の話しを関く取り組みが行
われています。

【事側〕 大水路同羊防句会 fまn叡山l塁畠本町1〕
ひらつか防ill完売づぐηの会 f禍事吾川l息早俊市1 など

【活動内容2〕
専門家にテーマを持って連続的な講義を受け、防災まちづくりの内容や活動を進めていく上
でのコツなどを学ぷ取り組みが行われています。

【著書倒〕 市医防~1l烹主主づくη蛍狩 f苦言京都国分寺市1 など
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防災まちづくりとは何？

〔活動内容ア〕

・連機する

いざというときに、

事援1マな組織がおを合わtさることが必要になります．

いざというときのだめ位、

日績から連携レている組織がRたくさんあります．

どんな形の濠携がよく行われているか、

そのノウハウを知りまレょう．

商店街や大学と連廃レ、独居高齢者宅の窓ガラスに学生ボランティアを活用して飛敵防止フ
ィルムを鮎るなどの、地協の福祉活動を行うとともに、防災力向上にもつながる地協活性化
への取り組みが行われています。

【事例〕 呈稲用商店街 f要素都新宿灰〕

潜水安全安山まちづくり実行委員会（京都府京都市） など

【活動内容8〕
遠隔地のある姉妹都市などと連隠し、震災の被災者が一時的に疎開できる仕組みづくりや、
防災訓練の際の特産品握供等を通じた地協間交流などの取り組みが行われています。

【事例〕 旦稲岡商店街 f藁京都新宿灰1
東烹ltR周：刀防~~l隣組｛蔓東部平代用閃 など
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防災まちづくりとは何？

・施設を作る

みんなで集まるだけでち

随災まちづくりには十分軍事婚ですが、

伺かの施設を作り、それを全員で活用レていけたら、

これほど素晴らしいことはありません．

ti!§設の建設1；：成羽レた防災まちづくりの倒を

十分｛こ勉強レましょう．

【活動内容22〕
津波からの避難路整備や、防災拠点となる公園整備など、 I也I或で緊急の諜怒となっている防
災施設づくりを自らの手で行う取り組みがされています。

【率倒〕 大7k崎自羊防ill会 f利害按1111厚畠本町T)

NP05宍人同本公開店闘機縫 f苦言寅昔話国守市1 など
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事例のご案内

http://www.udri.net/portal/iireipage.htm 

・ヨi0nのご案内
防災まちづくりの具依約なイメ｝ジ念持てるよう、先進司区例＆紹介。

。分類

・活動苅象とする市街拙の分類

・想定する災害の分類

・活動の内容による分類

・組織の特徴による分類

・活用レた支援制度の有無・内容による分類

・孟動量盤国二三.:zr:主蚤盆塁塁
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事例のご菜肉

a‘ 

類分の動活ωd 
〆’色、づ＋

りま災防 i鈎 災…活動の
l具体例）

防災情報技術の普及・啓11シンポジウム、講習会、防 ff給料憎利活動法λ都市防策研空会
発 II災関遼技術の展示等 ｜！多摩回開線市防策まちづくり実行饗§会

防災情報の共有・発信
ポータルサイトの構築、
BLOGによる情報共有、情
報リンク集の運営毒事

過疎地域での広援連携に
よる災害時要援護者の支
媛

防災まちづくりリーダーやコII
ーディネータ育成、ボランテ 11特'.W'君主営串l荒勧法人主益金国護法銀盗

！イア団体、企業との料トワーウII盤
づくり II 

行政域を超えた合同訓練＇ 1！；；帥僻I活動法人容績の関設倶楽

過疎地高齢者の避難訓練j

市を超えた広竣的防 II防災ifぞランテイアのネット
災まちづくり活動 IIワーク化、リーダー育成

専門家ネットワークによる II耐震診断研修、耐震化相 llV・益金企
｜｜談、診断ソフトの提供、公開

技術支援 II 
II耐震化工事

防災訓練

［起震草による地震体験シミュ

レータヨン、救助犬の参加訓 II大混町二丁目自主防災会
線、消化訓練、炊き出し、卜リii特定非営利活勉法人豊前の園建設倶漢

アーグ訓練、防災無線活用 II音n
訓練、救助，，・ィヲ活動訓練

経験者による体験の学習、 ICIIきJj<:略旦主償資錦織
防災隠遠の知識学習・講習IE 一」
地域危険度を把握する街

地区の現状（危険度）把握II歩き調査、図上訓練、危険
場所を示す地図の作成
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防災まちづくり支援策

’E支援策のご案内

防災まちづくりを手助けする文書援策を紹介．

住民組織など、任意組織、商業系組織、NPO‘財団法人・役団法人、大
学・高専、地ア7自治体

。支援砲容1111

補助金・交付金．助成、人材派遣、技術支援、その他（機器類提供など）

0支援主体1111

国‘独立行政法人、NPO・財団法人・社団法人・企業

口支援策活用lこあたっての留意事項
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防災まちづくり支援策

0支握苅象副支握簸
‘ 

支揺対象

自治会・ PTA等・
住民組織

〈自治体を経由した
間接支援）

ll 支撮策

会岡部市直宇モデル調否、 困十宅~；涌省出前議降、 拙蹴材会ブロゲう
~、 件費~¥C-ゴミ主ユ二子ィづぐη活動助成、際E喜市民ポラン子ィ7フ活
動盟盛塑l庭、フィ ij叩プモリヌザ叩パツ市再活動～伶毘活動助成、ム
材派遣ブロゲうム

同羊防てjJ組織活件イヒ喜事業、士出t哉容J内空室舎ステーそノ司ツ童書儲モデJし事
盤、わが宏汽づぐ灼マ1委事業、健恰かコミュ二子ィモデル伽灰澄成率

皇室

任意組織

商業系組織（商工会
談所、商工会）

NPO 

財団法人・社団法人

専高大

体

短

治

自

学

方
大

地

http://www.udri.net/portal/pagepage_shien.htm 

王争国都市直牛モデJ［；~.踊否、 間十考会；高省出前言霊感、 抽t礎材会ブロゲう
与、 件支~¥C-ゴミュ二子ィづぐ灼活動助成、環債市Rポ＝ラツ子ィ)7）王
鎚盟盛血盟、フィ lJッブモlJスヲャパン市毘活動～伶畏活動助成、豆
イク口、jつトNp O受擦ブロゲう心、申突守司舎聞成ヴロゲ＝ラム、組盛
援傷寒舎助成舎、人材派遣ブロゲラム

II細部市直牛有岬困十輔吋榔州事T会ブ町ム ｜

合間都市宮と仁モ干J［；~館否、 困十＜：！＇；南省出前議降、 拙I議材会ブロゲう
与、件費1,＼（てコミュ二千ィづぐη活動飢成、環鑓市民ポランティ！？？斉
勉凱盛飽盟、言雲ゆ隼畜成に関寸るNp O飢成喜重巻善、フィリ、yブモリス
ジセフパン市毘活動～件毘活動助成‘マイヴロソフトNp O安穆ブロゲ
三A、中央労金肪成プログラム、地球環償基金朗成金、宣主主重主bl
旦♀盟盛盆、人材派遣プログラム

全国都市再生モデル調査、国土交通省出前講座、地I輩社会ブログラ
与、住まいとコミュ二ティづくり活動朗成、地球環鏡基金朗成金、宣
なか再空Np O肪成金! "'"""'""'tTMlm, ＇＂＂的鰐ニーズ取倣帥グラム ！ 

｜ーづくり安協鍋翻市再任ヂJしZ
自主防災組織活性化喜喜量壁、 地鼠安／~＼安全ステーション整備モデル著書

亙盤盆、国土交通省出前講座、健やかコミュ二子ィモデル旭区湾成事
紫、地t弱づ〈り互日＼jこすー事事業 II .=.J 
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防災まちづくり支援策

応募団体を審査のよ、支援対象を決定。（応募団体の蓑件Iま下記の遜り）
O地方公共団休
。地方公共団体の都鳥を構成員に含む団体
0まちづくり活動に係るNPOその他の団体（地方公共団体と共同で応募する

場合を除き、関係地方公共団体の推薦を受けた媛言語に限定）

芝生羊皇些
・者E市再生本部において決定された「全図書F市再生のための緊急措置～稚内
から石垣まで～」（平成14年4月8日）の一環として、平成17年度内に全国各

級車室 l地で展開される「先導的な都市再生活動」の提案を募集。
・応募されと提案から相当数の調査対象を選定し、都市再生プロジェクト推進調
査資（図鑑）を活用した調査として、各地で活動を展開。

支援制度名

支援主体

ホームページアドレス

間合せ先
tel 

戸
支援対象 ． 

核軍E

支援肉容

1・

全図書E市再生モデル調査はE市再生プロジェクト推進調査重量）

国

内閣官房都市再生本部事務局、国土交通省国土計画局調整課

凶且会ioB'iJ土直fil~a埠型ど也主主YJ.!L邸＿Q10J_mQ劇団ml

t。shisaisei@casz。
03-5510-2151 

自治体PTA等住民組織、任意組織‘商業系組織、NPO.財団法人．社団法人、

支援制度活用にあたっ
ての留意事項

11I32 

http://v，川w.udri.net/portal/pagepage_shien.htm

［モデル調査の対象の選定について］
都市再生本部事務局において、全国から応募のあった都市再生活動提案の

先導性や関連施策との状況等について関係府省や学識，経験者の意見等を聴
きつつ、「書E市再生基本方針」「全国都市再生のための緊急措置」の趣旨に合
致し、以下のような基本的視点からみて総体として優れた提案（以下「モデル調
査対象」という。）相当数を選定します。
。全国の参考となるべき先導的な都市再生活動であること。
。国主主によるモデル調査の対象となる取組が平成17年度中に実施可能である
こと。

O地妓が「自ら考え自ら行動する」という趣旨に適合し、テーマや活動の具体性
・確実性があり‘既存の調査・制度との競合がないこと、また住民代表・地元
企業等の参加やまちづくり専門家等との積極的連携があること。

0発想や着目良点の新しさ、地協資源の活用、創意工夫、閉塞状況打破の方向性
，E

川
－

ザ凧仙仙凧.1.J..~r-J...ぃ，H e: M ・p ヲ .L. 、宮崎砕＋凧胴＋.血山由開軸，h由.., .. . 



防災まちづくり支援策

目安嬢簾活用！こあ花つての留意事項

・支援悶容の賓館把握

・まったく、公募目的に合致しない提案を？？っても、時間の無駄になります。乏しい時間を効果的に活
用するためにも、支援制度を実絡している悶体のホームページをチェックを行い、過去の実績から、
どのような活動への支援を行っているか、支媛内容の実態を調べることが大切です。

・活動目的に合致レた支援制度の選択

・その上で、支援制度の趣旨、助成金額の規模、助成対象など、支援制度の内容を十分に比較検討
の上、活用する支援制度の選択を行うことが大切です。

・活動時期・期間の棲討

－助成申請矧聞は、長くて1月程度、申請の締め切りは、支援制度によって、まったく異なります。

・このため、防災まちづくりの具体の活動計画を検討する際、どの時期に資金、人材が必要となるかを、
事前に把握し、早めに公募の準備を行うことが大切です。

・閣僚樋聞との連揖と働きかげ

・例えば、令国都市jlj'.I.:ドモデル翻杏のように、国からの支獲を直接得る場合でも、応募にあたって
は、地方自治体の推薦が必要であり、予算措置も地元の地方自治体に対応してもらうことが必要と
なります。地方自治拡（市町村）や高等教育機関（大学等）を経由して、支援を受ける計画を持って
いる場合は、事前の働きかけや調整が、支援を受けられるかどうかの鎗を握ることになります。
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防災まちづくり道具箱

http://v，川w.udri.net/portal/annaipage.htm

・防災まちづくり遣実務
初心ffから防災まちづくり専門家まで、申書IAい濁iζ必要とする備練会紹介

。~T:を活躍しだコミュこケ｝ションツール

力キコまつ1.5i、WEBGISなど

。易のまわりの危畿に縫えだい

・家の耐震性をチェックしたい

【耐震ポータ｝（， （内閣府）】

fわが家の耐震CB本建築学会）｝

－街の危険な場所を調べたい、知りたい

【土砂災害に対する地域防災力の自己診断（内閣府）］

[7］（害に対する地域防災カの自己診断（内閣府））

0専門家の応援を受｛－：！，だい

日本建築学会

再開発コーディネーター協会

NP  O＂塗＿）..， 」日本都市計画家協会
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防災に役立つ地域コミュニティツーJ{,

電子園土
lo! I・n院舟可E供する’ebCIS

っぷ
でも利fllできるI血~£コミュニティツール

WebGIS活用事例（1)
ぬ，，，，，，「とよなかわがまちJ

Web.事例（4~，

活用事例.C3)
r＂者ウン・うじ l

WebGIS活用事例（2)
っく！l市 Iつくば市防災WebI 
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防災に役立つ地域コミュニティツール

ω地図はおらかじめ設定した倍率で拡大、縮小が可能です。

『地図の切り鎗えJIこて地図の紘大総小が可能です。（現在lま地図幅1200m)三室全

’E 

地図の切り管え［盟国鍾鐙盟型 地図幅1200m型車盛盟担当匡臨馳 ｝

.... 
＠＆有地（~·~入らせ.t,tti工夫可

”回同町一 ... 
e干供。P鍵ぴ畠し注意め看板

ー＠お豆腐屋さん戸！ '? 
0嫡惚肺水明例鞍可証一一－：，..：.

匂盤：

司司

+ 

のそ量管縫l
0•1罪

判今

Ill 

。箆穿昭i
、0御神木（1、1

o....，.円』 u O消化栓
山？

の伺意バブ号ストキリスト教目白が丘教舎
のコ主竃君嶋巳

の目立クラブl

向妙。寺のトVネル＆力）~舟モ；主患
の干供を膏てる自然環.. 

自

＋ 

陥匂：／／wwwお keikyou.or.jp/bousai/com/kakiko-P2-02.h旬、

.Ill 
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子どもと一緒に

・子どちとー絡に
E哲災まちづく哲告と乎どちと一絡に進めるための材絡を紹介．

。防災まちづ〈り学習

・紙1芝居〈稲むらの火〕

・防？笠宮t':t弓づくηのガイドブ、νJフ紹介

。訪災教育

•B何万教害警チャレンジブ弓ン

．平.＇－＇ :f:,Iヨ弓？；＂~I田平岡

・”Iヨfろさい探検隊Hマップコンウール
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2005年度防災教育チャレンジプラン募集＆ワークショップ開催
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Mainichi INTERACTIVE 子どもぼうさい防災甲子園

民円［~~

子どもほうさい甲子園 まいどH大阪各地の毎日新聞

新聞記$から

表彰式・発表会／その1

安全な街、僕らが作る思いやりの心、みんなで

学校や地I震で防災教育に取り組んでいる子どもたちを顕彰する『子どもぼうさい甲

子園J（問実行委員会主催）の表彰式・発援会が今月8目、神戸市中央区のシーガル

ホールで行われた．「Iまうさい大賞JIこ輝いた千葉県市川市立大野小学校など11団

体が表彰され、多彩な取り組みを§aa量．会場には、井戸敏三・兵庫県知事ら約300

人の聴衆が詰めかけた．［中.rig.i;r.菜、根本量生、大場弘行、写真・三村政司］

。「減災文化」創造訴え

次世代を担う小中学隼の防災教首の取り組みを募集。26都道府県の87学校・グ

Jレープから、地峨のB課題に応じた応携があった。8人の審査委員（委員長、河田葱

昭・人と防災未来セン告ー長）の遺品等で、 lまうさい大賞1点、優秀賞3点、入選5点、

審査委員特Jl1Jl§'2点が遊ばれた．

~~式・発表会で、実行自署員でもある伊臓芳明・毎日新聞大阪本社編集局長が

「みなさんの取り組みは、大人にI立場えられない視点、アイデアにあふれている。子

どもたちが考えたことを発備し、社会で役立℃ていきたいJとあいさつ。阪神大震災を

題材にしたNHK逮餓テレピ小説「わかfiJの主演女優、原因夏希さんも駆けつけ、

賞状と副賞を手渡した．

発表会で、受賞殺の代理Eの子どもたちが取り絡み肉容を彼露．款やi側、紙芝居な

どを通じて、命の大切さや助｛す合う，bをt耳えた．震災で生まれた歌『しあわせ遷ペる

ように』を作詞作曲した臼升冥さんの街郷で合唱．会場は感動の渦に包まれた。

スマトラ沖大地震、新潟県C!Jitjj也震など園内外で自然災害が相次いでいるe実行

m E盟

」並堕E事から
・表聖2式・発表会／その3安全な街、倹
らが作る思いや曹の心みんなで
表軍E式・発表会／その2止自民しみ怠が
ら『渇え』伝えたい人の僚に立って笑.
怠けたい

－きしむ子らに笑鼠t希望を支え台号
心、出界中へ一一発表会
．「子どもぼうさい甲子園』受賞団体決ま
る
高知市立大津小と涯知県豊崎市立湯
田小の取り組み

直雪委員1盟主l
．募集菱畷
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交涜の広場

間交流の広場

~災まちづくりに参加している方々が
事援身な情事録交流や質問など唱i:'i昆じて、交減して演〈広場。

0テーマ111//llJ.災まちづくり掲謡音薮

• t也震河策

・津波河策

・風水害河策

。餐趨コーナー

O金属1/llJ.災まちづくりフコぎ｝ラム〈復称〕
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防災まちづくり活動組織

防災まちづくり活動組織 ・データを新しく追加します・

・これは『防災まちづくりの活動組織の概要』に関する情報を記録するデータベース

＊活動名主体者 I 

です。
ヱl

要紹介
ヨ

活動地区名

活動地域の特
ゴ徴

同定する災害［「地震 「津波 「火山 「水害

災害対策の例
「建物耐震化 「不燃化対策 「啓発活動、情報共有 「帰宅困

難者対策 「防災教育 「避難対策

｜ 活動の分類 111広域的川 ニl

「普及啓発 「情報共有・発信 「防災リーダーの育成 「災害時

要援護者支援 「専門家による技術支援 「防災訓練 「地区の現
細目 状（危険度）把握 「地区防災計画の検討・策定 「防災施設建設

「子供の教育・啓発活動 「災害時要援護者の支援 「人材の育

成 「防災による地域活性化 「帰宅困難者支援対策 「防犯活動

・全文検素・
主体の分類 ｜企業系NPO こj

支援制度分類 「制度不要 「助成金の活用 「人材派遣制度の活用 「社会実
検索文字列 験の実施

検索文字をSPACEで区切って入力。

｜ 検索 ｜ 
「会費等 「財団等による助成金の活用 「市町村の助成 「市

細目 街地整備の事業補助金 「まちづくり支援事業 「人材派遣 「
県、国の支援制度

詳細 lhttp:// 

編集＇~！＇ワー ｜ パスワードを入力しましょう。

新規登録

[Home] くくTopIi前は怠し ｜ ( 1-10 I全14件 ） 次の10件 〉 ]1 Last≫ j 
.，...－－・E・－竺『r--・E・－「
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防災まちづくり活動組織

一 支！ ‘ー

活動
活 主

援｜
動 体

編
活動主体者

活動内容の概要紹介
活動地区 地域

する の 細目 の
告lj

細目
E午

訂E
名 名 の特 災害｜策の例 分 分

度 細
徴

類 ｜類
分
類

‘一
東急グループが開発した田園都市線沿線地域約5千ha（人口約50万

地
人）を対象して、防災という観点から、多摩田園都市の地域防災力を高め 川崎市、 助

多摩田園都 るこ左目的に、多摩田園都市防災まちづくり実行委員会が立ち上げられ、 横浜市の 住宅
区

任 成
啓発活 ～ 情報共有・発

市防災まち インターネットの利用率が高く、高額所得者が多いという地域の特性を活 一部（東 系新
地震 動、情 者日 信／専門家によ

意 金 県、国の支
訂正 ｜ 

づくり実行委 かした防災まちづくり活動が進められている。具体的には、①FMサルー 急田園都 市街 団 の 援制度
員会 スを活用した防災情報発信、②サロンド防災中川（防災知識を得て、まち 市線沿線 地

報共有 市レ る技術支援
体 活

づくりに参加できるスペース）の設置・運営、③シンポジウムの開催などを 地域）
x」

用
行ーっている。

JL〆

千代田区大手町、丸の内、有楽町地区（大丸有地区）は面積約119.1 ha、

東京駅周辺
従業者数21.4万人、日本のGDPの20犯の企業本社が集中する地区であ

地
防災隣組（東

り、わが国の経済活動の中枢機能が集中している。 東京都千
区

助
財団等に

昭和63年に作られた大丸有地区再開発推進協議会のまちづくり検討会 代田区 任 成
京駅・有楽町

の中で、「防災」について検討を行い、マグニチユード7級の直下型地震が （大手町・
業務 帰宅困 ～ 普及啓発／防災

意 金
よる助成金

駅周辺地区
発生した場合、千代田区では60万人を超える帰宅困難者が発生するこ止 丸の内・

系市 地震 難者対 者日 訓練／帰宅困難
団 の

の活用／ 訂正 ｜ 
帰宅困難者

を明らかになったことを受けて、企業が非常時に協力し活動を行う「東京 有楽町地
街地 策 市レ 者支援対策

体 活
県、国の支

対策地域協
駅周辺防災隣組」に結実した。 区）

〆ぺL
用

援制度
力会）

千代田区と協力し、帰宅困難者避難訓練を実施するとともに、 非常時の
JL〆

情報共有システムの検討などを進めている。

平成冗年に目白駅を中心に目白通り沿いに前後500m の地域の町会、
商店会、地域グループ、学習院、川村学園、日本女子大などの学校、デザ
インなどの会社で構成された、目白駅周辺地区整備推進協議会ができ、 地

情報共有・発 助
目白駅の建替えと駅前広場整備などについて協議を行う場となった。

東京都豊
商業 区

信／専門家によ 任 成
目白駅周辺 再開発が一段落後、平成14年度からは、目 白通り整備も含め、 「防災」、 系・商 啓発活 ～ 
地区整備推 「防犯Jcいうテーマで当該地区の将来を考える活動に入っていった。

島区目白
住複 地震 動、情 者日

る技術支援／地 意 金 市町村の
訂正 ’｜

駅周辺地 区の現状（危険 団 の 助成
進協議会 新たに整備された駅前広場を活用したイベントの実施や、 WEBGISを活

域
合市 報共有 市レ

度）把握／防犯 体 活
用して（東京大学・都市計画研究室、（財）都市計画協会の協力の下でイン 街地 ノミ

ターネット上の地図に防災関連情報を書き込み、共有する仕組み『力キコ JL〆
活動 用

マップ』を立ち上げ）、街歩きなどを通じて、地域の危険度把握を行い、 防

災まちづくりについての提案活動を行っている。

π々、福祉活動、コミュニァィ活動が盛んでNPOとなったまちづくりグル
地 財団等に

ープが複数ある花水地区で、 大震災の時はどうなるのかという不安を住民
区

普及啓発／専門
よる助成金

ひらつか防
が持っていたところ、阪神・淡路大震災の再現CDを見る機会があり、一挙

広域
建物耐

～ 
家による技術 任 、，

の活用／市
災まちづくり

に、様々なNPOをつないで、防災まちづくりを進めよう止いうアクションが拡 神奈川県
な地 地震

震化／
者R

支援／地区の現 二居重%.、
町村の助 合 訂正 ｜ 

がり、「ひらつか防災まちづくりの会」が発足するこ止となった。 平塚市 防災教 状（危険度）把 団 7) 
の会

そして、各団体と連携しつつ、40回の防災講演会、8回のDIG（防災まち
域

育
市レ

握／子供の教 体 乱，、 成／県、 国
x」 の支援制

探検）、メディア止の連携、耐震補強モデル事業、外国語防災マニュアル
)!,-

育・啓発活動 用
度

の作成、IT防災、災害対策シミュレーションなどに取り組んでいる。

「「｜ 「寸｜
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防災まちづくり活動組織

工コステーションなど、環境問題への取り組みから始め、自分たちの身
の周りにある問題を、自分たちがやりやすいやり方でやっていくこ止で動け
る、そんな実感を持ち、教育の問題、高齢者の問題、地域の安心・安全の

問題、留学生の方や地域にお住まいの各国の方たちとのかかわり方な
ど、いろいろな問題を自分たちにできるやり方で取り組んでいこう止いう活 地 地区の現状（危

助
動を行ってきた。 東京都新 商業 啓発活 区 険度）把握／子 商

成 まちづくり
その延長線上で、まちで暮らす人間でなければ出来ない震災対策の活 宿区早稲 系・商 動、情 ～ 供の教育・啓発 工

早稲田商店
動や、日本中の商店街の仲間がEいに助け合う事業の必要性を感じ、防 回商店街 住複 地震 報共 者R 活動／災害時要 系

金 支援事業／
訂正 ｜ 

往f の 県、国の支
災まちづくりへの取り組みを行っている。 及びその 合市 有／避 市レ 援護者の支援／組

j舌 援制度
具体的には①震災疎開パッケージ（被災時に一時的に地方に疎開でき 周辺地域 街地 難対策 〆ぺL 防災による地 市首

る仕組み（発災以前は各地の名産品を受取る））の販売、②防災キャンプ JL〆 域活性化
用

の実施、③災害時要援護者の支援（大学生の協力を得て独居高齢者の
住宅の窓ガラスに飛散防止フィルムを貼るボランティア活動を実施、高齢
者独居世帯への学生下宿の世話）、④震災グッズ販売（企業とタイアップ
し、飛散防止フィルムなど、震災グッズ、を販売）などをおこなっている。

地域のさまざまな人たちのパワーを結集し、地域情報の流通を促進し、
地域住民の交流連携を推進することにより、地域のIT化支援及び地域の

特定非営利
活性化を図り、情報化時代に対応した豊かな地域社会の実現を目指すた

新潟県長 広 情報共有・発 住
助

活動法人
め、長岡市及び周辺町村の6市町村の住民、行政職員、住民活動団体な

岡市及び 広域 地 啓発活 域 信／専門家によ 民
成

ながおか生
ど、さまざまな人・組織が連携して立ち上げられた組織。

その周辺 な地 震／ 動、情 的レ る技術支援／子 系
金 市町村の

合 訂正 ｜ 
住民活動組織に対する汀支援・イベント開催支援と独自企画のまちづくり の 助成

活情報交流
イベントの企画実行を行っている。

地域（中 域 水害 報共有 〆ぺL 供の教育・啓発 NP 
活

ねっと
新潟・福島豪雨災害や新潟県中越地震において、各種BLOG及びITシ

越地域） JL〆 活動 。
用

ステム構築を行うことによって、復旧・復興に大きな力を発揮した。また、
実話を基に絵本の作成なども行っている。

河川が流れていたり、水辺に接している地域の住民の方々に対して、今
地

特定非営利
以上に水辺を身近に感じていただき、地域がさらに豊かで楽しいものとな

商業 啓発活 区 k 
助

活動法人
るよう、河川や水辺に関するまちづくり、環境、景観、交流の活動左おし

系・商 動、情 ～ 情報共有・発 業
成

江東区の水
て、江東区民に役立つことを目的として活動している。 東京都江

住複 地震 報共 者日 信／防災による 系
金 まちづくり

合 訂正 ’｜
河川や水辺の視察見学会に加えて、 東京海洋大学と協力し、 江東区民 東区 の 支援事業

辺に親しむ
の交流を深めながら、 『i工東区の水辺と緑を活かしたまちづくり考える懇談

合市 有／避 市レ 地域活性化 NP 
活

':Z:企z‘ 
会』を実施、 また、具体的な防災にも資するまちづくりとして、水辺を活かし

街地 難対策 ノミ 。
用

たまちづくり（塩浜地区）の企画・提案活動も行っている。
JL〆

昭和61(1986）年、 平松冗大分県知事の提唱する「一村一品運動」の一

貫である「豊の国づくり塾」！こ参加したメンバーが中心となって、地域づくり
グループ「豊の国中津落ちこぼれ塾」を仲間13人で結成。 地

特定非営利
その後、大分左福周の県墳を流れる山国川を舞台にした”大綱引きwのイ

大分県、
区 災害時要援護 f主

告リ
ベン卜を開催することで、 「県境を越えた」交流が始まった。 また、1995年の 広域 ～ 者の支援／人材 民

活動法人
阪神淡路大震災では、地域活動で得た経験を生かし、 1995年の阪神淡路

福岡県
な地 地震

避難対
者R の育成／防災に 系

度
合 訂正 ｜ 

豊前の国建 （山国川 策 不
設倶楽部

大震災では、 地域活動で得た経験を生かし、40名で1000人分の炊き出し
流域）

域 市レよる地域活性 NP 
要

を行なった。 x」 化 。
現在は、山国川流域を舞台にした様々な交流イベントに加え、山国川流 )!,-

域の各市町村の消防団の協力を得て、広域的な過疎地高齢者の地域避
難訓練などの活動を実施している。
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防災まちづくり活動組織

1978 （昭和53）年、国分寺市災害危険災害区域図を全戸配布、同時に、
防災学校を開設。年間10回程度の講座や行事を実施。 1980（昭和55）年
講座を受講した市民を防災の担い手の位置づける「国分寺市民防災推進

地
委員制度」を創設。以降、講義の内容を開発指導や地区計画制度などま
ちづくりに関わるものに、広げつつ、制度を継続的に実施。 住宅

区
任 告リ

市民防災ま 啓発活 ～ 地区の現状（危
ちづくり学校

1991 （平成3）年には、住民止の共同調査による「防災地区カルテ」を発 東京都国 系既
地震 動、情 者R 険度）把握／防

二層重:c.、 度
人材派遣 訂正 ｜ 

行。1999（平成11)年に、 「市民防災まちづくり学校」と名称を変更し、現在 分寺市 成市 団 不
（国分寺市）

に至る。 街地
報共有 市レ 災施設建設

体 要
また、 1981（昭和56）年以降、自治会毎に、協定を結んで「防災まちづくり

ノミ

推進地区」を指定し、市と協定を結んでから3年問、防災まちづくりの専門
JL〆

家（コンサルタント）を派遣し、それぞれの地域に合った防災まちづくり活動
を進めている。（7地区協定締結済み）

静岡駅北約3kmにある閑静な住宅地において、 840世帯、人口3000人
を超える規模の大きな町内会を母体に活動を行っている自主防災会。防

地災委員500名強が参加する、防災活動の活発な自主防災組織である。
区 防災リーダーの

f主
昭和56年にスタートした大岩二丁目自主防災会は、防災訓練の単位を、

静岡県静
住宅

～ 育成／災害時要
民 制

大岩二丁目 班に分けて百世帯規模で実施することによって、訓練への参加を促す工
岡市大岩

系既
地震

避難対
者R 援護者支援／防

防 度
会費等 訂正 ｜ 

自主防災会 夫を行っている。また、防災台帳の作成を通じて、町内の災害時要援護者 成市 策 災 不
や、発災時における緊急対応可能な人材を把握し、町内の人材を活用し

二丁目
街地

市レ 災訓練／防犯活
組 要

た日常のボランティア活動と、緊急時の防災対応に関する役割を連携させ
J号与 動

市首
る工夫を行ったり、自警団による防犯パトロールの実施など、平常時から

JL〆

防災対応力の強化を図る取り組みを行っている。

［也監 ］二ヱJ~竺斗 （ト10 I全14件） 次の10件〉己とゴ [ HeRO Data Base Ver 1.26 ][Thanks. !:SEf'!工］

23 I 32 

http:/ /www.ask.ne.jp／ぺelesurp/test/herodb.cgi?table=sample&view=M&recpoint=O



防災まちづくり活動組織

活
本’，，，自、 支

動
定

活 主
援

活動主体
活動 地

す
災害 動 体 告lj 細 詳

編
者名

活動内容の概要紹介 地区 域
る

対策 の 細目 の
度 目 細

訂E
名 の の例 分 分

特
災

類 類
分

徴
害 類

普及啓

都市防災研究会は、元関東学院大学学長故藤本一郎氏が構想した横浜防災都市懇話会を発展 広
啓発 広 発／情

住
特定非営

的に継承し、 l997（平成9）年、設立された研究会である。
神奈

域
活動、 域 報共

民
告lj

~ 利活動法
防災の専門家や意識の高い企業を中心に、書籍の出版や、講習会の開催など土に防災意識の昔

川県、
な

地 情報 的 有・発
系

度
費 合 訂正 ｜ 

人都市防 兵庫 震 共有／ レ 信／子 不
災研究会

及啓発や、防災技術の発信などを行っている。 2002年横浜市市民活動共同オフィスへの入居を経
県

地
防災 Jミ 供の教

NP 
要

等

て、 2004年NPO法人化した。また、併せて、神戸支部が開設された。 域
教育 jレ 育・啓

。
発活動

NPO・FUSION長池は、多摩ニュータウン南西部の長池公園を中心！こ、住民の暮らしを様々な角度
長池

広 市
公園を 広 i，ι 、

NPO・
から支援することを目的に活動を行っているNPO（特定非営利活動法人）です。地域活性化支援、住

中＇L' 域 建物
域

業
告lj 町

FUSION長
宅管理支援、住まい作り支援、高度情報化支援、地域広報支援などに取り組んでいるほか、 2001年

（東京 な
地

耐震
自今 普及啓

系
度 村

命 訂正 ｜ 
7月からは八王子市より委託を受けて、八王子市長池公園自然館（長池ネイチヤーセンター）の管理 震 レ 発 不 の

j也
運営を行っております。地域住民の棟々な活動に役立つ施設となるよう管理運営していく決意です。

都j¥ 地 化
Jミ

NP 
要 助

王子 域
jレ

。
成

市）

国立市では、大学通りとのシンボル的な緑地空間を軸に、市域の緑を守る取り組みを積極的に進
めていた。そこに協力いただいたのが、 NPO法人日本公開庭園機構であった。目立市都市計画マス
タープラン、目立市緑の基本計画の策定作業を通じて、安全緑地整備を実現しよう止いうことになり、
市内に安全緑地を設置することとなった。これ以外も防災ボランティアの組織化などについても協力

をしていただいている。
機構の理事は元々、住宅デベ口ッパーにおり、その頃から環境共生の仕組みを組み込んだ住宅づ

くり、まちづくりを進めていた。イギIJスでの視察体験が核となって、ガーデニングを切り口として、一

特定非営
般の人たちが、身近な環境の緑化に関わっていく方策として、安全緑地という考えにたどりついた。

広
広

住
手I］活動法

安全緑地止は民地の一部を公開空地止して提供することにより、防災、環境、景観、など、様々な面
東京 域 建物

域
民

告lj
~ 

人日本公
から地域の環境改善を実現するもの。大工、植木職人、建築家など、様々な専門家の協力により、

都国 な
地

耐震
的 普及啓

系
度

費 命 訂正 ｜ 
実際に安全緑地を設置・整備する取り組みを進めている。 震 レ 発 不

開庭園機
活動を継続してきて分かったことは、ガーデニングに対しては身近な市民の関心が高っていること

立市 地 化
Jミ

NP 
要

等

構
である。最近、近所の主婦方がこのような活動に参加する輸が広がっている。

域
jレ

。
成城学園では、住宅展示場の整備を行うにあたって、土地の一部を提供頂き、様々な企業からの

支援を受けて、安全緑地を整備した。 日本公開庭園機構では、国立市に働きかけ、安全緑地整備
を受託整備で行い、また、その後も、安全緑化を推進するため目立市からの委託を受け、ガーデン
相談会・講習会を実施している。
また、成城住宅展示場内に整備された「安全緑地見本園」については、環境事業団による補助

(240万円）だけでなく、 10社を超える企業の支援を受け、安全緑地整備を行っている。このように、行
政・企業止のコラボレーションは、今後の防災まちづくりに寄与する面が大きい。
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防災まちづくり活動組織

L」L」L」｜ ｜｜ l」II 
和歌山県串本町は、本州の紀伊半島の最南端の潮岬にある町で、風光明娼な町である。＝方向

を海に固まれ、津波被害を受けやすいところから、避難路整備の取組みが始まった。潮岬が太平洋 住 地
に突出し、紀伊半島と低い砂丘で結ぼれた地域に町の中心があり、三方を海に固まれた上、海岸の 宅 区 住 市

大水崎自
狭い崖下の土地を埋め立て、街を造成している。その埋立地にあるのが、大水崎地区である。 1993 和歌 系

不燃
～ 民 告lj 町

主防災組
（平成5年）7月、北海道南西沖地震が発生し、奥尻島をはじめ渡島半島各地が津波に襲われ大被害 山県 E克 j章

化対
者日 防災施 防 度 村

金 訂正 ｜ 
を受けた。同島と似たような地形からこの災害を人ごとではないと思った町民は多く、串本町青年会 串本 成 j皮 市 a建E 災 不 の

骨量
議所が奥尻町長の被災報告講演会を翌年12月に開催した。この講演を聴き、住民は大きな危機感 町 市

策
レ 組 要 助

を持った。土地のほとんどが海抜3メートル以下で津波の被害をまともに受ける危険があるにもかか 街 Jミ 織 成
わらず、短期間で高台に避難できる通路がなかったからである。このような経緯から、住民の発意に 地 Jレ
より、避難路が作られることになった。

HeRO Data Base 
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NPO法人 ながおか生活情報交涜ねっと（長岡市及び周辺地域）

NPO法人fながおか生活情報交流ねっと」は以下

の活動を行います。

活動地織＝長岡・市肉各地域・中之島・与板・三島・越路・山古志・栃尾・見附・小平谷・間蒲原
書店・三島郡・刈羽郡・北魚沼郡・．．

今までの活動記録 私還の活動記録です、NPO団体の方、地域活動をされている方で図っ
ていられる方はお気経にご相談ください。

盤立直重量 活動方針と設立に至るまでの経過の案肉です

凶匙盟血メイン活動ホームパージ

1‘各種団体の附のサポート ｜ 

高(;l.NPO町…－ツサーク
J｛，・文化団体等のIT化による
情報発信・情報交涜等をお手

ht匂：／／www宇 soiga.com/npo-soiga/soiga.html

2、地増情報ページの運営 ｜ 
ti]町村ルしサイ卜

地域何の情幸E支涜を；宮発化し、
一層の地減活f笠化を行います．
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NPO法人ながおか生活情報交涜ねっと（長岡市及び周辺地域）

伝いします．

kホームページの作成→お気軽にご相談くだ
さい、簡単に運営できるシステムをご提供します。無
斜眠、有斜I:&とあります．

Z、イベント情報等を各方面に伝逮→市民セ
ン聖一等に情報を掲示、またWebカレンダーに記入等
で広くお伝えします．

13、店舗・企業・虫のπ等サポート ｜ 
，『 J;≫.消費者に情報を涜せるように
』 画風 様々な手段でIT化をお手伝い司.·~・a します。

しホームベータ等の作成→ニュース発信の出
来るページを作成します．お安い年会費でOKです。

弘セール・イベント等をプリントで掲示→市
民センヲ一等に情報を矯示、またWebカレンダーに記
入者事で広くお伝えします．

t、認でも多加ペ→培地縁ごとに配置→市
町村ごとに順次作成してゆきます．

2、電子園土を使った地局草地図の作成→住
民が欲しい、住民で作品地図をi耳語しています．

S、問Sによるニュース収集・配信→犠々 な地
減内ニュースを一覧でご覧いただけます．

l4、え勾干す主・ヤマトの開催

N問肉節のミニグループや篠々

－ー.. ・な専門の人逮が交lf.!イベントを
恒凶 主主 開催します．

しえちごにすど畳録→地減内に自分の専門で
貢献したい人・グループのリスト作成

弘ミニ交Dtペントを開催→機4なイベントを開
催して住民がよりよく知り合える~娩吾作ります．

お問合せ n-s@soiga.com

NPO浪人股立平成16年3月3113
住所長岡市宮栄2-7-15電話0258-35-6800ファクス 0258-35-6782（（有）アイティーエス内）

活動地獄＝長岡・市肉各地域・中之島・与板・三島・越路・山古志・栃尾・見附・小平谷・間簿原
君日・三島郡・刈羽郡・北魚沼郡・．．

会員の主な職象＝IT会祉員・一般会祉員・専業農業・飲食業店主・大学生・高校生・教員・タウ
ン総編集者・行政職員・主婦・プログラマー等、年齢10～70代

ht匂：／／www宇 soiga.com/npo-soiga/soiga.html
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防災まちづくり；！＇｛ ータルサイト

率制：文1k崎自全防虫盤値 f和富山由llill;t;町】

動
対
象

三方向を省軍に凶まれ、 i撃波被蓄を受け
やすいところから、避難路整備の取組み
が始まった．

戻高町長めi

目すベ~事例である．
潮仰が太平樽にE連出し、紀伊半島と｛匙い砂Eで結ぼれた地域に町の中心があり、 ニ万を渇に固まれたよ、海岸の狭い屋下の

総 ｜土地を型車め立て、衡を進成している． その湿立地にあるのが、大水崎地区である.1993 （平成5年） 7月、北泌道南西沖地震が
発生し、奥尻島をはじめ控室島半島各地が津波に襲われ大被害を受けた．岡島と似たような地形からこの災害を人ごとではない
と思った町民は多〈、宿本町青年会議所が奥尻町長め被災報告説話題会を塑年12月に関他した． この務演を鳴き、住民は大きな
危機感を持った．土地のほとんどが海抜3メートル以下で海波の被害をまと むに受ける危険があるにむかかわらず、短期間で
荷台に滋維できるi話絡がなかったからである．このような経総から、住民の発患により、滋給路が作られることになった．
量温湿逓圃ザ銑・＿＿, ....占

大水l崎地区の地区組織 「大水崎区Jでは講演会後、 「海波遊給マップJ作成に敗り組んだ．その緒巣、 i鐙縫指定場所の総合
通勤公岡京で遠いこと、道はないが、近くて遜量産可能な荷台まで歩いて行けそうな場所には湿地帯があること、そこに行くま
で交差点も勝切もなく、交通規制がない限り危険なことなどがわかった．そこで大水l崎区では、宿本町役場へ 「遊鎗路整備J
を求めて•iiに行った． 町としては要筆個所が線路沿いで踏み切りもないのでJ Rと折衝 したが、王位絡を得られず、遊鎗路整
備の要録は勝切がないのではと、安全面の点から認められなかった．

ほtp://www.udri.net/po『ial/hayawa陥 ri-7.htm
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防災まちづくりポータルサイト

・滋雄軍事の建量量

このため、大水l崎区自主防災会では、自分たちのカで遜縫絡を造ろうと、 「遜量産路整備推進委員会Jをつくり、地区の住民
たちの理解を得て、地区防災計画の方針をまとめ、自主建設を行うととし、区の予算から設計費を支出して遜縫~工事に着手
した．

工事は住民め手弁当で行った．仕事の合聞に作業をするため、日曜日など休日に作業を行ったが、 2000年 9月に工事に
着手して10か月で完成させることができた．湿地帯の秋事罰金協のところにはJR e本駅からむらった不用の勧柱を敷くなど
工失し、海抜10メートルの荷台まで滋縫できる遂を完成させた．問題の踏切の個所は、工事中JRのE鞍~還をを見ながら線路
に見張り番をつけて作業を行い、列車がi重る 10分前には作業を中止するという安全対策をしながら進め
？と．

湿地に板を鉄き高台にはしごを鍍けた遣盗難路

http：／／帆帆udri.net/po巾 l/hayawakari-7.htm 
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防災まちづくりポータルサイト

・道路公舗法での遂事E測が益信

逃量産絡が完成した年の10月、住民たちのこの熱意と実行カが、報告を受けた田崎勝正町長（9 8年 10月～）の心を動
かした＇ 5年半前、奥尻町長を筑波会に呼んだ青年会議所の当時め理事長が田崎町長であった．また、固め地鴛調査研究推進
本部が、前月、今後30年以内に南海地震が発生する砲声絡を40%、東南海虫断章は50%と評価し、国・w.を挙げて岡地震の
対策に着手し始めたことむ町を後押しした．

町では住民たちが完成させた荷台からさらに上の、事毎放37メートルの地点にある指定1避難場所の総合運動公園に通ずる遜
難路を員毒殺することにし、翌02年7月工事に着手、遜動公園まで約5分で遜量産できるようにした．昨年度には夜間でむ遜量産
しやすいように足元を照らす蓄電王むの非常灯む設置した．

宛成した込磁路、右下が住民の手作り節分

・進鍾.の安全管軍司

i盛縫望書め完成後、遊鍾絡を近遂に使い住民が線路を横切って、列車を緊急停車させたことが2、3回あったという。そこ
で、あくまでむ告書波発生時や訓練時以外は使用しないようにと、入口に頑丈な震をつけ、入口広場に「災害時の遜量産量告ですJ
と大きな看板を立て注意を呼びかけている．逃縫絡め整備の中心となった推進委員会は、その後、滋鎗絡め草刈りや点検など
維持管理を行っており、改めて組織化していないが、大水l埼自主防災組織として活動を続けている．

また、この活動に刺激され、串本町内に7つめ「自主防災会Jが誕生している．

http：／／帆帆udri.net/po巾 l/hayawakari-7.htm 
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リンク

（国）

董塑宣盗

塁墾丘

国土交通省・防災情報

地震予知連絡会

盆登室

温監丘

警察庁（全国）

文部科学省

題土地理院

など

（大学等）

東京大学地震研究所

京都大学防災研究所

, ... 

置リンク

ヱ1
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「みんなで防災」のページ

唆努

「みんなで防災」のページ
〈内閣府防災担当〉

このページは、市民、 学校、企業、 町内会、ボランティア、
NPOなどの方々が、防災の取組を考えていただく際、

（たたき台）

お役に立つ情報やノウハウを提供させていただくページです。

〈順不同〉

防災ボランティア
災害時や災害に備えたボランティア活動のサポート

情報を掲載

企業防災
事業継続・企業の取組の評価

「稲むらの火」と津波対策
世界にも知られている実話に基づいた津波から村人

を救った物語 E量挙

防策凋聞推進協議会

住宅耐震化

防災教育と広報
学校や地域活動での
防災の教育広報の取組

B丹後対策の基本存知りたい
わが閏政府や州方自治体の防災対策や解害児向広報資

防災まちづくり
市民、町内会、商店街、 Np O等の方々の地域に

根ぎした取組

社主ιー
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資料】ー別紙

防災ポータルサイトの全体制摩成｛案｝

『みんなで防災Jのベージ
（内個腐防災組溢｝

i防御ち づ 〈 り ボ 一 川 妙 イ ト に よ うとそ｜
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資料2
防災まちづくり事例追加調査中間報告

1 .総括表

活動主体 調査日 対象地域 活動概要

個人や団体が所有する庭園や緑地を公開する公開庭園

づくりを推進しているNPO。創出する緑地を安全緑地と

NPO法人日本 平成16年
国立市等

して位置づけ、防災的な機能の向上や、ガーデニングを

公開庭園機構 12月21日 通じた生活環境の改善の仕組みとして生かすため、行

政、企業との協働作業により これを整備する事業を推

進。

多摩ニュータウン南西部の長池公園を中心に、IT（メー

東京都 リングリスト等）を活用し、まちづく りの担い手を結び

NPO法人 平成17年 八王子市 つけ、様々なコミュニティ の活性化事業を取り組むNPO。

FUSION長池 2月10日 （多摩ニュー 八王子市から長池ネイチャーセンターの管理運営を受

ダウン） 託、また、新たに防犯カメラを活用 した安心まちづくり

への取組みも進めている。

東海地震が切迫する状況の中で、自主防災組織として、

大岩二丁目 平成17年 静岡県
防災訓練の単位の小規模化による防災訓練参加促進や、

平常時のボランティア活動と発災時の役割の連携、防災
自主防災会 4月7日 静岡市

台帳の作成を通じた災害時要援護者サポー トの仕組み

づくりなど、独自の防災まちづくり活動を実践。

長岡都市圏の広がりを対象に住民活動組織に対する口

NPO法人 新潟県
支援 ・イベント開催支援を、地域のわトワークを活用して進

ながおか生活情
平成17年

長岡市
めているNPO。 新潟 ・福島豪雨災害や新潟県中越地震が

4月15日 発生した後、独自に各種のBLO  G及び ITシステム構
報交流ねっと 周辺地域

築を行うことによって、復旧・復興に大きな力を発揮し

た。また、発掘したエピソー ドを絵本として出版。

江東区の水辺に着目し、住民と行政、大学を結び、水辺

NPO法人 を身近に感じること、地域がさらに豊かで楽しいものと

江東区の水辺に
平成17年 東京都

なるよう 、河川や水辺に関するまちづくりを軸に、研究、

親しむ会
5月17日 江東区

交流の活動を展開、水辺から見た防災まちづくりについ

て提案活動を行っている。

－なお、今後、 NPO法人都市防災研究会、NPO法人豊前の国建設倶楽部、大水崎自主防災組

織、市民防災まちづくり学校（国分寺市）についても追加調査を予定している。

1 



2.・4同笥を鎗l!O'>mヨE
｛可〉鏑週E・tlJi: N怜S麗人臼森公”...網島

活動地区｜ 国立市を中心に、錦繍や世田谷区など、鯨析を中心に安全緑地づ

〈り、続話題会活動などを進めている．

蹴 ｜ 附非営利活動法人自給関庭園機樹、市長一人ひとりが、自ら鳴を

公開し、周辺の環境や長銀に配慮した玄ちを作ってい〈ことを目路して、2000

年 9月に符定非営利活動法人として設立された。

ガ｝デニングを切り口として、ー般の人たちが、身近な環境の最長化に関わ

ってい〈ための取組みとして、総領会や講習会、安全緑地見本因の豊富備など、

多彩な活動を進めている．

・安全書量亀6J緯主量 t’E傘徳治•.:t酒置づ〈唖司事｝

大工、植木高島人、建築家なE、話華々な専門家の協力を受けつつ成城学園では住

宅綴示＠苦整備の際土胞のー却の倍棋を受け、安全縁組を3華街．宜た、国立市では

E宮城学閣の察側｛熊場事量産固と企業の支援による後指1

・短調量串省主畠ガーヂニシグ・•al!(IJ関4・

地方自治体や企業などからの要務を受けて、オ｝プンガ｝デンの携習会や

小学生への縁遠などを実施．

・r-::l！，量r－号i';:..11>•値

イベントとして期日をきって個人の賂を活用した、オ｝プンガ｝デンを実

施．近所の主婦方がこのような活動に参加する紛が給大．

活動制 ｜ 代表理事佐藤鵠氏を中心に、総を行っている．会員側、約220軒、

民喜好きの市民、園芸・猪木農家、建築家、遊園家、など、首都闘を中心に全国

lこ会員がいる。

防災まち II・生活•itD>安企壷子.:r:. 型，，

づくりと l 安全緑地盤備の目的の一つには、生活空間の安全性を高めたいという考え

の関わり I がある．例えぽ、道路の隅きりをしない主主プロック塀を建ててあると、死

角ができて、交通安全の面でも悶屈がある．このように、交通安全の面から

住宅廻りの緑化がどうあるべきかと考え、生活道路の安全性をチェ~~する

調査や、モデルとなる緑化事例の倍強整理射手ってきた．
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・安全縁地聾備することの防災面での意種のアピールが必要

当初から安全縁地を整備するこ とには防災面での意味があると考えていた

が、実際には交通安全面でのメリットほどは対外的に強調してこなかった。

今後は、安全縁地整備の意義の大きな要素として防災面を取り上げ、防災

面においてもより一層効果のある安全緑地創出を考えていきたい。

今後の防｜・行政・企業とのコラポレーション

災まちづ｜ 日本公開庭園機構では、国立市に働きかけ、安全緑地整備を受託整備を行い、

くりに向｜また、その後も、安全禄化を推進するため国立市からの委託を受け、ガーデン相

けて ｜談会・講習会を実施している。

また、成城住宅展示場内に整備された「安全縁地見本国」については、環境事

業団による補助（240万円）だけでなく、 10社を超える企業の支援を受け、安全

禄地整備を行っている。このような、行政・企業とのコラポレーショ ンは、今後

の防災まちづくりを拡げていく方向性の一つを示している。
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(2）踊査事例2:N同法人FUSION長池

活動地区 NPO法人 FUSION長池

は、多摩ニュータウン南

西部の長池公園を中心

に、住民の暮らしを様々

な角度から支援すること

を目的に活動を行ってい

る。 南大沢から長池公園を見た風景

経緯 I NPO・間町長池は、印95年の夏休みに「平成狸合戦ぽんぽこ」のアニメを

“せせらぎ北m 団地の子供達に上映したことをきっかけに、高齢化の進む多摩

ニュータウンの今後を話し合う中から活動が始まった組織。 1998年 4月地域の

電子井戸端会議・ぽんぽこメーリングリストや「長池わくわく WEBTm肝心が立

ち上げられ、活動の輪が広がった。そして、 2002年 6月NPO法人化し、以下の

ような活動を行うまでに至っている。

・住まいづくり支櫨事業（夢見臆）

「あったらいいなこんな家」という夢の住いづくりを支援するため、多摩ニ

ュータウンでコーポラティブ住宅を作るプロジェクトを実施。

・住宅管理支援事業（住見隊）

団地の管理を支援、質の向上を図るため、窓口管理業務、団地会計業務、管

理組合や入居者の相談役となるコンサノレタント業務を実施。

・情誼高度化支撞車掌（高支陸）

企業の協力を得て最適な高速インターネット接続環境を構築し、 PCレスキ

ュー隊（ホずうンティア活動）と高支隊（有償）を組織して、住民の ITの活用サポート0

・地埠活性化支撞『地活躍』

地域の顔が見える人間関係の構築を目指し、長池ぽんぽこ祭りへの協力、ス

ポーツ大会、街並み探検隊、芸術作品展、など地域情報を発信する活動を展開0

・広担支極事業（夢伝離・ゆめったえたい）

地域活動を応援するため、ぽんぽこ瓦版を l万部（季刊）発行、「ぽんぽこネ

ット」（メーリングリスト）、「ぽんぽこウェブJホームページを運営。

防災まちづ｜・完気量場

くりとの関

わり

三宅村の福祉課長とインターネットで知り合い、何ができるかを話したことから

アイデアが出て、活動が始まった。まず、都営住宅で「鳥のケージj にいる感覚で

元気をなくしていた三宅の人々を畑の手伝いに呼んだのが呼び水となって、三宅島

かちニュータウン内の都営住宅に疎開している高齢者（農業者）へ、遊休耕作地を

貸すなどの支援を行うこととなった。

・インターネットカメラを使った安心まちづくりの検討

インターネットカメラの開発実用化を行なうベンチャー企業（開エイピット）と

協力し、長池ネイチャーセンタ一、高尾山頂上部にカメラを設置。長池ネーチャー

センターでの活動状況、高尾山（平時）や八王子市街の様子を 24時間中継。 「火の
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見やぐらJの現代版を実現している。

また、防犯についてのニーズが高まっているため、電子お守りシステムを開発。

パス停などに中継装置を置きタクシー会社コールセンターなどと連携する等アイ

デアを具体化し、多摩ニュータウン全体を安心に生活できる街にしようと検討して

し、る。

センター展示室壁面に設置されたカメ

ラ。実験により、全体が分かり、かつプ

ライパシ｝が守られる力メラ位置がここ

防災まちづ｜園メーリングリストの動集約活用による、地櫨交涜とコミュニティの強化

くりへの示｜ フュージョン長池では、活動の立ち上げ期に、メーリングリストを活用した情報

唆 ｜共有・発信が大きな効果を挙げた。完成直前に長池ネーチャーセンターが燃えた際

も、メーリングリストを通じた、火災発生時の情報共有と発信が、その後の再建に

向けての地域の動きにも、プラスに働いたという指摘がされている。また、三宅島

からニュータウン内の都営住宅に疎開している高齢者（農業者）へ遊休耕作地を貸

すなどの被災者支援（元気農場）も、三宅島の課長と、“牧場のおっさん”（多摩ニ

ュータウンで牧畜を営む方）とのインターネットを介した対話から実現された。

このような、メーリングリストの活用のあり方は、防災を核とした、コミュニテ

ィ形成や地域交流の促進に資する。

・新たな防災技術を活用した防災まちづくりの促進

フュージョン長池では、新たな防災技術としてインターネットカメラを活用し、

地域の防犯、防災に役立てることを検討し、民間企業と協力し、長池ネイチャーセ

ンター展示室や、高尾山頂上部にインターネットカメラを設置、リアルタイムの現

場状況を HPを通じて公開している。このような新たな防災技術の活用は、従来の

まちづくり活動に防災風味のまちづくりを拡げていく新たな可能性を示すもので

ある。
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(3）闘査事例3：；大岩＝T目自主防災会

活動地区 静岡県静岡市大

岩二丁目は、昭和

30年代後半から

急速に宅地化が進

んだ地域であり、

閑静な住宅地とな

っている0

830世帯、 558

名の防災委員を有

する比較的規模の

大きい自主防災組

織である。

大岩二丁目の位置

経緯 ｜ 町内の世帯数が多く、災害に強いまちづくりを進めるためにも、協力する精

神が重要であり、年間行事をより多く取り入れるなど、コミュニケーショ ンの

場を広げていく、取組みを行っていた。東海地震対策のため、昭和 56年 5月に

自主防災会を結成、当初より積極的に取組んでいたが、阪神・淡路大震災以降、

自主防災組織にボランティア組織の要素を加えた独自の自主防災組織づくりを

進めている。

活動体制 ｜ 地区を9つの区域に分け、各地域ごとのリ－1＇＇ーを置き、防災訓練を行う体制と

なっている。また、これとは別に住民の職能を踏まえ非常時の役割分担が定め

られており、この活動班が平常時ボランティア活動などを行っている。

防災まち｜・自主防箆会とボランティア活動を組み合わせた組値づ〈り

づくりと｜ ボランティア活動を通じて、人と人とのつながりを持ち、災害時にはボラン

の関わり ｜ティ ア活動を担う組織がそのまま非常時に機能するよ う、自主防災台帳の作成

で把握された人材を情報班、救出班、救護班、医療班、輸送班、物資班、消火

班の 7つの班に振り分けた。

①温泉の会＝消火班

手足の不自由なお年寄りのいるお宅に梅ヶ島金山温泉よりトラック 2台で、

約 3. 5トンの源泉を運び、各家庭のお風目に直接給湯。

②車で送る会＝輸送班

足腰の悪いお年寄りが朝病院に行く時、車で送るボランティア活動を実施。

③福祉会＝炊き出し班

70才以上の一人暮らし老人と 80才以上2人暮らし老人に毎月第 3木曜日に

給食サービスを実施。

④こそくり会＝救出班

お年寄りのお宅で、「戸が動きにくい」、「タンスが倒れないように止めて欲し

い」といった要望を受けて、簡単な修理を行うなどの活動を実施。
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防災まち

づくりと

の関わり

表 自主防災会とボランティア活動を組み合わせ

No.I自主防災会ボランティア活動
での活動担当｜グループの名称｜

参加者の特徴・ボランティア活動の内容

｜ ｜アマチュア無線の会｜アマチュア無線の有資格者
1 I情報班 ｜ ｜ 

－ lバイクの会 ｜バイク、オートパイなどの所有者

21救出班 にそくり会 ｜大工、左官、電気、木工、塗装等建築関係で組織
する。老人宅の簡単な修理等のボランティアを実施

31救護班 訪問看護
看護婦、保健婦の有資格者。寝たきり、一人暮らし
の老人のお宅を訪問、血圧測定・健康相談をする

41医療班 訪問医療 医師の有資格者（内科、外科、整形外科、歯科）

51輸送班 車で送る会 老人が朝病院などに行く時に車で送るホヲンティア

6 I物資班 福祉会 毎月第③木曜日に一人暮らし老人、 80才以上2人
暮らし老人に給食宅配サービスのボランティア

7 I消火班 ｜温泉の会
｜偶数月第1日曜日に体の不自由なお年寄りのいる
お宅に温泉宅配サービスを実施

・『自主防災台帳』の作成

防災まちづくり活動を進める上で、地域にどの程度災害時要援護者が居るかを杷

握することは大変に重要であり、行政からの要請を受けて、自主防災台帳の作成を

f子った。結果的に、地域内に様々な人材が居ることがわかり 、緊急時に救護、 医療

など、専門的な技能を必要とする活動の担い手が見えた。 毎年自主防災台帳の記入

票を配 り、記入、提出してもらい、台帳のメンテナンスを行っている。

・班毎に防災まちづくり活動を任せ、訓練に主体的に参加できる環境づ〈り

見学者的な態度を廃して、 参加型訓練とするために、班別防災会を作り 班毎

に独立した訓練を行う方向で活動を行い、 それまで参加者が8百人規模であっ

たものを 1,200人規模まで増やすことができた。各班内では自主防災会での役

割 （救出、 救護な ど） を担 うメンバーが相互に協力して防災訓練を実施してい

る。班別訓練は、距離的に身近な場所で訓練が行われるため近隣住民の出席率

が上昇し、 マンションのような非定住型の若年住民の多い場所でも、近く の駐

車場で訓練を実施し、 多人数の参加者を得た。

・災害時要撮謹者の救出、避難計画の作成

防災台帳作成の結果、災害時要援護者が把握されたことから、向こ う三軒両

隣の助けあいを行う 、住民のリス ト化を行うとともに、隣組でどう助け合うか

を相談する ことを行っている。

・地域安全の会（白書団）の結成

災害時における初期火災の発見、連絡、消火、または盗難防止など、住民の力で

行うため 「大岩2丁目地域安全の会」を結成し、①地震対策のグ子ループ、②防犯対

策のグループ、③防火対策のグループに分かれて、活動を実施している。

・向こう三軒両隣救護活動の展開

災害時要援護者の方々を近隣で見守り、援助するため、災害時要援護者の避難 ・

救出について、 各隣組で相談し、計画している。
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・防災訓練参加を促すため、参加して棄しくなるような工夫

防災訓練の参加者を飽きさせない、参加して楽しくなる工夫として、救助犬協会

から救助犬を呼んだり 、県警のレスキュー隊を呼び、バイクが障害物を越えてジャ

ンプする実演を行うなどを行っている。

・多様な防災施設の整備、防災グッズ等の借書

町内に 130本の消火器、 2台可搬ポンプ（1台は所有、 1台は貸借）、災害用

の井戸が3箇所、一般家庭の災害用井戸は 22箇所ある。避難所生活での要介

護者のプライパシ一保護のため、ダンボールの間仕切り装置を 20組分購入、

また、町内の住民全員に炊き出しが可能なよう炊き出し用の釜を確保すると左

もに、非常時の食糧供出について町内の米屋・スーパーと協定を結んでいる。

図 消火器等の配置

今後の防 ｜・班（百世帯規劃単位での防策訓練により近障同士の防災活動ノウハウが定着

災まちづ ｜ 百世帯規模の班レベルまで防災訓練の規模を小さくして、各班独自の防災訓練を

くり に 向 ｜行う ことで各班の創意工夫が自由に行われ、地区レベルで防災まちづくり活動の担

けて い、手が育っており 、防災を担う人づくりに成功している。

・平常時のボランティア活動と防災活動の連場化

大工等、建築関係の技能を持つ住民が、高齢者住宅の一部補修を行う、医者など

の参加する医療班が町内在住の高齢者の健康診断を行う、というように、平常時の

ボランティア活動と防災活動を連携化させることで、自主防災会への参加者が、町

内住民の20%近く にまで達する、町内ぐるみの防災活動となっている。

・町会と自主防災組織の連携と役割分担

大岩2丁目自主防災会の場合、自治会の予算枠として、防災活動の予算枠が確保

されており 、その中から温泉宅配サービスの活動費や、炊き出し用の材料費などが

手当てされている。

継続的に防災まちづくり活動を行うためには、一定の活動費用を確保できるため

の仕組みが不可欠であり、その工夫は評価される。
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(4）聞査事例4:NPO法人ながおか生活情報交流ねっと

活動地区 新潟県長岡市を中心に、その周辺市町村 （長岡 ・市内各地域 ・中之島 ・与板 ・

三島・越路・山古志・栃尾・見附・小千谷・南蒲原郡・三島郡 ・刈羽郡 ・北魚沼

郡など）を対象に、地域の様々な人材をネッ トワークし、交流を支援する組織と

して活動している。

活動の経緯 ｜ 地域のさまざまな人たちのパワーを結集し、地域情報の流通を促進し、地域住

民の交流連携を推進することにより、地域の IT化支援及び地域の活性化を図

り、情報化時代に対応した豊かな地域社会の実現を目指すため、長岡市及び周辺

町村の 6市町村の住民、行政職員、住民活動団体など、さまざまな人 ・組織が連

運営体制

携し、 20 0 1 （平成13）年に組織が立ち上げられた。

現在は、 1. まちづくりの推進を図る、 2. 情報化社会の発展を図る、 3.

経済活動の活性化を図る、をテーマに活動を進めている。

・各種団体の IT化のザポート

ホームページ作成支援、イベント情報発信支援等を通じて、住民活動組織の IT

化による情報発信・情報交流等を支援0

・地域情報ページの運営

誰でも参加ページを地域ごとに配置、電子国土を使った地域地図の作成、 RSS

によるニュース収集 ・配信を通じて、地域聞の情報交流と地域活性化を推進。

・店舗・企業・農の IT等ザポート

企業等のホームページ等作成、セール ・イベント等の情報発信を通じて様々な

手段で消費者に情報を発信できるよう、 IT化を支援0

・えちごにすと・イベントの開催

えちごにすと登録（地域内に自分の専門で貢献したい人 ・グループのリスト作

成人ミニ交流ベントを開催を通じ、地域間交流イベン トを展開。

桑原真二氏を理事長として、会員は会社員、専業農家、学生、飲食店主、教員、

行政職員、主婦、プログラマー等の、様々な職業のメ ンバーで構成されている。

ML会員は 43名。今のところ専任はおらず仕事の傍ら活動をしている。

防災まちづ ｜ 新潟 ・福島豪雨災害や新潟県中越地震において、各種BLOG（「ウェブログ」

くりとの関 ｜を略した言葉で「Web上に残される記録」というような意味を持ちます）及び IT 

わり ｜システム構築を行うことによって、復旧・復興に大きな力を発揮した。また、実

話を基に絵本の作成なども行っている。

・災害救急対応での各種目 LO G及び ITシステム構築

新潟・福島豪雨災害では、当初は行政との連携が十分ではなかったものの、

見切り発車的に、被災情報を集約化する BLOGを立ち上げ、これをボランティ

アセンターBLOG立ち上げに繋がるなど、大きな成果を上げた。

新潟県中越地震の際も、 山古志村にメ ンバーが居たため、災害発生後三日

目には、山古志緊急BLOGを立ち上げ、災害状況の共有化を図った。

・復興支援絵本『山古志村のマリと三匹の子犬』の出版

山古志村の村民から犬のマリのエピソー ドを聞いた桑原氏（ながおか生活情報
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交流ねっと理事長）が絵本化を構想、「NPO法人ながおか生活情報交流ねっとJの

MLのなかでこの話が話題になる中で、協力する出版社を募り、地元で製版、印刷

を行い、本書の売上金の一部は中越地震復興に使われている。また、 2月26日に

は、山古志村や臨時村役場がある長岡市の子どもたちに計千冊が寄贈された。現

在も、「まちかど情報員」から引き取られた子犬を巡る交流がアップされ、地域

の交流の輪が広がっている。

1Ln~i志村のマリと
二：似の－f犬

母
・防災情穂ボランティアの宵成｛計画中｝

新潟県中越地震において各種 BLOGが立ち上がったが入力できる人が隈られて

いて各ボランティアセンターでも困っていた。また、災害時において最も大事な

のは災害のあった地域からの情報であるが、その伝達方法が確立されていない。

携帯電話、携帯 IT、パソコン、紙伝達等があるが、その辺の使い方情報の流れと

BLOGへの携帯・パソコンからの書き込まれた応S注）情報を防災課等にいかに集

めるかなどについて、地元の長岡大学の協賛を得て「情報ボランティア教室Jを

開催する予定である。なお、紙情報伝達についても、越路町のやりかたが効果を

発揮したので町内会ベースで電力無しにできる仕組みの構築を検討している。

注） RSS(Rich Site SWDJDary）・情報集約を効率化するための記事情報の規格7オ『外

・臥06~ナーパーを導入し防策情報システムの構叢を緯肘

BLOGサーバーを導入して無償てザ各地域（情報ボランティア付）に提供し、普段

は地域情報を流すBLOGに活用、一方、災害・防犯情報等は各BLOGに先ほどの用

法収集の流れとは別に防災課・警察署等から受信して表示できるシステムを構築

する予定である。地域と行政問双方向のRSS情報交換を実現させ、情報交換をNPO

が管理することで情報の信頼性を高められると考えられる。全国でも受信できる

ので、このシステムの効果に様々な広がりが期待できる。

今後の防災 II・平時、地域聞の受濯を支えていたネットワークが被箆時には支撞の基盤に

まちづくり｜ 災害が発生する前に形作られていた地域のネットワークが、ITという技術を活

に向けて 用することで被災時には復旧・復興の基盤となった。 BLOGで発信していたメンバ

ーとのコミュニケーションの輸の中で、これまでであれば、埋もれていた挿話が、

発掘され、絵本づくりを通じて復興に向けてのきっかけづくりにもなった。地域

情報を流す BLOGが、非常時の防災情報システムに移行する仕組みまで想定し、

その人材育成や、新たな情報システム構築に取り組む『ながおか生活情報交流ね

っと』の活動は、災害に備えた ITシステムのあり方に示唆を与えている。
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(5）飼査事例5:N防法人江東区の水辺に親しも会

活動地区 東京都江東区の水辺から、全国、世界の水辺のまちづくりを視野に入れて、水

辺から防災、景観などを考えるまちづくりの交流・研究活動を行っている。

経緯 ｜ 河川があり、水辺に接している地域の住民の方々に対して、今以上に水辺を身

近に感じる機会を提供し、地域がさらに豊かで楽しいものとなるよう、河川や水

辺に関するまちづくり、環境、景観、交流の活動を行っている。活動は主に江東

区民の意識啓発を目的としている。

2000 （平成12）年9月、旧東京商船大学で開催した『水彩フェスティパル』を

きっかけに、活動が拡がり、東京海洋大学と協力し、河川や水辺の視察見学会、

勉強会を実縮している。

・勉強会、見学会の実施

各地の河川の状況を水害などの防災の観点や、景観形成の観点から勉強会する

会議や見学会（宮村河川塾）を実施。

・交続イベントの実施

商店街振興組合や観光協会、東京海洋大学などと協力して、区民や関係者の方

に水辺からまちづくりを考え、地域の活性化に活かすための機会として「お江戸

深川さくらまつりJ、「水彩フェスティパノレj などの交流イベントを実施。

•fiJ<辺を活かしたまちづ〈りJ の援護活動

平成 16年度の都市再生モテソレ調査の一環で『江東区の水辺と緑を活かしたま

ちづくり考える懇談会』を実施、具体的な防災にも資するまちづくりとして、水

辺を活かしたまちづくり（塩浜地区）の企画・提案活動を実縮。

活動酬 I 2002 （平成凶 年附法人化。須永倣子氏を代表として、江東区在住の

住民を中心に活動、会員67名。

防災まち II・会盟都市再生モデル観査の実施

づくりと｜ 平成 15年度の都市再生モデル調査『防災対策を考慮した水と緑の才、ットワー

の関わり ｜ク再生事業検討業務』の中で『江東区の水辺と緑を活かしたまちづくり考える懇

談会』、災害に関する意識と水と緑の手I］用に関するアンケート調査を実臆すると

ともに、内部河川沿いの緑地・散策路の災害時活用に向けた実踏調査を実臆した。

対話形式で行われたアンケート

調査の様子（平成16年10月）

・a浜地区における水辺を湧かしたまもづ〈りの鍾家

江東区の要請を受けて、水路に固まれた塩浜地区において、陸と水辺の接

点でどのような防災まちづくりを進めるべきかの検討・提案活動を実施して

いる。林立するマンションの景観の規制方策や、防災拠点となっている公園

等への川側からのアクセスの確保方策などの検討も行っている。
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園非常時の情報担供方策の検討

ベイネットワーク（江東側、江東ケーブルテレビ）と協力し、非常時の区

民への災害情報提供の仕組みの検討を始める予定となっている。

・水辺倒から防災等を考える見学会の実艦

陸側から見ているだけでは、気がつくことない防災面、景観面でのまちづ

くりの視点を得ることを目的として、東京海洋大学の協力を得て水辺から江

東区の陸側を見る見学を実施している。

・懇償金の実範

松尾芭蕉史跡展望公園を水辺側

から眺めたところ

都市再生モデル調査後も『江東区の水辺と緑を活かしたまちづくり考える懇談

会』を継続、水上交通と陸上交通を活用した周遊ネットワーク構想などを提案、

検討している。

内容

第1回懇談 l
H16.2.10lr防災対策を考慮した水と緑のネットワーク再生事業jの紹介

第2回懇談 l
H16.3.10P11の利用を通じた住民と行政の連携

-3図懇談 l
.5.1sl江東区の水運の歴史から学ぶ

第4回懇談 l
H16.6.301江東区における地域防災計画と事業の紹介

,,.,,..5回懇談 l
｜全国各地の水辺を活かした取り組みの紹介

H16.10引
第6回懇談卜当懇談会を契機として実現するさくらまつりの紹介

H17.3.sl・深Jll地区における水よ交通と陸上交通を活用した周遊ネットワーク構想

今後の防｜・水辺倒からの観点の転換による新たな防策まちづくりの

災まちづ｜ 発災時陸上交通が遮断された場合、水路・河川を活用した水上交通を確保する

くりに向｜ことが可能であれば、発災直後の緊急支援物資運搬に役立つ。このような観点か

けて ｜ら平常時には観光に緊急時には物資等の搬送に活用できる周遊ネットワークの

提案を行っている。このような発想は、水辺倒lからまちを学び、研究、交流する

活動から生まれている。防災まちづくりに水辺からの視点を持ち込んだ活動とし

て注目すべき取り組みである。
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資料3

防災フzアにおける 「全国防災まちづくりフォーラム（恒称}J

1 開催趣旨

近年、間λや地嘘m陪同体·~PO等の附j~まちづ〈りの情動が広がりを昆-ti てきてい

る9 その中にF1.防災を・目的2ごして的ま。たものでほない地域の活動か、何かわさつ

がドで~掠り関心を高めた伊I ~‘少なえな＼ ＇to －~町、 大i是温存から時同が縫っと肢i災意輸が
低下しがちとなリ、市民ω手ιよる肪ti(活動位継続面で苦労が幸い．．このよ主な状況を

固まえ、平成 16年 .10A ；~ r 民間と市姐の）Jを活かした防災力ID!ょに閉する専門開中

会jがとり主とめた基＊的得曾で｝言、防災まちづくりの勘定を支援するため、先行事例、

支出雄置等の情担割Lや地拡内・地；.p_聞の交流の笠按九：1!に取り組むことを改府に求め

ているa

これ，t受 1才て、内閣府でl:t、昭和町年以来凶年間開植してきた酌~／！！：.アに、主国

の防長まら’'1"'~－.に明わる推也者が長 ） ,i!を「全国防災まらづくり 7才ーラム｛恒称｝』

として君主り‘各地Iiiにおける防災草ちづくりの状況を報告しあい、知ii. ＇ジハりを~

L、同E告酌量しあう借金を駈けたいと有えているE これにより酷誕まちづくり 1・ 関

連したi色紙内此ひ：地出町の交誼を支麗し．防災まちづく町活動会話t主化させ、関保する

市民・団体にホ理的な活：)Jを聾ゥていただ〈ことをめざすものとする．

の防諜まちづ〈り シンポジウム （7ーマ賞）

I 往宅の耐震化

市民グループが日防音した安価な耐一康政住町民惜の成果を平寧市古1同助対象エ

怯として採用“~~た．静岡l市などでもfl. り細みが行われている．

2.開齢者帯、出害時要援a聖者F民？宮崎逝陸の政組み

内閣府で！定平成Hi年.;3J＇］』こw.害時盛謹t聖書！の理部主陸ガfドラインを指定し、

高齢者錦、~魯：E今寝按曜者グ官民官時珪Gの取組み－について、いくつかn地績の

事例を紹介しτいるa

②防挺まちづくザ間際電・の相互発車金・交流舎の襲、施

勤災まちづくりの晃密舎を行い、税目、：w災ポh タルナイトを通じて‘全国のま

ちづくり組踏に盛れた肪j足まちづくりへの取り組みkして紹介する．またフェイ

'A ，ト ·g ・ 7ぶイスの~慌の機会の場をE古典まちづくり関誌者へ提供する．
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2 防災フェアh仙台、目程‘会

日時・ ;p:侃 I7斗9月Z日、5日

会 場：アエル （AER 干9RO 仙台市青青区中央一T回汚醤 i号 AER5F

'FEL.022・121・HU FAX.022 12・1・lU6}
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記 判

平Ltlヤ年1司1B日

（拘吋｝情時周到民安全ff計也部

｛内e)1so-2sl 1 

〈代表〕 234-lll'l

仙台市震災対前市長会絡を発足

見誌の切迫怯が商tヮている宮概.. ~沖地盤iこ伺え．阻t京yこお｜サる跡挺刀を高めるため，・市民団体

や市内事撰者団悼の構成貝をメンパーとする「仙台市昆虫対策市民会眠jを尭足させることといた

しましたs

＝の金itの発足により．従業からの行政による防民対策に加え，地域の防民力l向上t::...tる霊提封

筒が占らに克寛甑化されるらのと考えています，

, l=1 的

提生の匂迫也が高まっτいる宮崎県枠組毘に偶＞＇.. ，地頃1.：おける地JU意見体制｛防民に聞ずる自

肋 ・共駒｝め充兜強也を困るとともに．仙台市の地直鈍害対質E市民及び事巣器等の意見吉反映さ

せる二とをE勧I：＇.睦置し止す．

Z 特徴

地煙防民にかかわる阿保樺閣の横断的な眠織として，公的概聞やライフライY関係位闘などで罰

法する指定の F仙台市防民会最jがあり去すが．金合ヲ楠慨による防災対慌である f公助Jの軍国が

主でれ

とれ巴~H..置提封筒1fi民会闘は．霊童保対関i：関して市民が主体的にかかわるニ 1とで.re駒JLA
助Jの問点から検討を行うのが特霞です．

S 構成

町内会．仙台前社会剖祉協鑓企仙台国工告甑萌，特定昨歯科法人みやぎ鈍密接揖ポラシテ－（ ., 

~ンターなどの毎日体から地麗いただいた方々．

4 Ml図会姐の開催

(1）目時：平成17~11 l ,q 2 6日｛水）1 3時so分～ lE崎30分

(2）埴所：世j台市盤断本芹舎2階席2岳民会室

(3）内容：・信事E統受付

・金＊~回金長量出
四勧告市の防民対穂町現拙鋭司R
．新褐県中館地盤の宣言·~状但

. ＇曹見空換
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仙台市震災対策市民会議委員名簿

平成， 7・吊1月現在

融林n，五＋膏

陸 4 扇風 ・役職名

しbiいち
ロー

設
一
智

S
一
二巳

苦

一

首

脳

福

一
一付加

げ
回
一
語
唱

L
島
一
志
閉

6 ＇警官み書室

タ一ン
－

骨
二
長

ア
一

番

ィ－

酔

テ
一
金

ン
一
協

人
予
一

覧

昨
ポ
一
訟

勘

蝿

一

睡

語

教

一

台

執
事
一
位

営

純

一

人

持

ぎ

一

怯

崎市
W
一

一間

仙台間て金値所組器部会問菅理露呈

)II甲学区5.11"町内~畏

慰問佳人仙台1t1身体障害宥福松也会肝鵬貝

本ノア町内自長

住金調祉法人仙台市辻会福祉協轟会常務朝..専務局長7 I 官~習l詳

8 l官官設 畏命ヶ丘一T目町内盛毘

社団法人仙台守年金融市副盟事長9 I主翠Jn’·~＼l 

lO I告官 さ官 l東北大半大学院踊持学高現科肱授

ll l 官狩 l若う~ 1社団法人仙台市老人クラブ埠抽胎畳

121 ~官主主主 ｜八木山小学校PTA鵠

l 5 I帯主幹 ｜仙古市婦人防火タヲプ事範囲齢長

14筆宙論官 1仙台問州開基
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U昔市農民対策市長会躍設捜要綱

｛平感 1e控 12月27日市長民組）

l挫慣の目的）

第 1粂 藷生の切迫性が高まってL、る'P'.の守控県沖地震に備え．地域l二おける地震防民体

の克寅強化を母る左とちに仙台市町地震災害対貨に市民及び事業者等の意見を度快さ

せるため，仙台市震鈍対健市民会融 i以下 I市民会撞j というJ 企眠障γる．

(m• fi' Jl) 
第 lid最甫民会議iζ付擁する事羽l止訟のとおりとする．

( 1) 地議におt!'る塩轟Eち鈍体府1の克翼強化に閉する事項

(2) 仙怠市の地震災害財貨推進麓慣｜ご勺いての検証＆vt韓首民闘する事

(3) 仙台市在市民及び事業者特との情報の共有に明する事項

(1) 制3号に掲げ奇もののほか，瞳軍政省貯聞に閉する事項

｛越槽｝

第3条 市民会曲は，霊員 1.R人以内をもって組織し．措I！密 11ζ掲げる団体等が指毘する

宅・の内から市量副委嘱するp

2 要員め母搬は2'11とする．ただし，補欠め笹民の年期は．前包者の購伍期間とする，

a 番貝棺，再任されることがで事lる．

（会長通E畑1会長）
露 4条 市民会曜に会長及び語I）金貝一人を質審，垂民の止理1：.主マて定める．

2 全長位市民会簡を代遅L，盆務を能指ずる．

3 II盆！長は，金量を補色し，合是に事誌があるとき又は会長出企けたと きはその棺曹を

代行する．

｛岳瞳j

第 5·~長 会~陪．市島金舗の金畠世相集 t... モの禍畏となる．

~ 会長1丸必曹があるとgrbるときは. 1lr民主量的金揺に酪係者の出席を＊め，そり

見を馳＜ :: ~usで舎弘

｛師会｝

鮪6森 市民金融は．モの定めるところにより．相会合置〈こιができる．

2 前舎に属すべき番員は，会長tit指名ず弘

5 



3 郁会！と師会.Jl-を置~.制昏にj属する番目の互iff•.:.,I；ゥで窟，；； .~. 

4 制会長は．舵舎を抗措し．師会の金融の経過及'ff.拍県を市民合調に報告レな』7hぽな

らな~ . 

8 都会長！こ語教があると ~~Iま院会長が欠けたときは， a舎に民す~積良のうちから同

会憂があらからめ指名する宥tr. モの耳皆、精を代行する，

6 lt'r~需の焼志位，部舎に植用寸’る．この揖脅において， f~~是J . r:あるD同「l担金-6:Jと，

f市長会蝿Jとあるのは 1師会Jと臨み怯え毛も釘とする．

｛際結｝

第 7~長市員会踊のf竺容は， 消~用前提密生昨t市民安全仰において匙宅する．

（繍刷〉

第BA この賓摘に窟め?I，もののほか．市島会暗り理高1こ悶レ必要な事項iま，会長が，JJ民

会閣にmって定める．

附 則

この星紅は．事蹴17年 l.P.17日から諸行ずる．

~Iまf 1 ｛車 s~担保｝

緯晴間停~

宮措県神地質対質研究協預金

2. 市内自室請負組組

s 市内！＇J主防此組Ill

4 仙台市連合町内会長金

6 杜同世人仙台市老人クヲプ通合会

e 仙吉崎JY"fA協借金

7 社会福祉法人仙古市主主金調祉協量会

ー一同 財団油入札古市身体障曹宥榔祉協会

9 仙台商工会嘩所

.10 社団桂λ仙台青年金融i斉

u 社団佳人仙台楓股費量蝿会

u 特定非営制法人みやぎ災事故撞ボランチィアセシター

1S 曲台市情脇田 ． 

14 仙台前T時人防火クヲプ迫持協融会
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【ポイント】

1 .災害時の事業継続の取組みとは

企業は、災害や事故で被害を受けても、取引先等の利害関係者から、重要業務が中断し

ないこと、中断しでも可能な限り短い期間で再開すること が望まれている。また、事業継

続は企業自らにとっても、重要業務中断に伴う顧客の他社への流出、マーケット、ンェアの

低下、企業評価の低下などから企業を守る経営レベルの戦略的課題と位置づけられる。

この事業継続を追求する計画を「事業継続計画」（BCP : Business Continuity Plan) 

と呼び、内容としては、パックアップのシステムやオフィ スの確保、即応した要員の確保、

迅速な安否確認などが典型である。それらは、事業内容や企業規模に応じた取組みでよく、

多額の出費を伴わずとも一定の対応は可能なことから、すべての企業に相応した取組みが

望まれている。

性問
司~
環

、、・4ι.... 
？ヨ・・・・・・・・・・E』』,,....-V可司、

妻B

100% 

霊状の予翠重侶血纏

目標 許容限界

ーーー一郎P実践畿の僅但盛鰻

事業継続計画（ BCP）の概念

②許容される期
間内に爆業度を
復旧させる

復但

結局軸

この事業継続の取組みは欧米が先行していると いえる。その内容は、従来のわが国企業

の一般的な防災対策とかなりの部分で重なるものの、中心的な発想やアプローチが異なる

と見た方がよいと思われる部分もある。 したがって、この分野で既に先進的な企業は別と

して、まず一度、自社の防災の取組みが事業継続の考え方に合致するか慎重に見直すこと

を推奨する。
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2. 事業継続の取組みの特徴

企業が必要な検討を行って事業継続計画を策定し、訓練し、計画の見直しを行っていく

という事業継続の取組みは、従来の防災対策と異なる以下の特徴をもっている。

(1）事業に著しいダメージを与えかねない重大被害を想定して計画を作成する。

(2）災害後に活用できる資源に制限があると認識し、継続すべき重要業務を絞り込む。

(3）各重要業務の担当ごとに、どのような被害が生じるとその重要業務の継続が危うくな

るかを抽出して検討を進める。結果としてあらゆる災害が想定される。

(4）重要業務の継続に不可欠で、再調達や復旧に時間や手聞がかかり、復旧の制約となり

かねない重要な要素（ボトノレネック）を洗い出し、重点的に対処する。

(5）重要業務の復旧目標時間を設定し、その達成に向け知恵、を結集し事前準備をする。

(6）緊急時の経営や意思決定、管理などのマネジメント手法の1つに位置づけられ、指揮

命令系統の維持、情報の発信・共有、災害時の経営判断の重要性など、危機管理や緊

急時対応の要素を含んでいる。

3. 本ガイドラインの特徴

(1）自然災害を熟知する 日本企業は、 事業継続計画を作っても実際の被害は様々で想定ど

おりの被害にならず無駄と感じやすいのではないかとの認識に立ち、計画策定の意義

を説明し、着手方法を提案している。具体的には、はじめに想定する災害と して重大

な災害リスクで海外からも懸念の強い「地震」を推奨し、その後、段階的に想定する

災害の種類を増やしていく現実的なアブ。ローチを例示している。

(2）多大な投資やコストを不可欠とする立場をとらず、できることから具体的な検討を進

めてみること、既存の資源を活かすこと、知恵を出しあうことを推奨している。

(3）サプライチェーンに組み込まれた中堅中小企業が事業継続の取組みを求められてい

る状況も踏まえ、当面、（欧米における）事業継続のすべての要素に適合することを

求めず、できる部分からの取組みを推奨している。一方、今後予想される国際規格化

の動きも見据え、本ガイドラインへの対応とは別に国際的な対応が求められるといっ

た二重投資の要因にならないよう 、対策の方向が合致するよう工夫している。

(4）企業にとっても事業継続が最優先ではなく、生命の安全確保、二次災害の防止などと

並行して取り組むべきことを明確にし、従来の災害対策どの整合性を確保している。

(5）広域な自然災害に多く直面してきた日本企業は、地域との協調、地域貢献、共助・相

互扶助などを防災対策に含めてきたが、その特徴を要素に取り入れている。また、こ

れらを含めることをむしろ国際的にも発信すべきとの立場に立っている。

(6）はじめから完壁を求めるのではなく、継続的改善を行うことを推奨している。また、

既存のマネジメントシステムが導入されている場合は、そのシステムと整合性のある

活動をするよう推奨している。
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I 序

1. 1 事業継続の必要性とポイント

1. 1. 1 災害時の事業継続に努力する必要性

災害の多いわが国では、政府はもちろん、企業、市民が協力して災害に強い国を作ることが

求められている。特に、経済の国際化が進み企業活動の停止が世界的に影響を及ぼしかねない

状況下では、企業部門も、災害時にも事業が継続でき、かっ、重要業務の操業レベノレを早急に

災害前に近づけられるよう、事前の備えを行うことの重要性が一層高まっている。また、地域

に目を移せば、被災地の雇用やサプライチェーンを確保するうえでも「災害に強い企業」が望

まれている。

一方、近年、企業が計画的・組織的に災害への備えを行っていることが、取引先の企業や市

場から高く評価されてきていることも重視すべきである。中でも、欧米企業も重視している事

業継続の取組みを企業が推進することが、企業価値を高める観点から有効である との認識が拡

がってきている。

1. 1. 2 事業継続の考え方のポイン卜1

日本企業の自然災害への備えは世界の中でも全般的に進んでいる。しかし、その自信を持っ

てしでも、欧米で発展してきた「原因となる災害・リスクの種類を問わず事業継続を重視し備

える」という考え方は学ぶべきであろう。

自然災害が多いわが国では、企業が防災に取り組む場合、災害想定をまず行って、その災害

を前提に対策を講じている企業が多いと恩われる。また、自然災害の経験から、被災後の具体

の対応は、実際の被害を把握した後に判断するしかないとの考え方が強いと思われる。しかし、

このことが、事業継続の考え方のポイントである 「災害の種類にかかわらず事前の備えをもっ

と進められること」の認識不足を招いていなかったか、省みる必要がある。

日本企業でも、各重要業務の担当部署において仮に地震を想定して事業継続の対策を具体的

に考えてみると、他の自然的 ・人為的災害の場合における事業継続の対策と共通する部分が多

いことに気づくはずである。そこに至れば、相対的にリスクに占める自然災害のウエイトが低

い外国の企業が、この「共通する部分が多い」ことを活かし、原因となる災害等の種類を問わ

ずに事業継続計画をつくってきた意義は、日本企業にも理解できるはずである。

l 本ガイドライ ンでは、BC (Business Continuity）を 「事業継続」 と表記 し、 従来の本専門調査会での「業

務継続」から変更した。変更理由は、 わが国で、最近出された諾文書の表記に合わせること、および 「事業」は

複数の「業務」から構成されると して説明するのが分かりやすいと判断したことがあげられる。
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1. 1. 3 広域的自然災害へ備えるべきわが国の事業継続計画の特徴

上述のように、事業継続計画は、どのようなリスクが現実化 しやすいかを明らかにしてから

スター卜するのではなく、どのようなリスク2が現実化したと しても重要業務を継続していく、

という目的意識をもって策定されるものである。

しかし、わが国では諸外国に比べて地震や風水害が多く、かっ、これらは広域的な被害をも

たらすため、わが国企業の災害対応では、地元地域や他企業と協調した取組みが必要になる可

能性が高いことが特徴となろう。企業の地域貢献への期待も高く、また、過去の災害時には商

品の供給などにおける同業者との連携も行われてきた。そこで、わが国企業の具体的な事業継

続計画の内容としては、諸外国企業よりも以上のよ うな点が積極的に盛り込まれる可能性が高

いと考えられる。

本ガイドライ ンは、事業継続についての国際規格化の動きを視野に入れながら策定している

が、このような地域との協調を事業継続計画に任意項目として盛り込んでも国際規格合致の上

で問題にならないはずであるし、むしろ、自然災害が多い地域はわが国以外にも世界中で広く

存在することから、この特徴を海外に向けて発信し、その重要性を主張していくことが日本に

求められていると考えられる。

1. 2 基本的考え方

1. 2. 1 想定する災害リスク

企業が防災対策の計画を立てよ うとする場合、まずリスク として何を想定しょうかと考えは

じめると、それ自体が大きな問いになる。

上述のように、事業継続計画は、事業の中断の原因となるリスクを問わず重要業務を継続し

ていく、という 目的意識をもって策定される。しかし、この 「事業の中断の原因となるリスク

の種類を問わずJを 「いかなるリスクをも検討すべき」と最初から捉えてしまうと、多くの災

害リスクを思い浮かべる 日本企業は鴎陪しそうである。したがって、これから取り組もう とす

る企業には、もう少し分かりやすい入り方が提案されるべきであろう。

一方、事業継続の国際規格化が進むとしても（これまでの国際規格の例から想像されるとこ

ろでは）、 「各企業がどのような想定リ スクを選ぶか」は、規格に合致するか否かの判定要素に

含まれず、企業自らの判断に委ねられることになるとみられる。

そこで、幅広い企業に基本的取組みを促すことを 目的とする本ガイドラインでは、 日本企業

にとって想像がつきやすく、対峠すべき最も大きな自然災害リスクである （と諸外国からもそ

う思われている） 地震を想定リスクとして、 社内の取組みをスタート させることを推奨する。

もちろん、懸念が大きい他のリスクを一つ （又は少数）選んでスター トしでもよい。3

2 自らの事業において何ら手の打ちょうのない極端に大きな災害は除外して考えてもよい。

3 台風や集中豪雨など他の自然災害リスクでも、疾病による事業所の閉鎖、テロ、火災、暴動、広域停電な

どの人為的なリスクでもよい。
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要は、各重要業務の現場に対して取り組みやすい作業目標を示し、事業継続に必要な具体策

の検討をとにかくまず始めることであり、そのためにまず地震（又は他の リスク） を例示する。

そして、具体策が浮かんできた段階で、地震以外の懸念される リスクにもその対策が有効かど

うかを考えさせるか、あるいは定期的な計画の見直しの際に検証すれば、十分な事業継続計画

に着実に近づいていくこととなる40

1. 2. 2 事業継続と共に求められるもの

これまで、事業継続の意義や重要性について述べてきたが、災害時に企業が考慮すべき重要事

項としては、事業継続の他に、少なくとも以下の 3点がある。これらは、従来わが国において

行われてきた災害対応の基本的要求事項といえる。これらは重な り合 う部分も大きいのも事実

であり、一方、事業継続のみを極端に優先する考えは理解を得られない可能性が高い。 実際に

どれをどの程度優先させるかは個々の企業の判断に委ねられ、その責任を自ら負 うことになる。

。生命の安全確保

顧客が来店したり、施設内に留まったりすることが想定されている業種においては、まず顧

客の生命の安全確保が求められる。

企業の役員、従業員、関連会社、派遣社員、協力会社など、業務に携わる人々の生命の安全

を確保することがその次に重要なのは言う までもない。5

。三次災害の防止

例えば製造業などにおいて、火災の防止、 建築物・構築物の周辺への倒壊阻止、 薬液の漏洩

防止など、周辺地域の安全確保の観点から二次災害防止のための取組みが必要である。 6

。地域貢献・地域との共生

災害が発生した際には、市民、行政、取引先企業などと連携し、 地域の一日 も早い復旧を目

指したい。地域貢献には、援助金、 敷地の提供、物資の提供などが一般的であるが、このほか

にも技術者の派遣、 ボランティア活動など企業の特色を活かしたサポートが望まれる。平常時

からこれら主体との連携を密に しておくこと も望まれる。 7

4 実際、欧米企業における事業継続計画においても、想定リスクは説明相手から疑問だと言われない限りそ

れでよく 、重要なのは、事業継続計画を有し、訓練し、見直すプロセスを持つことというのが一般的認識のよ

うである。

s 具体策と しては、避難誘導、安否確認、水、カンパン、 トイ レなどの備蓄、耐震補強、救助用資材の備蓄

および教育・訓練などがある。

6 例えば、危険物を保有する企業は、法令等に定められた取扱いを常時遵守することは当然であるが、災害

時に一層の重大性を持つことになるのは当然である。危険物の状況について、迅速な状況確認等はもちろんの

こと、周辺地域へコミュニケーショ ンを図るこ とも不可欠になろう。

T 地元地方公共団体の意向にもよるが、可能であれば、地域貢献に関する協定をあらかじめ締結することも

考えられる。
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事業継続と共に求められるもの

1. 2. 3 本ガイドラインにあげた各項目の位置づけ

本ガイドラインは、大企業、中堅 ・中小企業までを対象Bに、災害に係る事前対応と事業継

続の対策を進めるために必要な共通的かつ基本的な項目をあげることをめざしたものである。

しかし、強制的な規格として定める意図ではもちろんなく、各項目の実施は任意である。した

がって、各項目は、各企業の立地条件、社風、 体力などに合わせて取捨選択されてよい。

また、はじめに強調したいのは、本ガイドラインにより政府として望ましいと考えている対

策とは、多額の投資が不可欠なものを必須としているのではなく、むしろ、企業が自らの事業

を点検し、工夫し、計画を立て、資源を有効に活用するよ うな対策を中心に想定していること

である。したがって、なるべく 広い範囲の企業において、本ガイドラインに基づく対応が具体

的に考慮されることが望まれる。

なお、国内では、例えば、（財）金融情報システムセンター（FISC）発刊の 「金融機関等に

おけるコンティンジェンシープラン策定のための手引書」や、経済産業省の「事業継続計画策

定ガイドライン」（企業における情報セキュリティガパナンスのあ り方に関する研究会報告

書 ・参考資料）など、事業継続に関する手引き等が既に存在している。本ガイドラインは、す

べての企業に共通する基本的な部分を説明するものであり 、これらの既存の手引書等が対象と

する事業分野でそれらが尊重されるのが当然と考えており 、また、これらの手引書等がそれ以

外の事業分野でも参考になるものと考えている。

8 本ガイドラインは企業を対象に作成されているが、事業継続の考え方は政府・自治体をはじめすべての組織

体に有用なものである。
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1. 3 継続的改善

本ガイドラインは、はじめから完壁な事業継続計画の策定・実施を求めるものではない。ま

ず、それぞ、れの企業ができるところから着手し、継続的な取組みによって徐々に災害に強い体

制を築いていくことを期待している。

一般的に計画や対策を発展・定着させるためには、 継続的な取組みが有効である。その手法

のひとつにマネジメントシステムがあり、それは災害対策においても有用である。

マネジメントシステムは、すでに国内外で品質管理、環境マネジメント、情報セキュ リティ

などの分野に取り入れられている経営管理手法であり、①経営者が取り組む、②実施する内容

は企業自身で決定する、③継続的改善を行う、の 3つの特徴がある。

マネジメントシステムにおける継続的改善とは、下図に示すように、①経営者が方針を立て、

②計画を立案し、③日常業務として実施・運用し、④従業員の教育・訓練を行い、 ⑤結果を点

検・是正し、 ⑥経営層が見直すことを繰り返すものである。

マネジメントシステムのメリットは、本ガイドラインにもあるよう に経営者が関与すること、

企業が比較的苦手な自己評価や振返りのステップを定期的な活動に組み入れることで対策の

定着を図れること、教育・訓練9を重視した人づくりが可能となることなどが挙げられる。 10 11 

12 

方針

計 画

教育・訓練
実施及び運用

継続的改善

9 後述2.4教育 ・訓練の実施参照。
10 災害対策や事業継続の定着への取組み手法はマネジメン トシステム以外でも達成できるが、改善運動は日

本企業が比較的得意としている分野でありなじみやすいといえる。

ll マネジメ ントシステムには監査が必要で、あるが、本ガイドラインでは 「取組みが進んでいる企業において

は実施することが好ましし、」 と位置づける。

12 マネジメントシステムでは第三者認証制度が議論となりがちであるが、本ガイ ドラインでは認証制度を構

築することを意図 していない。
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II 事業継続計画の内容

事業継続の取組みの涜れ

2.6 経営層による見直し2.1 方針

定
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一
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検
一

画
一
＋
一

計
一
口
一

－

勺
λ

一

2

F｜
｜
」

ヲ＆ 2.5 点検および是正措置

2.2.2 影響度の評価

2.2.2.l 停止期間と対応力の見積もり

2.2.2.2 重要業務の決定

2.2.2.3 回標復旧時間の設定

2.4 教育訓練の実施

I 2.2.3 重要業務が受ける被害の想定

1 2.2.4 重要な要素の抽出

2.3 実施および運用

1 2.3.l 事業継続刊の対応の実施

2.3.2 文書の作成

2.3.2.l 計画書およびマエュアルの作成

2.3.2.2 チェックリス トの作成

2.2.5 事業継続計画の策定

2.2.5.l 指揮命令系統の明確化

2.2.5.2 本社等重要拠点の機能の確保

2.2.5.3 対外的な情報発信および情報共有

2.2.5.4 情報システムのパックアップ

2.2.5.5 製品 －サーピスの供給関係

2.2.6 事業継続とともに求められるもの

2.2.6.l 生命の安全確保と安否確認

2.2.6.2 事務所 ・事業所および設備の災害被害軽減

2.2.6.3 二次災害の防止

2.2.6.4 地域との協調・地域貢献

2.2.6.5 共助、相互扶勘

2.2.6.6 その他の考慮項目

r 2.3.3 財務手当て

I 2.3.4 刊が本当に機能するかの確認

1 2.3.5 災害時の経営判断の重要性

8 



2. 1 方針

経営者は、災害時の事業継続について計画づくりに取り組んでいくことを決定し、周知し、

その基本方針を策定する店、要がある。また、経営者は社内外の関係者に対して事業継続に関す

る活動について説明し、了解をとりつけることが必要である。 13この場合、経営ト ップ自らが

関与することが必要であり、そうでないと計画の実効性が問われ、事業継続への対応を当然と

考える内外の企業からの信頼は得られない。

なお、この方針は、取締役会または経営会議の決議を経るべきである。さらに、承認された

方針を公表することが望まれる。

また、経営者は、基本方針に沿った活動を行うために、必要な予算や要員などの経営資源を

確保する必要があり、自社の計画策定に際して、自ら参画するスケジュールを確保することも

必要である。

2.2 計画

企業の年次計画を立てるときに、併せて災害への事業継続についてどのように取り組んで、い

くかの年次計画を作成する必要がある。 14（この計画は定期的に見直す必要がある（2.6参照）。）

なお、この計画は、経営 トップが了承した企業全体の経営計画の中に含まれるべきものであ

る。 15

2. 2. 1 検討対象とする災害の特定

1. 2. 1でも述べたとおり 、本来、事業継続計画は、どのようなリスクが現実化しでも重要業

務を継続していく、という目的意識をもって策定されるものである。そして、各企業がどのよ

うなリスクを想定するかは、企業自らの判断に委ねられる。しかし、これから取り組もうとす

る企業には、分かりやすい入り方が提案されるべきであろう。

そこで、本ガイドラインでは、 地震を想定リスクとして特定し、社内の取組みをスタート さ

せることを推奨する。わが国では、どこでも地震の被害にあう 可能性があるといってよいこと

から、先ず自らの主要な施設、本社、主力工場などに影響を及ぼす可能性のある想定地震を一

つ選ぶなどの方法である。もちろん、余裕があれば複数の想定地震について検討してもよいし、

他のリスクを一つ（又は少数）選んでスター トしでもよい。もちろん考え得るすべてのリスク

を対象に検討を始めても構わないが、基本的なレベルとしては、「継続的改善」の中で、順次、

13 関係者への説明は、 5W （誰が ・何を ・いつ ・どこで ・なぜ）、2H （どうやって ・いくらかけて）に沿って行

うことが望ま しい。

比例えば、会社の主な経営サイクル（会計年度 ・決算期 ・営業報告 ・・・ ）に合わせて事業継続計画策定～

点検や見直しのサイクルを実施することが望ましい。

15 着実な取組みを企業全体に浸透させることが必要である。計画の位置づけが木明確で取組みがずるずると

遅れれば、前提条件が変わること等から、せっかく作った計画が陳腐化してしまう ことも懸念される。
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想定リスクを増やしていくことでよいであろう。

2. 2.2 影響度の評価

事業継続の考え方の特徴として、理由を問わず企業が事業を停止した場合に、その停止期間

がどの程度企業に影響を与えるのかを評価し、事業と していつまで耐えられるのかの目標復旧

時間を設定することがある。この影響度の評価の結果を踏まえて、継続が求められる重要業務

は何かを決定し、復旧の優先順位を設定する。また目標復旧時間を確保するために障害となる

重要な要素（ボトルネック）を抽出する。16

2. 2. 2. 1 停止期間と対応力の見積もり

まず、特定した災害による被害が発生したと想定し、何らかの製品やサービスの供給停止が

発生したと仮定する。そ して、その供給停止が企業経営に及ぼす影響を評価する。具体的には、

生産量の減少、利益損失、賠償責任金額、信用失墜（顧客離れ）、資金繰りの悪化などの面か

ら評価し、企業がどの程度までの停止期間に耐えられるかの判断を行う。

この影響度評価は、事業を継続するために優先的に継続が必要となる重要業務 （2.2. 2. 2) 

を見極めるために必要なものである。精轍な分析を期せば相当なコストと時聞がかかるが、そ

の評価の目的からして精微な分析が不可欠ではなく、例えば 1日あたりの売上げや事務処理量

を用いた簡易な定量的な評価であっても一定の目的は達せられる。さらに、賠償責任や信用失

墜など定量化が難しい場合は、経営に与える影響の大小などで評価しでもよい。

基本的な取組みにおいては、各部門のリ ーダーに対するアンケー トやヒアリング調査に経営

層の考えを加味するなどの方法により一通りの分析をし、適宜次のステップに進むことでもよ

い。その後の継続的な改善を加えれば、より精轍な計画となり得る。

なお、影響度評価に時間をかけすぎると、その聞に事業内容が変化してしまい、せっかくの

取組みが無意味になることも懸念されることに留意が必要である。

2. 2.2.2 重要業務の決定

通常、災害により何らかの被害が発生すれば、すべての業務を行うことは困難となるため、

重要な業務から優先順位をつけて継続するよう検討することが実践的である。そこで、特定し

た災害も念頭に置きつつ、企業として、優先的に継続を必要とする重要業務を慎重に選び、決

定する必要がある。この重要業務の選定に当たっては、人命にかかわる業務、利益の大きい業

務、生産量が多い業務、供給先に大きな影響を与える業務などから選定するのがまずは妥当な

ところである。

余裕があれば、停止期聞に伴う各業務の影響度の整理を実施する。整理するポイン トは、供

給できない商品名、供給量、売上減少額、利益減少額、供給先への影響、従業員への影響、社

会への影響、その他市民などへの影響などである。

16 欧米の規格に合致する事業継続計画の策定手JI買においては、この影響度の評価はビジネス ・インパク ト分

析（BusinessImpact Analysis）と呼ばれ、重要視されている。
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基本的な取組みにおいては、当初は代表的な業務を 1つ、又は少数選択し検討することでよ

い。ここでも継続的な改善で、順次、対象業務を増やすよう努めればよい。

2. 2.2.3 目標復旧時間の設定

上記の影響度評価の結果や、取引先や行政との関係、社会的使命等を踏まえ、企業にとって

その重要業務の停止が許されると考える目標時聞を設定する。これは、事業継続計画を策定し

ていくに当たっての前提を設定する作業である。

実際の災害では、被災地域の範囲やインフラの被害状況などから、 重要業務が実際に回復で

きる期間は相当変動する可能性があるのは当然である したがって、できるだけ妥当と思われ

る目標復旧時聞を設定するよう努めれば足りる。例えば、 3時間後、 3日後、 あるいは 10日

後などを設定する。

重要業務を目標復旧時間内に復旧させるためには、求められる様々な経営資源の調達・配備

もこの目標復旧時間内に完了させる必要がある。

なお、目標時間に関しては、①社会から早期の復旧期聞が求められているライフライン企業、

②金融システムの安定性確保の観点から復旧回復目標があらかじめ要請されている金融機関、

③サービスレベルアグリ ーメ ントに復旧予定時聞を契約者に約束している ITサーピス業な

ど、契約や特別な法律、条例等で定められている場合には、それらに準じた停止時間とする必

要がある。 17

この回復をめざす目標時聞を明確に定めることには、その 目標に到達するよう企業の担当者

が積極的に工夫して取り組むようになるため、防災対策が進展しやすいという効果がある。

2.2. 3 重要業務が受ける被害の想定

次のステップとして、決定した重要業務が特定した災害などのリ スクにさらされて受ける被

害の程度を想定する。 18 2. 2. 2の影響度の評価においては、理由を問わず事業が停止した場

合の影響度を想定したが、ここでは具体的な対策を立てるために被害想定を行う。被害想定を

行う際には、事務所・工場、機材、要員、原料、輸送、梱包、顧客など様々な対象に与える影

響を考慮する。19

なお、本ガイドラインでは2.2. 1で述べたように、地震を特定して社内の取組をスタート さ

せることを推奨してきたが、影響度の評価を検討するにあたり災害を特定せずに進めてきた場

合には、ここで被害想定の前提条件を設定する。地震、水害、火災、 SAR  S、テロなどの中

から発生の可能性や検討のしやすさなどを考慮して前提となる災害を決定する。継続的改善の

17 この目標を決定する際には、 後述する地域との協調も考慮する必要がある。

18 業務の中断を招くおそれのある特定の災害の発生の可能性や影響について検討することをリスク分析と呼

ぶ。具体的な進め方については、JISQ2001 （リスクマネジメン トシステム構築のための指針）等を参照。

19 テロ対策では、 主要な拠点 （工場、本社、 ITセンターなど）の大半が全損するとの想定にそれなりの妥

当性が感じられ、テロを含めて事業継続を検討する場合、その想定を前提に検討を進めることも多い。しかし、

すべての日本企業に、複数ある拠点の大半が全損することを前提に対策を検討するまでの必要はないであろう。
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立場から、はじめから可能性のあるすべての災害の被害想定を行うのではなく 、どれか一つを

選んで、想定を行ってみることを推奨する。

地震被害を想定する

日本において企業の事業継続を脅かす最大の脅威は地震である。想定される被害は、

震度等によって変化する。しかし、被害想定といっても、拠点を広域的に複数持つ企業が、

そのすべての拠点に震度7を想定することは現実的に必要性が高いとはいえない。また、

拠点が一つの企業においても、震度フに遭う可能性は震度5や6のそれより小さく、震度

が低ければ全損にならない可能性が高くなり、自力で対応できる事業継続の方法を検討す

る余地が大きくなる。

そこで、とりあえず、重要施設が震度6強の地震に見舞われることを想定するなどによ

り検討を始めることを推奨する。政府や自治体が発表した各種の地震被害想定を参考に、

本社、主力工場の想定震度を決定してもよい（なお、この点は水害についても同様である）。

また、事業に影響のあるライフラインの停止期間などの情報収集も欠かせない。もっと

も、ライフラインの停止なども考慮に入れると想定自体が容易ではないが、自社で妥当と

思われる前提を決めるとの理解でよい。20

なお、自然災害に慣れている日本企業は、地震をはじめ、個々の災害ごとに被害は大き

く変動するので、被害を仮定して対応計画を策定することに疑問を感じるかもしれない。

しかし、事業継続のための対策は、想定と相当遣う被害に対しても役に立つ部分がかなり

あること、さらに、計画を有し、訓練し、定期的に見直すことによって、社員や企業全体

の防災力が高まることも事実と考えられ、欧米で事業継続計画が重要視されていることも

理解できる。

お 地震などの広域災害の被害想定では、自社の施設は被害が無いものとして、停電や断水などライフライン

の停止期間の見積もりにのみ関心が向けられがちであるが、その前に自社の施設に被害が発生すること を認識

しなければならない。
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地震を想定した作業の進め方

地震を想定リスク（の重要な一つ）と考える場合、震度を決定した後は、それによる自

社の被害を想定する。詳細な被害想定ができない場合は、①耐震性のない社屋が全壊する

（立ち入れない）、②主力生産機器の故障により復旧に 1ヶ月かかるなど、最低ひとつは自

社の生産に影響が生じる被災要因を検討することを推奨する。21

被害想定シナリオにより、①どの社屋がどの程度破損するか、②どの設備イ十器備品が

どの程度損壊するか、③機器類の修復調整にどれくらいかかるか、④従業員はどの程度

出勤できるか、⑤在庫はどの程度無事か、⑥ライフラインの停止期間はいつまでかなどを

決定する。

シナリオの決定にあたっては、最初はあまり神経質になる必要はない。要は着手するこ

とが重要であり、被害想定の妥当性や精織さは継続的に改善することでよい。22

一般的に、リスクマネジメントや事業継続の検討にあたっては、最悪のシナリオを検討

することが主流となっている（従来は、発生確率と損害度合いを考慮して一番あり得るシ

ナリオを想定して検討すればよいとされていた）。しかし、ここでの基本的レベルの検討

としては、一番あり得るシナリオより一段階あるいはそれ以上悪いシナリオを検討するこ

とでよい

企業によっては、結果として想定したシナリオに対する対応策が取れないこともありう

るが、そこで思考を停止してしまうのではなく、その状態を認識した上でより被害の軽微

な対処可能なシナリオを準備し、対応を進めることが重要である。つまり、対応する地震

を震度6強ではなく震度6弱、震度5強など、自社が自力で対応できる少し小さめの地震

への対応を想定することも現実的といえる。少しでも多く の企業が地震対策に取り組むこ

とが、地域の地震防災力の向上につながる。

2. 2.4 重要な要素の抽出

重要業務が受ける被害の想定に基づき、そこが復旧しない限り生産の再開や業務復旧ができ

ない主要な生産設備や情報などの資源を、重要な要素（復旧時聞が一番長いクリテイカルパス、

Zl 継続的改善として被害想定を高度化する場合は、発生する曜日、時間帯の変更、被災場所の変更、想定地

震の変更、対象とする主力製品の変更、企業の置かれている立場や立脚基盤の変化、同業他社の被災状況の想

定などを行うことを推奨する。

zz リスクマネジメン 卜の標準手法では、リスクの洗い出し、 リスクの特定、リスク算定 （発生頻度の推定、

脆弱性の分析、損害程度や影響度の推定）、リスク評価（許容できるか否かの判定）、優先順位付けなどのステ
ップがあるが、 ここでは省略している。事業継続への対応に慣れてきたら、継続的改善の中でリスクマネジメ

ントの標準手法 (JISQ2001：リスクマネジメントシステム構築のための指針） を導入し、より合理的な対策を

導入することが望ま しい。
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あるいは生産量を限定させてしまうボトルネック23など）として杷握する。実際の復旧日数は

この重要な資源の回復日数に依存してしまうため、いかにこの回復を早く行うかについて対策

を検討する。

ここで留意が必要なのは、対策を実施することにより、重要な要素が他の資源に変化するこ

とである。このため対策をとるべき対象とする重要な要素は複数のものを想定しておき、継続

的改善の際にはその都度見直していくことが必要である。

なお、実務上、 2.2. 2の影響度の評価から重要な要素の抽出までのステップは、行きつ戻り

つして検討を繰り返すことが多い。

2. 2.5 事業継続計画の策定

経営者は、会社の事業を継続するために重要業務を目標復旧時間までに必ず回復させるよう

事業継続計画を策定する。その場合、企業のおかれた環境、規模や業種の特性を活かした様々

な対応が可能である。

具体的な対策の策定は、重要な要素をいかに防御するか、また重要な要素が万一被災した場

合にどのように対応をするかの二つの観点から実施することが必要である。

企業が災害時に実際に事業を継続していくためには、以下の項目 が特に重要である。

① 指揮命令系統の明確化

② 本社等重要拠点の機能の確保

③ 対外的な情報発信および情報共有

④ 情報システムのパックアップ

⑤ 製品 ・サービスの供給

なお、⑤の製品・サービスの供給が一時停止したとしても、上記①～④ができており 、かつ、

その停止時聞が製品・サーピスの供給についての許容時間内で、あればよい。

以下に、 上記①～⑤の事業継続の重要事項について説明する。

2. 2. 5. 1 指揮命令系統の明確化

事業継続の対策の推進や災害発生時の対応のために、事業継続の組織体制と役割および指揮

命令系統を明確にしておく必要がある。これらの組織体制には、経営層の中に 1名の対策責任

者を決める必要がある。また、対策は決して経営企画部門や総務部門といった一部の部門の対

策に限られるものではなく、非日常的な様々な業務が発生するため、全社の各部門に、災害対

策の横断組織を作ってもよい。また、非日常的な業務を実施するために店、要な経営資源が発生

するので、その資源の明確化と調達も必要である。なお、中小企業においては、経営者自らが

事業継続を率先して行うことが多くなると考えられる。 いずれにしろ責任の所在を明確にして

対策に取り組む必要がある。

おボトノレネックの例としては、事業を構成する業務・工程・部門、物流、 キーパーソン、デー夕、システム、
さらに製品製造に用いる機械、金型、工具、原料などがある。
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指揮命令系統の明確化に関し、事業継続計画を検討する際に十分に考慮、すべき点を例示する。

・災害時の組織体制について、災害対策本部長、事務局、各実施本部などを組織化

することが望ましい

・災害時には日常の業務と全く異なる業務が発生するため、部門を越えた動員体制を

構築しておくことが望ましい。 24

・災害対策本部長に連絡が付かなかった場合や不在の場合の権限委譲や代行順位も

あらかじめ決定しておく必要がある。

・各部門の本部長も権限委譲や代行順位を決定する必要がある。

2. 2.5.2 本社等重要拠点の機能の確保

災害時には、対策を検討・指揮するため、対策本部長及び幹部社員等が集合する場所が必要

であるが、本社、あるいは支店、支社などの重要な拠点が被災した場合に備え、あらかじめど

のような場合にはどこに集合し、どの業務を継続するかを決めておく。25

本社等の重要拠点の機能の確保に関し、事業継続計画を検討する際に十分に考慮すべき点を

例示する。

・被災地での業務の再開以外に、非被災地での業務の継続も検討。（例えば、被災地

以外の拠点や工場に指揮命令権を移すなど）

・遠隔地のデータ保存サービスの活用

・時差を考慮する。（日本が休日・夜間であっても海外は営業時間であることもある

ため海外への情報発信が必要）

・自治体等の各種制度や防災隣組の機能など、地域の資源を活用する。

・被災地以外に拠点を移すことの検討は必須ではないが、その検討をせずに利害関係

者の理解が得られるかを慎重に考慮する必要がある。

2. 2.5.3 対外的な情報発信および情報共有

災害発生後は、取引先、消費者、 従業員、株主、市民、自治体などと情報を共有すること26

が重要である。企業活動が関係者から見えなくなる、何をしているのか全然わからないといっ

た、いわゆるブラックアウ トを防ぐ必要がある。 27 そのためにも、関係者との事前の協議が

重要となる。

中堅中小企業でも取引先企業やサプライチェーンの発注者への情報提供が必要である。

国 組織は日常の組織をそのまま用いる方法と、情報収集、分析評価、後方支援、実施対応、情報発信などの

機能別に組織を考える方法がある。被害程度に応じて現地対策本部を構築したり 、お客様対応チーム、復旧チ

ーム、被災社員支援チームなど状況に応じて柔軟に組織を変更したりする臨機応変の対応が望まれる。

お 集合場所は、企業の営業所、 同業他社や取号｜完の事務所、商工会議所、社宅、寮などでもよい。

お 一般に、平時から関係者同士が情報を共有することを リスクコミュニケーションと呼ぶ。また、事後の情

報共有をクライシスコミュニケーションという場合もある。

Z7 特に、国際的に取引を行っている企業においては、 地震発生のニュースを機に取号l停止や契約の締結延期、

あるいは国際金融市場における為替や株価などの急激な変動などが起こる可能性があり 、適切に対応する必要

がある。
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対外的な情報発信及び情報共有に関し、事業継続計画を検討する際に十分に考慮、すべき点を

例示する。

・情報収集・伝達、広報体制の確立

・関係当局、周辺住民、サプライチェーン等の関係者との連絡体制の構築

・通信・情報手段の確保

2. 2.5.4 情報システムのバックアップ

情報システムは事業を支える重要なインフラとなっている。必要な情報のパックアップを取

得し、同時に被災しない場所に保存することはもとより、特に重要な業務を支える情報システ

ムについては、パックアップシステムの整備が必要となる。 28また、災害時の事業継続計画の

実践時においては、重要な業務のみを先行して実施するため、 災害対応が落ち着き、 いよいよ

全面復旧へ向け、代替設備・手段から平常運用へ切 り替える際に、通常業務に店、要なデータの

欠落や不整合による障害が発生するおそれがある。これらを防ぐための詳細な復帰計画をあら

かじめ策定しておく必要がある。 29

情報システムのパックアップに関し、事業継続計画を検討する際に十分に考慮すべき点を例

示する。

・守るべき業務と情報システムの関係の明確化

・パックアップ稼働・切り替え計画、復帰計画の策定

・自家発電装置、電源や回線など各種設備の三重化対策の実施

2. 2.5.5 製品・サービスの供給関係

現在は、 1つの製品を 1社のみ単独で〆製作するのはむしろまれである。したがって、原材料

の供給、部品の供給、輸送、生産、販売などに携わる複数の企業（サプライチェーン）の中の

どこかが被災すると、その製品は市場に提供されないことになる。このことは、事業継続計画

が自社だ、けで完結しなくなっていることを意味している。したがって、平時から自社に関連の

ある企業の事業継続に関する情報を集めると ともに、自社の事業継続計画の現状についてあら

かじめ取引先に理解を求めておくことも重要である。

製品 ・サービスの供給が行われている状態とは、製品についていえば、 工場の早期復旧、代

替生産の実施、OE Mその他の他社工場での生産など、何らかの形で生産が継続されればよく、

また、在庫を活用し製品を供給できればそれでもよい。工場が被災すると生産の再開には時聞

がかかるが、事業継続の手段が無いわけではない。

お パックアップシステムに関しては、（財）金融情報eシステムセンター（FISC）発刊の 「金融機関等におけ

るコンティンジヱンシープラン策定のための手配書」や、経済産業省の「事業継続計画策定ガイ ドライ ン」（企

業における情報セキュ リティガパナンスのあり方に関する研究会報告書 ・参考資料）などを参照。

Z9 例えば、①受発注システムのパックアップシステムを稼動させた場合に決算システムとの整合性をとる、

②手作業で事務処理を行った場合、情報システム復旧後もすぐにエン トリーは行わず、手作業部分の王しいエ

ン トリーの終了を確認するなどがある。
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製品・サービスの供給関係に関し、事業継続計画を検討する際に十分に考慮すべき点を例示

する。

・被災工場を早期復旧する以外に、被災地以外の工場・拠点で代替生産を実施するこ

とも検討する0

・部品や材料の供給元となる会社の被災状況予想の把握、それら会社の代替性の確保、

あるいはそれら会社と協力して事業継続計画を作成することなどが重要である。30

・サプライチェーン発注元・発注先の協力をあらかじめ得ておく。（特に、拠点が分

散していない場合）

・OEMの実施・同業他社との応援協定を利用する。（特に、拠点が分散していない

場合）

・適正在庫の考え方の見直し。（在庫保有量の拡大）

2.2. 6 事業継続とともに求められるもの

災害対応は、非常に多岐にわたる。 31そして、事業継続とともに、生命の安全確保、二次災

害の防止、地域貢献・地域との共生に、 あわせて対応することが必要である。

2. 2. 6. 1 生命の安全確保と安否確認

お客様および役員 ・従業員、協力会社、派遣会社社員の命を助けるために、救急救命ができ

る要員をできるだけ多く確保する必要がある。また、事務所・事業所の耐震化は、生命の安全

確保に大きく貢献する（2.2. 6. 2）。これらのことは、多くのお客様が来店される業種ではさら

に重要となる。 32 33 

さらに、災害発生直後は、役員および従業員の安否確認を速やかに行うことが必要である。

平時から安否確認の実施手順を定めて、定期的に訓練することが有事の際に役立つ。 34

2. 2. 6.2 事務所 事 業所および設備の災害被害軽減

重要業務の継続において代替場所の検討は重要であるが、可能ならば本社の事務所、工場等

の事業所および設備が被災しないことが望ましい。事務所・事業所や設備が被災を免れること

は、生命の安全を確保し、ひいては復旧速度を早めることにもつながる。

特に、わが国においては、建物の耐震化が極めて重要であり 、また、被災の可能性の高さの

ぬ リスクマネジメントでは、対策に、回避、低減、移転、保有の区分けがあるが、区分けに過度にこだわる

必要はないのでここでは省略する。

31 地震対策を例にとってみても、震動による被害を受けないための被害抑止策、被害が発生した際に火災や

薬液の漏洩などを防ぐ直接被害の軽減策、利益損失や損害賠償等の間接被害の軽減策などが考えられる。

認 被災後のメンタノレケアの必要性も考慮に入れることが望ましい。

ね 地震や火災に備えるほか、津波への考慮、も必要である。認ii練の必要性については教育 .~Jil練の項で説明す

る。

出 企業の安否確認の具体策の例としては、連絡網の作成、安否確認システムの導入、あらかじめ何回後どこ

に集まるかを指定しておく ラリーポイン ト制度などがある。
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面では風水害への備えも望まれる。35

耐震化等による災害への事前の備え

わが国においては、生命の安全を確保し、火災等の二次災害の発生を抑制し、事業の継

続や業務復旧を速やかに実施するためには、事務所・事業所に耐震性があることが基本的

な要求事項である。旧耐震基準の建物を使用している場合は、企業の体力に応じ、中期的

な計画に基づき、耐震診断、耐震補強を行うことを政府として強く推奨する。もちろん、

耐震化の優先順位は、本ガイドラインでも示した影響度評価やリスク評価などを踏まえ、

費用対効果を勘案して決定していくことでよい。

また、地震に際して建物は無事であっても、製造機器が被災したり、空調機などの付帯

設備が被災したりすると復旧に時間がかかる。機器の固定には万全を期し、ロッカーなど

の什器備品にも転倒防止策を施すことが重要である。36

一方、耐震補強や設備の耐震化には相当の投資が必要となるため早急な対応が困難でも、

それを理由に、各社が事業継続計画の策定を放棄したり、対応を遅らせたりすることは望

ましくない。事業継続計画の策定は、実際の投資とは切り離して実施が可能なものである。

わが国で想定される災害には、地震のほかに台風等の豪雨 （河川氾濫等）、高潮、 津波

災害なども考えられる。自治体から被害想定（ハザードマップ等）が発表されている場合

は、それらを参考に対策を講ずることを推奨する。これら災害の危険地域に施設がある場

合は、什器備品に水の害が及ばないように重要機器の設置場所を嵩上げする、あるいは2

階に移すなどの対策も選択服のひとつである。

2. 2. 6.3 二次災害の防止

地域社会に迷惑をかけないため、火災の防止、 延焼防止、 薬液などの噴出・漏洩防止などの

安全対策を実施する。災害発生後は、これらの問題が発生じていないか、建物や構築物が敷地

外に倒壊する危険がないかの確認を至急行う体制をとること、危険が周辺に及ぶ可能性のある

場合には周辺住民への危険周知や避難の要請、行政当局への連絡と連携した対応をとるこ とを、

計画の中に盛り込む。

また、安全対策を実施する要員をあらかじめ確保し、要員の召集訓練も実施する。

詩 情報社会において、 データや ITインフラの喪失は企業に大きな影響を及ぼしかねない。サーバー ・ディ

スクなど、重要装置の災害対策も重要である。

日 端末機の転倒防止策は盗難肪止対策もかねて行う ことを推奨する。
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2. 2. 6.4 地域との協調・地域貢献

災害の中には、自然災害をはじめとして、企業のみならず自治体や地域住民にも同時に襲い

かかるものが多い。したがって、災害後の企業の円滑な復旧のためには、地域住民や周辺自治

体との協調が不可欠である。

企業が事業継続を徹底して追求すると、復旧に必要な外部資源の確保などを至上命題とする

ような計画になってしまう可能性がある。しかし、各企業が自己の利益のみを優先させた行動

をとると、激しい交通渋滞の発生や物資の買占めなど地域の復旧を妨げることになりかねない。

したがって、そのような事態を避けるべきであろうし、本ガイドラインを作成する政府と して

も是非、そのような事態にならないよう、各企業に理解と協力を求めるものである。

また、企業の施設や設備に被害が発生した場合、復旧には資材や機械の撫入や工事の騒音・

振動など、周辺地域の理解を得なければ実施できない事柄も多く 、相互理解が必要である。

例えば、人の命が助かる可能性が高い災害直後の期間内（例えば、震災後3日間程度）は、

ライフライン企業などを除き、都市中心部にある企業が従業員に出勤を求めず自宅待機を要請

すれば、都市中心部の混雑要因を緩和できるほか、自宅周辺の人命救助、火災防止、弱者支援

など地域の安全確保に貢献する機会をつくることにもなる。 37

さらに、企業としても、災害が発生した際には、市民、行政、取引先企業などと連携し、地

域の一日も早い復旧を目指すことが望まれる。企業がその特色を活かして地元地域の早期復旧

や災害救援業務に貢献できる場合には、有事に備え、平時から地元地方公共団体と合意し、あ

らかじめ協定を結ぶことなどが社会的にも望まれている。38平常時からこれら主体との連携を

密にしておくこ とも望まれる。39

企業の地域貢献には、①義援金を提供する、②避難者へ自社の敷地や建物の一部を開放する、

③保有する水、食料その他の物資を提供するなどが一般的であるが、地元地域の災害救援業務

を支援するために④必要とされる技術者の派遣、⑤社員のボランティア活動への参加など、

様々な方法がある。 企業価値の向上とい う面でも可能な対応を行うことが望ましい。

また、社員個人の自主的なボランティア活動を促進させるうえで、企業におけるボランティア

休暇制度の普及が期待される。

2. 2. 6.5 共助、相互扶助

地域が広く被災した場合には、自助だけの復旧には限界がある。 したがって、有効な事業継

続の観点から、工業団地をはじめ企業の隣組での共助、サプライチェーン関係の企業では発注

37 特に大都市圏では、 ライフラインが復旧しない状況の中で多くの社員に無理な出社指示を出すと、水や食

料の不足や、トイレやゴミなどの対応の混乱を招くことが予想される。も し多くの社員に出社指示を出すので

あれば、当然企業自身でゴミやトイレ等の対応を行い、地域に迷惑をかけないことが望まれる。

由 実費を有料とする災害時協定を締結することもある。協定には水 ・食料の提供などのほか、道路啓聞や機

器の修理、物資の運送、通訳など様々な業務がある。

39 平時からNPOや地元自治会と連絡を取り合い、自治会や NPOの活動へ集会場所を提供したり、市民を対象

にセミナーを共催したりするなど日常活動の充実を図ることも望まれる。
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元などとの共助、同業他社との共助などの仕組みを作っておくことが望ま しい。 40

2. 2. 6. 6 その他の考慮項目

就業時間内に被災した場合には、従業員が自宅に戻るまでに必要な水・カンパン、トイレな

どの手当が望まれる。業務復旧に必要なコアメンバー用には、復旧期間中の業務・生活のため

の備蓄を確保すべきである。さらに、建物や設備の倒壊などにより閉じこめられた従業員を救

出するためのパーノレなどの機材も、必要に応じて備えておくことが望ましい。41

また、従業員の家庭における被害を軽減することは、そのこと自体が重要であるが、復旧に

必要なコアメンバーをはじめとする従業員が企業業務に携われる可能性を高める意味もある

ので、企業として取り組むことも考えられる。42

2.3 実施および運用

2. 3. 1 事業継続計画の対応の実施

事業継続計画を策定した後は、しかるべき予算を確保し、中長期計画も含めて年次計画の中

で事業継続計画の対応を実施する必要がある。事業継続計画の対応においては、2.2.4の「重

要な要素」の復旧計画の策定に特に注力することがポイントとなる。 43

計画は実践されなければ意味をもたない。日常の業務において、既存の計画をいかに当初の

目標どおり実施し、またいかに新たな計画を実行に移していく かが重要である。 44

胡 OEMでの製品供給や事務所の利用、復旧要員の派遣など対応は多々ある。

41 広域災害時には救急、消防、警察などの公的機関は駆けつけられないため仲間の救出は自助努力で実施せ

ざるを得ない場合があり 、必要な機材を備えておくことが望ましい。

42 住宅の耐震改修や家具の転倒防止、水、食料、トイレの備蓄、地震保険などの知識教育も重要である。ま

た、従業員の家族との安否確認の徹底には、災害時伝言ダイヤル 17 1の利用体験などが望ましい。

43 対応策の基本的事項を例示すると以下のとおり。・対応する組織とその役劃を明確にする0・事業継続手JI買を明確にする。・事業継続に必要な資源および調達先を明確にする。・事務所のパックアップ先を選定し、事務所のパックアップ先にマニュアル、パソコン、電話回線、

机、各種書類、事務機器などが確保できる段取りをつける。・情報システムのパックアップの手段を決め、パックアップするデータを決定し、パックアップシ

ステムや代替場所からの復帰する手順も考えておく。・設計図、見取り図、品質管理資料なと守各種資料のパックアップを行う 0・生産拠点の分散化を検討する。・在庫の増強や在庫保管場所の分散を検討する0・取引先を複数とすることを検討する。・開業他社とのOE M協定を検討する。・緊急時の連絡網を作成する。複数の連絡手段を確保しておく 0・7 ニュアノレは幹部の自宅にも配布する。・顧客、取号｜先、関連先、行政、新聞広告先などの連絡先一覧を作成する0・復旧業者との契約を行っておく。・手作業代替の場合の手順を作成する。
44 既にマネジメントシステムに慣れ親しんでいる企業では、本項で掲げた各項目に加えて、実施記録の取

得、 運用管理、文書管理などマネジメントシステムの標準的な項目を実施することでよい。
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2. 3.2 文書の作成45

2. 3. 2. 1 計画書およびマニュアルの作成

事業継続の対策の方針、被害の想定、事業継続計画、事前準備、災害時の業務、日常の組織

体制、非常時の組織体制と指揮命令系統、継続的改善要領などを含めたすべてについて、部門

別や役割別に、計画書およびそれを実現するための手順を記 したマニュアルを作成する。46

計画書には、重要業務を目標復旧時間内にどうやって実現するかという方法論が記載されて

いなければならない。

マニュアルは、対応方針や対応策の概要の社内での確認・周知と、人事異動の際のノウハウ

継承、さ らには日常の勉強用に用いるものである。

2.3.2. 2 チェックリストの作成

災害発生時には、 分厚いマニュアルをその場で紐解いている時聞がない。そこで、 指揮をと

る責任者は、 方針や方向性の確認、最低限の実施項目および進捗管理用に、また、 重要業務を

継続するための手順を定めたチェックリス トを準備 しておくこ とが望ましい。

2. 3.3 財務手当て

企業が被災した場合には、事務所・事業所の破損焼失などによる物的資産の損失および復旧

のための当座の資金が必要になる。財務手当てとしては、必要に応 じ保険や銀行の災害時融資

予約などを検討することも考えられる。また、災害発生後に自治体が提供する災害時ローンな

どについてあらかじめ適用可能かどうかを検討しておくことも有効である。

2.3. 4 計画が本当に機能するかの確認

重要業務が 目標復旧時間内に本当に復旧できるか実際に確認しておくことが必要である。例

えば、復旧に必要な資機材が定めた時間内に調達できるかどうかを確認した り、また、 システ

ム停止に備えて手作業で事務処理を行うなどと定めている場合は、その処理量が現実的である

かどうかを模擬（シミュレーション）も含めて確認しておく必要がある。

2.3. 5 災害時の経営判断の重要性

以上のように一定の被害を想定して対応策を検討し、備えおいても、災害はこれらの予測を

時 ここでいう文書とは、計画書、 マニュアル等のほか、 菓議書、議事録、宮ii練記録、災害対応記録など、

すべての文書を含む。

品通常、 マニュアルは、「方針」、「規程」、「基準」、「手順」等の階層構造をもって作られる。
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超えて発生する場合がある。47このような状況下では、策定していた計画に固執せず、 その計

画をたたき台に臨機応変に経営者（災害対策本部長）およびこれを支える事務局部門が判断し

ていくことが重要である。48

2. 4 教育司｜｜練の実施

事業継続を実践するためには、経営者をはじめとする全従業員が事業継続の重要性を共通の

認識として持つこと、つまり「文化」として定着していることが大切である。 こういった観点

からも平時からの教育・訓練が店、要である。49

災害時に実施すべき業務をすべて紙面に記載しただけで、すべての関係者がその業務を確実

に実践できると考えることは現実的ではない。そのため、日常の訓練が不可欠であり 、基礎知

識を与える教育のほか、幹部職員を対象とした机上訓練や意思決定訓練、実際に体を動かす避

難訓練、消防訓練、パックアップシステム稼動訓練、対策本部設営訓練など、様々な訓練が重

要である。

また、有事にはマニュアルを読んで理解するだけの時間的余裕が無いため、災害対応業務の

実施にはマニュアルの内容に熟知した要員をあらかじめ育成しておく店、要がある。

47 例えば、新潟県中越地震では想定外の強い連続した余震が発生した。

48 災害時の判断で考慮すべき点としては、時系列に沿って、以下の点を例示できる。・早期の被害状況の確認。・被害状況が入手できない場合は最悪を考える0・サプライチェーンの被災状況の把握。・事務局要員の早期動員と遊撃部隊の創設0・先遣隊の派遣。・業務の影響範囲の確認。・災害時対処の基本方針の決定0・対策の優先順位付け。・復旧目標の明示。・初期対応の指示および進捗管理。・各種組織または臨時チームの創設と責任者の任命0・代替免への移転可否の決定。・パックアップシステム稼動の可否0・復旧資材の確保。・再開した業務の状況把握。・追加として必要な資材の把握。・現状への復帰の判断。・再発防止策の検討。・臨時予算の確保。・関係者への説明0・総括および反省。
49 企業では人事異動が常であるほか、最近は企業分劃や合併などもが多いため、ノワハワの維持が重要であ

り、 そのためにも教育言I［練の継続が必要である。
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2. 5 点検および是正措置

企業として 1年間の業務を振り返る機会に併せて（あるいは年 1回以上定期的に）、事業継

続の対策の取組状況を評価する店、要がある。実施できているところとできていないところを杷

握し、日常業務の中で取り組めるところは都度改善しなければならない。また、評価結果や改

善内容は経営者に報告されなければならない。

2. 6 経営層による見直し

経営者は、定期的な点検結果を踏まえて改善点を洗い出し、事業継続の取組全体を見直し、

次年度以降の方向性を打ち出す店、要がある。その際に、正しい現状認識を持ち、事業活動の変

化を十分踏まえることも求められる。災害等のリ スクに強い企業となるためには、この見直し

を定期的に繰り返す必要がある。50

なお、業務が変化するスピードが速いため、経営者による定例の見直しのほかに、事業の大

幅な変更・再構築、事業拡大、新製品の導入、事業所の移転など重要業務に変更などが生じた

場合にもその都度見直す店、要がある。

日 2.5、2.6については、すでに品質マネジメントシステム1509000、環境マネジメントシステム15014001、

リスクマネジメン トシステム JISQ2001、情報セキュ リテイマネジメントシステム ISOl7799などを導入してい

る場合は、既存のマネジメン トシステムの活動（「監視」、 「評イ面」、 「是王 ・改善」、「監査」）に沿った進め方を

すればよい。
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m 経営者および経済社会への提言

本ガイドラインでは、企業が事業継続の対策を講じていく うえで必要なこと、望ま しいこと

等を、主に欧米で発展してきた事業継続の対策の枠組みも踏まえながら記述してきた。その中

でも、災害対応における経営者の的確な判断が各所に求められている。

そして、本ガイドラインの最後にあたり、政府・中央防災会議専門調査会と して、企業の経

営者の方々及び広く経済社会に対し、災害対策に取り組むうえで考慮していただきたいこ とを

提言する。

(1）株主、取引先、消費者、行政、従業員などから、災害時の事業継続の対策ができている企

業であると評価されることが取引の拡大や企業価値の向上につながる可能性があること

について、理解が拡がることが望まれる。また、今後、そのよ うな可能性を積極的に大き

くしていくことが望まれる。

(2）企業が災害で、被害を被った場合、企業は重要な業務を絞り込み、限られた要員を集中的に

投入することが、経営判断として必要である。そ して、この重要業務の絞込みは、災害後

の事業継続の対策期間内に限らず、その後の期間を見据えた中期的・長期的な観点におい

ても店、要となる可能性が高いことを認識することが望まれる。

(3）災害時の事業継続の対策を検討することで、企業にとって重要な業務、プロセス、資材等

の優先順位を杷握することができ、かつ、その重要度を踏まえ、 リスクに応じたメ リハリ

のある災害対策を行うことが可能とな り、対策の費用対効果、投資効果を高められるため

経営上も有益であることについて、理解が拡がることが望まれる。

(4）日本企業の地震リスクは、海外投資家の関心も高い。そこで、投資家の懸念を払拭するた

めにも、 地震リスクは、その対応策と ともに、何らかの方法で（有価証券報告書や営業報

告書、社会環境報告書その他）積極的に開示することが望まれる。また、このよ うな姿勢

が企業の評価を高めることも考えられる。

(5）災害発生への備えと災害発生時の対応は、まず企業の経営者の責任との認識が拡がるこ と

が望まれる。

また、それらは企業の社会的責任の観点から も店、要であると認識されることも望まれる。

経済性の観点では、被害の軽減および事業継続ができることにより 、株主への経済的損失

を軽減でき、復興需要を得るチャンスともなる。環境の観点では、環境汚染などの三次災

害の防止対策が評価される。そして、社会性においては、早期の業務回復が地域の雇用確

保につなが り、生命の安全なども評価される。
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付録 1.用語の解説

BCP (Business Continuity Plan) 

事業継続計画のこと。

I SO (International Organization for Standardization) 

国際標準化機構。各国の代表的標準化機関からなる国際標準化機関であり、電気、電子

技術及び通信分野を除く 全産業分野（鉱工業、農業、医薬品等）に関する〉国際規格の開

発・改正を行っている。

JI S (Japanese Industrial Standards) 

日本工業規格。我が国の工業標準化の促進を目的とする工業標準化法 （昭和 24年）に基

づき制定される国家規格。

NPO (Non-profit Organization) 

非営利組織（団体）。継続的、自発的に社会貢献活動を行う、営利を目的と しない団体の

総称。特定非営利活動促進法（NPO法）は、これらの団体が簡易な手続きで法人格を取

得する道を聞くための法人格付与制度などを定めている。

OEM (Original Equipment Manufacturing) 

相手先商標製品。相手のブランド名で部品や完成品を供給する委託生産方式。

意思決定訓練

事件や事故が発生したことを想定し、それに対しどのような方針で望むのか、また組織、

要員、資金等をどう手当するかなどを短時間で決定し、指示する訓練。

営業停止損失

事業が継続できなくなったことにより発生する売上の減少やそれに伴う利益損失。

机上訓練

意思決定訓練のひとつ。事件や事故のシナリオを基に時間軸に沿って重要な場面を研修

すること。

旧耐震基準

1950年に施行された建築基準法の耐震規定は、 十勝沖地震 （1968年）や宮城県沖地震

(1978年）などの被害地震の経験を踏まえ、1971年と1981年の2度にわたって改定さ

れた。ここでは、 1981年以前に用いられた建築基準を指す。旧耐震基準による建物の耐

震性を危ぶむ声も多い。

クライシスコミュニケーション

緊急事態が発生した場合の情報の共有化。緊急時の記者会見を含む。クライシスコミュ

ニケーションはリスクコミ ュニケーションに含まれる。
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クリテイカルパス

プロジェクトの作業工程にいくつかの分岐がある場合、最短時間ですべての工程を終了

できる作業経路のこと。この経路上で埋れが生じると他の工程にも影響が出るため、重

点的に監視する必要がある。

コンティンジェンシープラン

緊急事態が発生した場合の対応手順をあらか己め定めたもの。

災害時ローン

自治体によっては、災害貸付制度を持ち、地震、大火、 風水害等の被災者に融資を行っ

ている。融資対象および融資条件は自治体のホームページなどに掲載されている。中小

企業に対する融資については、政府系金融機関が災害復旧貸付制度を設けている。

サプライチェーン

供給者から消費者までを結ぶ、開発・調達・製造・配送・販売の一連の業務のつなが り

のこと。サプライチェーンには、供給業者、メーカ一、流通業者 （卸売業者）、小売業者、

消費者などが関係する。また、取引先との聞の受発注、資材・部品の調達、在庫、生産、

製品の配達などを統合的に管理、効率化し、企業収益を高めようとする管理手法を「サ

プライチェーン ・マネジメント」と呼ぶ。

サービスレベルアゲリーメント

契約を締結する際に、提供するサービスの範囲 ・内容及び前提となる諸事項を踏まえた

上で、 サービスの品質に対する要求水準を規定するとともに、規定した内容が適正に実

現されるための運営ルールを両者の合意として明文化したもの。

支援協定

自治体と企業が災害後に発生する業務について事前に締結する協定。食料の供給、避難場

所の提供、道路啓開支援などがある。

事業継続計画

災害時に特定された重要業務が中断しないこと、また万一事業活動が中断した場合に目

標復旧時間内に重要な機能を再開させ、業務中断に伴う顧客取引の競合他社への流出、

マーケッ トシェアの低下、企業評価の低下などから企業を守るための経営戦略。パック

アップシステムの整備、パックアップオフィスの確保、要員の確保、安否確認の迅速化、

生産設備の代替などの対策を実施する。 (BusinessContinuity Plan.目 BCP）ここでいう

計画とは、単なる計画書の意味ではなく、マネジメント全般を含むニュアンスで用いら

れている。マネジメン卜を強調する場合は、 BCM(Business Continuity Management) 

とする場合もある。

初動体制

事故・災害が発生した直後の体制を指す。 対策本部長を決定し、意思決定ができる組織。

現場への指揮命令 ・情報収集機能を有する。
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情報セキュリティガパナンス

社会的責任にも配慮したコーポレートガパナンス（企業の意思決定の仕組み）とそれを

支えるメカニズムである内部統制の仕組み（企業が業務を適正かっ効率的に遂行するた

めに構築・運用される社内体制及びプロセス）を、情報セキュリティの観点から企業内

に構築・運用すること。

耐震改修促進法（建築物の耐震改修の促進に関する法律）

平成7年 12月 25日に施行された法律で、地震による建築物の倒壊等から国民の生命、

身体及び財産を保護するため、建築物の耐震改修促進のための措置を講ずることによ り、

建築物の地震に対する安全性の向上を図り、公共の福祉の確保に資することを目的とし

ている。

第三者認証制度

ある組織又は個人が規格の要求事項に適合した活動をしているか否かについて、その組

織又は個人と直接の取引等がない機関（第三者）が審査し証明する制度。企業や自治体

等の各組織又は個人が自分自身で審査し認証することを第一者認証、 組織又は個人の取

引先等の相手先が審査し認証することを第二者認証とし、う。

道路啓開

通行上の障害となる道路上の障害物を除去し、交通路を確保すること。

ハザードマップ

被害予測図。地域や都市の状況に合わせ、危険情報を公開 ・掲載する取組みが自治体で

進んでいる。項目としては、火山噴火、土砂災害や浸水の危険区域、あるいは地震時の

避難地、避難路などが該当。

1＼ックアップオフィス

メインオフィスが自然災害やテロ等により使用不能となった場合に備えてあらかじめ確

保したオフィス。事業継続に必要な要員を収容し、業務に必要な設備や機能を備えてい

る。

ビジネス・インパク卜分析

事業の中断による、業務上や財務上の影響を確認するプロぞス。重要な事業・業務 ・プ

ロセスおよびそれに関連する経営資源を特定し、事業継続に及ぼす影響の分析を行う。

例えば、①重要な事業の洗い出し、②ビジネスプロセスの分析、③事業継続にあたって

の重要な要素（ボトルネック」の特定、 ④復旧優先順位の決定、⑤目標復旧時間の設定

の手順を踏む。

ブラックアウト

組織と関係者の聞で双方向の情報交換ができない状態をいう。
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ボトルネック

本来の意味は、瓶の首の細くなったところ。事業の継続や業務復旧の際にその要素がな

いと全体の進行が立ちゆかなくなってしまうもの。

マネジメントシステム

経営におけるひとつの標準化された手法。経営者が参加し、方針、計画（Plan）、実施(Do）、

評価（Check）、見直し（Act）を繰り返す。

ラリーポイント制度

時聞と場所を指定してそこに集合するしくみ。例えば、あらかじめ災害発生後48時間

後に0 0へ集合することを従業員に周知徹底しておき、その集合場所で企業側の今後の

対応等を伝えること。

リスクコミュニケーション

リスク情報の送り手と受け手間における共有を通じ、リスクに関わる相互理解をするた

めの活動・プロセスをいう。情報の共有は、組織問、組織内の双方を含む（クライシス

コミュニケーション参照）。

リスクの定量化

客観的な評価を行うために、リスクの発生頻度と影響度をそれぞれ何らかの手法によっ

て数値化すること。

リスクマネジメント

リスクを予想し、リスクが現実のものになってもその影響を最小限に抑えるように工夫

すること。 リスク克服に関するマネジメン卜、ノウハウ、システム、対策などを意味す

る。

リスク分析

利用可能な情報を体系的に用いて原因となる事象を特定し、その特定した事象の発生確

率と影響度を分析すること。
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付録3. 国際規格との関連性

事業継続に関する最近の国際規格化の動きを考える場合には、英米等の関連規格が取り 上

げている要素をみるのが有効であり、本ガイドラインの項目のうち、英米等の関連規格にお

いて重要な要素とされている項目は以下のとおりである。

2. 1 方針

2.2 計画

2.2.2 影響度の評価

2.2.2. 1 停止期間と対応力の見積もり

2.2.2.2 重要業務の決定

2.2.2. 3 目標復旧時間の設定

2.2. 3 重要業務が受ける被害の想定

2.2.4 重要な要素の抽出

2.2. 5 事業継続計画の策定

2. 2. 5. 1 指揮命令系統の明確化

2.2. 5. 2 本社等重要拠点の機能の確保

2.2. 5. 3 対外的な情報発信および情報共有

2.2. 5. 4 情報システムのパックアップ

2.2. 5. 5 製品・サービスの供給関係

2. 2. 6. 1 生命の安全確保と安否確認

2.2.6. 4 地域との協調・地域貢献

2.2.6. 5共助、相互扶助

2. 3 実施および運用

2. 3. 1 事業継続計画の対応の実施

2. 3.2 文書の作成

2. 3. 3 財務手当て

2. 3.4 計画が本当に機能するかの確認

2. 3. 5 災害時の経営判断の重要性

2.4 教育・訓練の実施

2. 5 点検および是正措置

2.6 経営層による見直し
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資料5
2005. 5. 20 

企業評価・業務継続WG

「防災に対する企業の取り組み」lこ関する基礎的チェック項目・加点評価項目 （素案）

．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．‘、， ’、
主主 、1 .目的

・本シートは、企業（大企業、中堅および中小企業）が自社の防災に対する取り組みを自己
評価するためのものです。

－また、企業が自己評価の結果を開示したりPRに用いたりすることも歓迎します。

．．．．．．．．．．．．． 
，，， 

，，
 

，
 

I-a.方針
I-b.針圃

2 構成

防災に対する取り組みを5の大項目に分け、それぞれI章からV章としています。
各 I～V章の対象範囲については右記「全体イメージ図」を参照してください。

I.方針・計画
I -a.方針
I -b.計画
I -c.組織体制と指揮命令系統

11-o.パぉ，クアップ・集積復旧・財務手当

11-b.事積所・事業所および股備の災害被害軽減

I-c.組織体制と指揮命令系統

［，具体的施策
II-a.生命の安全確保と安否確嵐
11-b.事務慨・事業所および設備の災害被害軽減
11-c.パックアップ・業務復l日・財務手当
11-d.情報発信、地域との連自信・協調
11-e.他企業との共助・相互扶助

m.教育・訓練

W.点検・見直し

'IV.慮検・見直しv.防災に貢献する商品・サービスの向上

‘
 ．．．．．．．．．．．．．．． 
，，
 

Z

－
 

2

－
 

， 

: 跳域コミュ二子ィ・自治体 : 

、 ，
‘・ーーーーーーーーーーーーーーーー’

II－・．
他企象との

共助・相互扶助
v. 

防災に貢舷する
商品・サービスの向上

11-d. 
情線発信、地被
との遣自信・箇周

－
 

、
‘、

－各 I～V章の質問は大きく「基礎的チェック項目」と「加点評価項目」から権成されています。
ただし、 V章は「加点評価項目」のみから権成されています。

一 「基礎的チェック項目」とは、一般的な企業が実施しておくべき項目を列挙した選択形式
の質問です。そのうち、女印の付いた項目は、企業の規模や業種に係らず、最低1点
を目指していただきたい項目です。

ー 「加点評価項目」は、より積極的な取り組みやユニークな取り組みに対し、プラスポイント
としてステークホルダーから評価してほしい内容を記載していただくもので、す。
選択形式の質問と、自由記述の質問からなります。

「防災に対する企業の取り組み」Iニ闘する基礎的チヱツク項目・加点評価項目
全体イメージ固
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－企業属性（製造業・非製造業）別に、集計時に対象とする項目を区別しています。
(0対象、 ー非対象）



「防災に対する企業の取り組み」に関する基礎的チェック項目・加点評価項目シート記入の手引き

3.記入方法

・「基礎的チェック項目」および選択形式の「加点評価項目」は、該当する回答を二三選起して
ください。

・「加点評価項目」において、プラスポイントとしてアピールしたい取り組みについては、各 I～
V章の最後の質問「O一自由記述」 l二記載してください。その際、定量的な内容（数値デー
タ）での回答を心がけてください。（定性的にならざるを得ない内容についても、なるべく客観
的な表現が望ましい。）

4 評価方法

・「基礎的チェック項目」および選択形式の「加点評価項目」については、各選択肢に点数を割
り振っており（本資料には省略）、各 I～N章で0 0点満点中00点といったように採点する
ことが可能です。

－「基礎的チェック項目」と「加点評価項目Jの点数は合計せず、別々に評価します。また、満点
は製造業と非製造業で、異なっています。

－「女印の付いた項目」は最低でも1点をとることを要求し、O点の場合は、集計表上において
その項目数を記載することとしました。また、最高点は他の項目の最高点よりも高い5点に
設定しました。

－各章毎に何点をとれば平均的かについては、今後試行を実施することなどにより、最終的に
定めていきます。

5 備考

・「基礎的チェック項目」については、業種・業態を問わず、どの企業に対しても要求される共通
的な内容の質問としています。それぞれの業種・業態固有の特性に応じて、質問項目を追加
したり、選択肢を増やしたりすることも可能です。

－企業が公表している自己評価を用いて、第三者が当該企業の独自の評価を実施したい場合
には、重視する項目について評価テーブルやウェイト付けを自由に変更して評価することも可
能です。
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「防災に対する企業の取り組み」に関する基礎的チェック項目 ・加点評 価項目 （案 ）

企業属性

基礎的チェック項目 一 加点評価項目 一 備考
製造 非製

チ工ツヴ チIツヲ
業 造業

E 教育・訓練

II 適切に』とは、関係法令・社内規程その
m-1 災害発生時の対応・手11聞について文書化し、適切に配布し、周知徹底していますかっ 他のルールに則っていることをいう。

。。(1）緊急避難について 【食この項目では、最低1点の取得を目指す］
周知徹底とは、配布対象者の全員に対し
て、~布の事実を知り内容を理解するよう

a全く文書化していない。（0点） 可
な具体的な措置を講じていることをいう。

b 重要な施設について文書化し、適切に配布しているけ点）

c 重要な施設について文書化し、適切に配布し、周知徹底している（2点）

SAMPLE d 全ての施設について文書化し、適切に配布している。（2点）

e 全ての施設について文書化し、適切に記布し、周知徹底している。（5点）。。(2）緊急連絡について 【女この項目では、最低1点の取得を目指す】

a全く文書化していない。（0点）

b 役員を含む幹部社員を対象とした緊急連絡網を文書化し、適切に~布している（ 1 点） ... ...i 

c役員を含む幹部社員を対象とした緊急連絡網を文書化し、適切に配布し、周知徹底している（2点）

d役員を含む全社員を対象とした緊急連絡網を文書化し、適切に阻布している（2点〕

e役員を含む全社員を対象とした緊急連絡網を文書化し、適切に肥布し、周知徹底している（5点）。 (3〕二次災害の防止について

a全く文書化していない。（0点）

b 危険施設について文書化し、適切に配布している（1点）

c 危険施設について文書化し、適切に配布し、周知徹底しているは点〕

d 全ての施設について文書化し、適切に記布している。（2点）

e 全ての施設について文書化し、適切に醍布し、周知徹底している。（3点）。。(4）設備（機器類・システム）復旧について

a全く文書化していない。（0点）

b 重要な施設－設備について文書化し、適切に配布している（1点〉

c 重要な施設－設備について文書化し、適切に配布し、周知徹底している（2点）

d 全ての施設について文書化し、適切に配布している。（2点）

e全ての施設について文書化し、適切に記布し、周知徹底している。（3点）

(5）事業継続

a 重要な業務について文書化し、適切に配布している（1点）

b 重要な業務について文書化し、適切に阻布し、周知徹底している（2点）

m-2.災害発生時の対応・手11聞について教青・訓練巷実施していますかっ

。。(1）緊急避難について 【女この項目では、最低1点の取得を目指す］

a全く実施していない。（0点〕

四 回配におLて 実 … （1削 .... 
a 役員を対象として実施している（1点）

b 役員を含む幹部社員を対象として実施しているほ点）

c 役員を含む全社員を対象として実施している。（3点〕

－－戸 羽自由記述 （特記事項の例）--- その他、教育・訓練に関して、特記すべき点、があれば記載してくださいu
マニュアルの工夫

一－－－戸「
周知・徹底の方法
教育や訓練方法の工夫（実地訓練など）

----- 教育や訓練の範囲｛取引先も台むなど）

－－ーー 教育や訓練の頻度

~ 
ー，，F 人事評価への反映

一一点／32点満点（製造業）、 26点満点｛非製造業） 点／9点満点
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企業属性

製造 非製
業 造業

。。
。。

。。
。。
。。

0 。。。。。

。。

。。
。。

。。。。。。
。。
。。
。。
。。

「防災に対する企業の取り組み」lこ関する基礎的チェック項目 ・加点評価項目 （案）
注）回答 の選択肢と得点は省略している

基礎 的チェック項目 一 加点評価項目

子工ツ。

I 方針・計函

I -a.方針 左記項目に関して加点評価に値する事項があれば記載 してください。

r a 1. 防災全体〈事業継続を含む）I、ついての亘書・コミットメントが明確l、なっていますかワ

r 他a.方自由記述
その 童十に関して．特記すべき点があれば記載してください。

I -b.計 画 左記項目に関して加点評価に値する事項があれば記載 してください。

r b 1防災（事業継続を含む）の計画が企業トッフが了承した企業全体の経営計画に含まれていますかヲ

r -b Z 緊急避難、女否確認、一次災害の防止」ついての計画が明確人なっていますかワ

r b 3 災害［、よる被害想定ができていますかワ

【；主】粧害想定 それぞれの要素（事務所・工場‘機材、要員‘原料、相送、梱出包。彼‘顧害客想‘定等の〕に与える彫る災曹害を分析する為に‘重要業務が被害を受！？
る事態（災害）を具体的に想定｛シナリオ作成）する作業a予想複｜日時間の算 対象とな Iま一つでもよい。二つ以よ想定してい
る場合I幻日点評（匝項目に記載する。

r -b 4 災害いよる影響度評価ができていますかヲ

(1）災害l、よる製品や供給が企業経営［、及ぼす影響の評価

(2）優先的に事業継続を行う重要業務の選ぇ

(3）重要業務人ついての目標復旧時間の設定

結［i：主果1に影基響づ度き評、価 晶る事態（製品・サービスの供給停.it.など）に起因する．直撞的・閣掻的損失を定量化レて比厳可能仁する分析作業aこの
優先的に事業経続を行うペ曹業務の選定や目標復旧時間（R'了D〕の決定を行う。：；；響評価を行う対象止なる災害唯一つでもよい。

二つ以上想定している場合I立加点評価項目に記載する。

r b 5 重要業務が受ける被害の想定に基づき．重要な要素の抽出ができていますかっ

［注】重要な要素の抽出 被害想定に基づいて、業務復旧に際してボトJレネッウどなる要素（事務所・工場、樋材、要員、原料、船送、梱包、顧
客．等）を把撞する作業＠

r b 6 複童文のシナリオ（災害の種類と程度）I』ついて想定していますかヲ

r－他b一、言目十白記述
その 函に関して、特rc:すべき点があれば記載してください。

I -c.組絡体制と指揮命令系統 左記項 目に関して加点評価に値する事項 があれば記載してください。

r c 1事業継続を含む防災l、取り組むための組織や要員を十分に確保していますかワ

(1）経営層がメンバー」含まれる‘事業継続を含む防災を統括する組織

(2）事業継続を含む防災を明ホ的！、所管し．日常の重要業務としている部署

(3）事業継続を含む防災」関して必要な知識を持ち、実際の対応経験がある．または訓練を受けている要員

r -c-2.災害発生時における指揮命令系統を明確にしていますかヲ

r c 3 災害発生時I、おける連絡通信手段を確保していますかっ

r c 4 夜間休日営業時間外の組織体制jの指揮命令系統が整備されていますかワ

r c 自由記述

その他．組織体制lと指揮命令系統関して、特記すべき点があれば記載してください。

点／点満点
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子工ツ。



企業属性

製造 非製
業 造業
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u u 

。。

「防災に対する企業の取り組み」lこ関する基礎的チェック項目 ・加点評価項目 （案）
注）回答 の選択肢と得点は省略している

基礎的チェック項目 一 加点評価項目

子工ツ。

E 具体的施策

II-a.生命の安全確保と安否確認 左記項目に関して加点評価に値する事項があれば記載してください。

II a 1 役員従業員、顧客、外来者．周辺住民1、ついて、安全確保手順および緊急避難方法・経路が明確人なっていま
すかっ 【肯この項 目では．最低1点の取得を目指す】

［注】「顧客．タキ来者．周辺住民」については．業種・業態・事業の性質によって当てはまらない場合もある。

II a 得をZ目指役す員・従業員人対して緊急速絡網および安否確認体制が整備されていますかっ I肯』の項目では．最低1点
の取 】

II-a-3.救命用具をはじめとした防災用資機材が設置されていますかヲ 【女』の項目では、最低1点の取得を目指す】 【加点評価項目自由記淫例1・防災用資蝉材への設資額

II a-4.攻怠政命の訓練を受け、災害発生時に動員可能な人材が確保されていますかヲ 【加点評価項目自由記淫例1・救急救命訓練を畳けた社員事j告

Il-a-5.災害発生時にすぐ必要となる生活物資（水、非常用食料・生活用品等）を備音していますかっ

II a 6 従業員家族の安全確保と女否確認の対策はありますかヲ

II-a-7.帰宅困難従業員の対策はありますかっ

II-aー自由記述
その他、生命の安全確保と安否確認に関して．特記すべき点があれば記載してください。

II-b.事務所・事業所および設備の災害被害軽減 左記項目に関して加点評価に値する事項があれば記載 してください。

II-bー1 施設の地震対策（耐震化）を実施していますかヲ ［加点評価項目自由記述例】・耐震化に関する投資額・建物耐震化率

II-b 2 施設の防火対策（不燃化）を実施していますかヲ ［加点評価項目自由記述例】・防火対策に関する設資額・スプリンウラ 導入率

II b 3施設の風水害対策（台風・洪水・津波・品開）を実施していますかワ ［加点評価項目自由記述例】・風水害対策に関する役資額

Il-b-4.設備・機器類の転倒防止策を実施していますかワ ［加点評価項目自由記述例】・転倒防止策に関する投資額

Il-b-5.疋期的な安全点検を実施していますかワ ［加点評価項目自由記述例】・法定レベルを上回る運用Jレル

Il-b-6.高度な耐震技術（免震・帝IJ震）を導入していますかっ

そEの他b.事自務由記所述・事業所および設備の災害被害軽減に関して．特記すべき点があれば記載してください。

II-c.バックアップ・業務復旧・財務手 当 左記項 目に関して加点評価に値する事項 があれば記載 してください。

II c 1 本社オフィスが機能しな〈なった場合のハッヴアップオフィス（場所）を確保していますかワ

II c Z 基幹業務シスTムいついてのハッヴアッフ運用を実施していますかワ

II c 3各種設備の二重化対策を実施していますかワ（自家発電装置．電源や回線など） 【加点評価項目自由記遇制1・－ii!化率・浸水防止のため．自家発電装置をピル3階L詮置

II c 4 災害発生！、備えた財務手当（保陵．融資等）を準備していますかワ 【加点評価項目自由記迩例1・財務手当金額
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企業属性

製造 非製
業 造業。。
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「防災に対する企業の取り組み」lこ関する基礎的チェック項目 ・加点評価項目 （案）
注）回答の選択肢と得点は省略している

基礎的チェック項目 一 加点評価項目

子工ツ。

ll c 5 重要物品・書類（電子T 習を含む）を耐火金庫や保管業者など、安全な場所に慌目する体制ができ
ていますかっ

ll ~cー自由記述
その他、パッヴアップ・業務復旧・財務手当に関して、特記すべき点があれば記載してください。

II-d.情報発信、地域との連携・協調 左記事項に関して加点評価に値する事項があれば記載してください。

ll d 1 災害発生時の消防署・自治体・周辺住民への情報発信手段が明確l、なっていますかワ

ll d Z 爆発や延焼.1司曹覗）'<'lの流出など．周辺地域に被害を及lますよっな一次災害の防止策を実施していますかワ

ll-d 3 自治体、その他の公的機関と、災害時における合意や協定について協議していますかっ

ll d 4 地方を記公載共し団て体くだ、そさのい他。公的機関と災害時における合恵や協正を締結していますかっ締結している場
合はその内容 。

［加点評価項目自由記述例】・災害時における井戸水・飲料水の供給・通訳の派遣災害時の広報印同崩発行の協力 ・建築物等構
造物の解体撤去の協力 ・生活必需物資の調耀災害情報収集、通信協力 帰宅困難者の施設への受け入れ ・防災倉庫の無償提
供・防災表示板を稿用レた情報の鐸供・ヘリコプ告臨時離着陸場の提供・接帯電誌の無料充電サービス

ll-d-5.地域企業や地域住民と連携した取り組みに参加していますかワ参加している場合はその内谷を記載
してください。
【加点評価項目自由記述叩lj]・工場団地での合同院災訓練の実施・地埼の自衛；両院疎への参加・地埼合間航災自l峨への定期的な
参加・企業倒鴎粗仁よる消火活動（実績）

ll d 6 地域住民l、対する被災時支援策を策定していますかワ策定している場合はその肉容を記載してくだ
さい。

【加点評価項目自由記－ガ述ラ朝ス江・・防災隣組による帰宅困難者への支援を準備 ・津放や高測の避難場所としてnti訟を提供（薄放ピJレ） ・
応君、復旧費櫨材（畳 鋼材・釘等）の提供・初期の災害救助にあたる要員を平時から組織・避難者に対する体育館の無償提
供

ll-d-7.ボフンTイアや寄付を実施していますかっ実施している場合はその内容を記載してください。

【加点評価項目自由記活朝j】・阪神・淡路末震災、新潟輩雨洪水災害、新潟中越大震災等への複｜日支援・水害にあった自治体・
企業に納品しE品た．自防社寒製具品なのど無｝の料自点治検体のへ実のnti無・医務室の医師および看護婦の派遣・マッチングギフト背ljjj'による義捕壷の提供・企
業備蓄品（食 償提供

ll d 8 防災全体（事業継続を含む）I』ついての積極的な情報公開を実施していますかっ

【加点評価項目自由配述制】〈公開する手段〉・ホ←ムベ ジ・υスポンシゴJレケア報告書‘防災報告書などの自主的な公開文
書・有価証券報告書、営業報告書なEの法的な公開文書 ・地峨どの対話（リスヴコミュニケーション）〈公開する内容〉リスヴ情
報止その対応・防災対策（財務対策を含む）・防災への取削組再に対する自己評価又I立第三者評価の方法ど結果・規格（防災、
業務継続‘リスヲマネジメント等）への適合・認恒取得実漏・国や地埼への貢献実績・独自の「防災会計J

ll 他d.情自由記述
その 報発信．地域との連携・ta訊に関して．特記すべき点があれば記載してください。

II-e.他 企業との共助・相互扶助 左記項目に関して加点評価に値する事項があれば記載してください。

ll e 1 サプライチェ ン（取引先）との間で緊急避難、一次災害の防止に関する相互協力体制を構室長していますかヲ

ll e Z サブフイチエ ン（取引先）との聞で事業継続に関する相互協力体制を構棄していますかっ

ll-e-3.取引要件として事業継続計画を組み込んでいますかワ紺み込んでいる場合はその内啓を記載してく
ださい＠

【加点評価項目自由位述例】・サプライチェ ン間（または業界）における事業極続標準の作成、講習会の実随

ll－他e一、情自由記述
その 報発信、地域との連携・協調に関して、特記すべき点があれば記載してください。

点／点活点
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企業属性

製造 非製
業 造業

。。。。。。。。。

。。。。。。
。。
。。

。。。。。。。。
。。
。。
。。

「防災に対する企業の取り組み」lこ関する基礎的チェック項目・加点評価項目 （案）
注）回答の選択肢と得点は省略している

基礎的チェック項目 一 加点評価項目

子工ツ。

E 教育・訓練

m 1 災害発生時の対応・手l順について文書化し‘適切に配布し．周知徹底していますかワ 左記項目に関して加点評価に値する事項があれば記載してください。

(1）緊急避難について 【女」の項目では、最低1点の取得を目指す】

(2）緊急連絡について 【肯この項目では．最低1点の取得を目指す】

(3）二次災害の防止について

(4）設備（機器類・シスTム）復旧について

(5）事業継続について

m Z 災害発生時の対応・手順について教育・訓練を実施していますかワ 左記項目に関して加点評価に値する事項があれば記載してください。

(1）緊急避難について 【肯この項目では．最低1点の取得を白指す】 ［カ日占評li!i項目自由to活例1・毎年決まった日仁役員が机上司l臓を行う ・w臓実胞頗度．規模

(2）設備（機器類・システム）復旧について

(3）事業継続について

m 3 役員・従業員に対し‘家庭における防災対策の指導・支援を実施していますかワ実施している場合はそ
の内容を記載してください。

Eー自由記述
その他、教育・訓練に関して．特記すべき点があれば記載してください。

点／点1盲点

N 点検・見直し

N-1.防災全体（事業継続を含む）についての定期的な点検・監査を行っていますかワ 左記項目に関して加点評価に値する事項があれば記載してください。

(1）計画の肉容！、ついて 【加点評価項目自由紀迩例1・監査頗度
(2）運営状況l』ついて

(3）教育・訓練いついて

（刑法令遵守について

N-2.防災全体（事業継続を含む）の取組について経営者による定期的な見直しを行っていますかヲ

N-3.防災全体（事業継続を含む）についての外部監査を受けていますかっ

N 自由記述
その他．点検・見直しに関して．特記すべき点があれば記載してください。

点／点満点
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企業属性

製造 非製
業 造業

基礎的チェック項目

「防災に対する企業の取り組み」lこ関する基礎的チェック項目 ・加点評価項目 （案）
注）回答の選択肢と得点は省略している

一子工ツ。 加点評価項目

V 防災に貢献する商品・サービスの向上 左記項目に関して加点評価に値する事項があれば記載してください。

,,.- 司、、

／ 
※事業の性質．および防災との関わりを元にカテゴリ一分けを行った。自社がどの ＼ 
カテゴリーに属するのかを明らかにした上で‘自己評価を行う。

．カテゴリ－A

防災）保商存品水・サービスそ．安の吾も確のを開発または販売している企業
WI ．保存食 認システム‘等の開発・販売企業

【取り組み例】・商品・サービスのアピール‘販売実績等

・カテゴリ－B
防災簡品・サービスそのものを事業としていない企業で、自社の商品・サービスに
対して防災に貢献する工夫を行った企業
W051越業者．自動販売機メーカー

【取り組み例】・商業ビJレ（震災などで燃料の天然ガスの配管が破壊されても．備
蓄の灯油で最大72時間電気を供給）・敷地の中に防災トイレ、災害用カマド等を

準備・免・引越セ宅ンの世開ー発の・家商具品転へ倒の防防止災サ性ー能ビ付ス力・コンビニ端末による災害情報の提
供震住 日（テレビの転倒防止用フッヴ採用）
・災害時に無料となる自動販売機・飲料自動販売機に表示機能をつけて防災情
報を復供・防災ベッド・震度5で自動遮断されるコンセント

．カテゴリーC
ライフライン企業で給あ会り社、防災への取組みが期待されている企業
例）電気‘ガス供

［加点評価項目自由記述例】・防災面についてアピ ルするような広告・宣伝の実施・防災に関する商品・サ 日スを普及させるj舌

【取り組み例】・災害時低利融資制度・投災資害時伝言ダイヤル171・ガス会社マイコ
動の実D1i.・従業員f二対する防災商品の討旋

ンメ一世の開発・ループ配電への設備

【加点押価項目自由記述例】企業および市民向け防災セミナーの実施・学校、幼稚園な巨に対する防史教育の実施

カテゴリー A ・B ・ C

※該当するものに丸印

＼ ノ

v 他自由記述
その 、防災に貢献する商品・サービスの向上に関して．特記すべき点があれば記載してください。
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防災に対する企業の取り組みに関するチ主ツク項目評価集計表（案）

カテゴリー 基礎的項目 加点項目

製造業 非製造業 うを点ち目の1指項点す目以項数上目のが取0得

I 方針・計画 点 点 ／／  点
/18点 /18点 / 6点

項目
E 具体的施策 点 点 / 3項 点

/60点 /48点 目 /20点

1貝回

E 教育訓練 点 点 / 3項 点
/32点 /26点 目 / 9点 （見本）

N 点検・見直し 点 点 ／ ／  点
/24点 /24点 / 6点

X 防災に貢献する商品・サービスの向上 ／ ／  ／ ／  ／／  ／／  

｜点点 ／134I点 点 /116 I白 項目／時｜ 点合計
/41点
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資料6

「地域防災活動計画モデル研究」について（案）

1.モデル研究の趣旨

昨年10月に取りまとめられた「民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的提言」

において、

各地域の特性や災害危険性等を踏まえてモデル地域を選定し、災害発生後の企

業の取組みに関し、何らかの規制が障害になっていないか政府として現状把握を行

い、発災直後から数時間、数週間、数ヶ月などの各局面で、当該地域の企業などと行

政が協力して行うべき活動や、そのための課題（規制の取り扱いなど）を具体的に検

畳二塁里する、「地域防災活動計画モデル研究」を政府として推進すること

とされた。

2 現状と課題

流通小売業界より、災害発生時において、被災者が日常生活を速く取り戻せるよう、

小売店で販売する品物の運送車両の通行規制緩和の要望が出されている。

現状では、これらの車両は一般に、災害対策基本法第76条の規定に基づき、他

の車両と同様に通行規制の対象となっている。これは、緊急通行車両の通行を確保

して、災害の発生を防御し、文は災害の拡大を防止するための人員や物資の緊急輸

送を円滑に実施するための措置である。一方、被災した地域住民の日常生活を早期

に取り戻す観点から、小売店舗向けの生活物資の運送車両も緊急通行車両に次ぐ

重要性を有するものであり、一定の条件の下でできるだけ早期に通行可能とすること

が有益であると考えられる。

このような車両通行の問題は、地元自治体が地域の実態を踏まえて最終的に判断

するべきものであると考えるが、関係制度を所管する固としても議論に加わる必要が

あると認識している。

このため、内閣府では、上記1.のモデル研究を実施することとし、流通小売業界と

意見交換のほか、 警察庁と現行制度についての情報交換を行ってきている。また、モ

デル地区として静岡市を想定し、 静岡県、静岡市等とも意見交換を始めている。

1 



3.モデル研究のスケジュール

．平成16年9月

内閣府において、流通小売業界と内閣府による意見交換0

．平成16年10月

静岡県庁において、静岡県、静岡市、小売流通業界、警察庁及び内閣府により、

現行制度等に関する情報交換を実施。

・平成17年2月

東京都内において、流通小売業界、内閣府、（財）都市防災研究所による意見交換

を実施。その際、平成16年10月に発生した新潟県中越地震における状況も議論。

① 新潟中越地震では、災害対策基本法第76条に基づく緊急通行車両に係る交

通規制は一般道で、は行われなかった。

② 支援物資を運送する緊急通行車両の証票の交付について、既存制度の活用

が図られ、経験として整理すべきと考えられた。

③被災地内の支援物資の物流について、流通小売業界から実情と課題が指摘

された。

内閣府としても支援物資の物流については問題意識を有していたことから、検討事

項として加えることとした。

－平成 17年 2月

（財）都市防災研究所に委託して、新潟県、関係市町村、関係企業等に対して現地

ヒアリング調査を実施。

4 今後の予定

新潟県中越地震における調査結果などを活用しながら、静岡をモデル地区として、

引き続き災害発生時における生活物資運送車両の通行の円滑化に向けた検討を

進めるとともに、災害時における支援物資の物流の問題についても検討を行ってい

く。

2 



【参考資料】

0災害対策基本法（昭和三十六年十一月十五日法律第二百二十三号）

（抄）

（災害時における交通の規制等）

第七十六条 都道府県公安委員会は、当該都道府県又はこれに隣接

し若しくは近接する都道府県の地域に係る災害が発生し、又はま

さに発生しようとしている場合において、災害応急対策が的確か

っ円滑に行われるようにするため緊急の必要があると認めると

きは、政令で定めるところにより、道路の区間 （災害が発生し、

又はまさに発生しようとしている場所及びこれらの周辺の地域

にあっては、区域又は道路の区間）を指定して、緊急通行車両（道

路交通法 （昭和三十五年法律第百五号）第三十九条第一項の緊

急自動車その他の車両で災害応急対策の的確かっ円滑な実施の

ためその通行を確保することが特に必要なものとして政令で定

めるものをいう。次条及び第七十六条の三において同じ。）以外

の車両の道路における通行を禁止し、又は制限することができる。

2 前項の規定による通行の禁止又は制限（以下この項、次条第一

項及び第二項並びに第七十六条の四において 「通行禁止等」とい

う。）が行われたときは、当該通行禁止等を行った都道府県公安

委員会及び当該都道府県公安委員会と管轄区域が隣接し又は近

接する都道府県公安委員会は、直ちに、それぞれの都道府県の区

域内に在る者に対し、通行禁止等に係る区域又は道路の区間（次

条及び第七十六条の三において 「通行禁止区域等」とし1う。）そ

の他必要な事項を周知させる措置をとらなければならない。

0災害対策基本法施行令（昭和三十七年七月九日政令第二百八十八

号）（抄）

第三十二条の二法第七十六条第一項の政令で定める車両は、次

に掲げるもの（第二号に掲げる車両にあっては、次条第三項の規

定により当該車両についての同条第一項の確認に係る標章が掲

示されているものに限る。）とする。

一 道路交通法 （昭和三十五年法律第百五号）第三十九条第一項

の緊急自動車

二 災害応急対策に従事する者又は災害応急対策に必要な物資の

緊急輸送その他の災害応急対策を実施するため運転中の車両

（前号に該当するものを除く。）

3 



0災害時における交通管理要領（平成 7年 8月 28日警察庁通達）

（抄）

第3 災対法に基づく交通規制の実施

9 公安委員会の意思決定により通行の制限から除外すべき車両

(1) 除外の対象とすべき車両

緊急通行車両は、前記のとおり災害時の応急対策活動に使用

される車両に限定されるべきであるが、応急対策に従事しない

ものであっても 社会生活維持に不可欠な車両及び円滑な応急

対策を確保するうえで必要な車両については、その通行を完全

に遮断することは望ましくない

規制除外車両として警察署長に申請して除外標章の交付を

受け、かつ、当該除外標章を車両の前面の見やすい箇所に提示

し、現に当該申請に係る目的のため運転中の車両については、

公安委員会の意思決定において、通行の制限の対象から除外す

ることとすることが必要である。

通行の制限の対象から除外する車両については、 社会生活上

特に通行させる必要があると認められる車両で、かっ緊急通行

車両の通行に支障を及ぼさない限りにおいて認めるものとさ

れるが、災害応急対策期においては、原則として運用すべきで

はない口

なお、一般車両で緊急の手当を要する負傷者、急病人等を運

ぶ場合も原則としては救急車両等の公的機関の車両により搬

送すべきであるが 救急車を待ついとまがない場合等真にやむ

をえない場合においては、現場の警察官の判断で緊急避難的に

通行させることもあり得ると考えられる。この場合においても

除外車両として容易に外見から判断できるような措置がとら

れるよう検討しておく必要がある。

4 



｜資料7 I 

民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的提言

平成16年 10月

民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会



中央防災会議「民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会』

委員名簿
敬称略・五十音順

座長 樋口公啓 日本経済団体連合会顧問
（東京海上火災保険株式会社相談役）

委員 伊藤 滋 財団法人都市防災研究所会長

青山佳世 フリーアナウンサー
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く民間と市場のカを活かした紡災力向上に関する専門謂査会〉

｜民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的提言1

【はじめに】 専門調査会から国民へのメッセージ

0 地震などの大災害に備えるためには、自助、共助、公助の適切な連携組合せが
必要であり、行政は勿論のこと、社会の構成員が全員で取り組むべき課題です。し
たがって、一般市民、自治会、企業、 Np O、市町村、都道府県、国の各構成員が、
それぞれの役割を認識しながら取り組んで初めて達成できるものといえます。

0 これまで、行政の役割や、 1人ひとりの市民が自ら備えるべきこと等については
議論されてきましたが、例えば地域全体として、自治会、商店街、 PT Aや各種N
p Oなどがどのように連携して地域の力を発揮するか、あるいは全国的に業務展開
をしている企業などの役割はどうか、という論点については、あまり議論されてい
ませんでした。

0 また、議論の対象も、日頃いかに準備をして地震に強い社会を作るのかという議
論より、地震などの災害が発生した後の行政の危機管理やボランティアなど、目に
見えやすい議論に集中しがちでした。

0 今まで何度となく防災対策の重要性が指摘されながら、大きな災害発生から時間
が経つと、 1人ひとりの市民や個々の企業等の中で、防災意識が低下しがちになり
ます。このため、可能な限り平時の社会システムの一部として‘防策巷定着させて
いくことが、社会の防災刀を高めゐよで重畏です。ヰ柔からの市民の活動や企菜の
活動の中に災害に備えるという意識が根付くような社会の仕組みゃ地域での取組み
をどのように構築し支援するか、具体的に検討を行っていくことが重要です。

0 国土の特性として地震等が多く発生し、わが国の都市の自然災害のリスクは、他
国の都市に比べ高いことはやむを得ないことですが、「災害」というのは、それを迎
え撃つ社会のあり方によって態様が大きく変わってきます。過去の経験を活かし、「地
震司被害発生当復旧」という繰り返しは避けなければなりません。また、私た
ちの社会が災害にどう立ち向かおうとしているかという姿勢を諸外国に示すことが、
国際的な信頼を得る意味からも重要です。

0 中央防災会議は、来るべき巨大地震により、莫大な人的、経済的被害が発生する
と想定しています。わが国経済にも深刻な影響を与えることが懸念されます。（想定
東海地震、東南海地震、南海地震の震源域が同時に破壊される場合の経済的被害は、ほぼ
国家予算にも匹敵するおそれ（約81兆円）があります。）

0東海地震の被害想定
（朝5時の場合）

死者 最大 9,200人

全壊建物約 26万棟

経済的被害最大約 37兆円

0東南海・南海地震の

被害想定（朝5時の場合）

死者最 大 18,000人

全壊建物約 36万棟

経済的被害最大約 57兆円

・阪神・淡路大震災

死者・行方不明者 6,436人

※但し、関係死を含む

全壊建物 10.5万棟

経済的被害約 10兆円

0 私たち 1人ひとりの力は小さ くても、仲間と力を合わせて地域を守ることはでき
ます。 1人ひとりの行動をほんの少し変えることで、社会の流れを大きく変えるこ



ともできます。企業も含めた社会全体の仕組みを変えることもできます。病気にな
ってしまった後、適切な治療を施すことも必要ですが、日頃の努力の積み重ねで、
病気にならない体を作ることがもっと大切です。

0 こうした思いから、私たちの地域や社会を災害に強いものへ変えていくのに必要
な行動について具体的な検討を行うために、平成15年9月、中央防災会議
に「民間と市場の力を活かした防災力向上に関する専門調査会』 （座長：樋口公啓 日本
経団連副会長（現・顧問）が設置されました。

0 本調査会では、全体会議を3回開催したほか、「市場・防災社会システム分科会』、
「防災まちづくり分科会」の2つの分科会を設け、それぞれ5回にわたる分科会で、
精力的に議論・検討を行いました。広く国民の方々にご意見を募集し、 800件を
超える貴重なご提案、ご意見を頂戴しました。

0 この報告は、中央防災会議や政府が必要な施策を講じるための提言であるばかり
でなく、国民の皆さんに対し、今後こういう取組みを行うことで、私たちの社会や
地域が、災害に強いものへと変わっていくのではないか、という提案でもあります。

0 このため、従来の報告書のように、結論を体系的に整理するという取りまとめ方
をあえてしませんでした。専門調査会での個々の議論の内容や、国民の方々から寄
せられたご意見も紹介し、また、各地での実際の取組み事例を織り交ぜながら、様
々な課題や提案を整理しました。この中から、行政、企業、 Np O、 1人ひとりの
国民として、やれることから実行に移していただくことで、私たちの社会や地域を
変える大きな一歩を踏み出すことができるのではないかと考えています。

（参考）わが国の都市の自然災害リスクが他国の都市に比べ格段に高いとするレポートがあ
る。その根拠は精査すべきだが、こうした情報はわが国経済に影響を与えかねない。

「世界大都市の自然災害リスク指数」
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1 現状：「なぜ防災対策は進まないか』について、専門調査会において、様々な
意見が出されました。また、地域に根ざしたまちおこしが防災につな

がっていることが分かりました。

専門調査会での意見（・）は次の通りです。

( 1 ）喉元過ぎれば・・リスク認識

・人聞は災害が起きても、時聞が経つと忘れていく。毎日山配して生活していきたくな

いのではないか。

・テレビで阪神・淡路の被災者が「自分は忘れだい。でも世の中の人には覚えておいて
ほしい」と言っていた。

・例えば1兆円という被害想定を出して毛、住民にとっては、やはり自分の家とか我が
まちとか、こういう身近なところでないとどうしても切迫感が伝わらない。

( 2 ）いつ起きるかわからない／効果がわからない・ 4戚災対策、費用対効果へ

の認識

・防災対策の効果が不明確なので、対策を推進しにくく、成果をアピールしにくい。

・リスク情報は、地震、火災、風水害、犯罪、交通事故等、 個別に公表されているが、
個人にとっても企業にとっても重要なのは総合的な安全性であり、対策の優先順位。
特定のリスクだけが喧伝されることがある。また、建物の補強や力メラの設置など、
複数の種類のリスクを軽減する対策は、総合的に評価しないと効果が過Jj＼評価され

るロ

・「地震への備え二非常用持ち出し袋」という認識が一般的。耐震化など 「命」に関わ
ることの情報が、！白ずしも十分伝わっていなしla

・リスクに聞する認識があってち、「自分だけは大丈夫」という 「思い込み（正常化の
偏男）」をするのが人間の本能。リスク情報の認識がなかなか実際の行動に結びつか
ない。

・防災はまず「コスト」を考えてしまう。ビジネスの延長線上として、結果的に防災に
つながるのであれば企業としてち取り組めるのではないか。

・企業そのちのに被害がなかったとして毛、道路がなかなか復旧しなかったとか、電気
が来なかったとかで企業活動再開が遅れると損失につながる。客観的に比較可能な数
値が出せるような被害想定など計算の基準が本当にできるのだろうか。

円
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( 3 ）地域に根ざした Np O、商店街のまちおこしが、防災活動の活性化にも

つながっている

・防災の分野でも縦割りの部分が相当あるが、例えば、行政側がやろうとすると防災と
防犯がなかなか一体になれないことちある。個人としてでち良いので、 Np Oが防災

まちづくりに入っていくことで縦割りの打破にもつながっていく。

・早稲田商店街では、以前から行政参加のまちづくりと言っている。これからは市民参
加のまちづくりではなく、行政参加の揚をつくることに特化するべきだというのが我
々の活動の原点。活動を進めていくうちに、役所の万たちはみんな楽しそうに入って
来る。

・役所は縦割りで、一つの部局で対応できる分野にはスピーディで合理的であるが、複
数の部局に担当が重なる分野では非常に動きが重くなる。一方、住民のまちおこし活
動では、複数の分野に広がると関わる人が増えて動きやすくなり、役所では発想が出

来なかっ疋り動きが重くなることが、むしろ円滑に動くことができると気がついだ。
このような住民のまちづくり活動に役所ち参画すると、役所ち含めまち全体力t動き出
す。

・情報を1人ひとりの市民にまで伝えるうえで、 Np Oの役割は大きい。

・隠し昧としての防災まちづくりマインドが大事。ほかの事業に防災の取り組みを染
み込ませない限り、これは福祉、これは防災と切り分けた瞬間、 防災の分野がワン
・オブ ・ゼムになってしまう。そうでなく、福祉のまちづくりにち防災を染み込ま

せる。道路づくりにち染み込ませる。票観づくりにち染み込ませる。どの事業にち
染み込んでいく性格を持った防災支援事業をぜひつくって欲しい。

-4 -



2 課題： 防災力向上のために「何を変える」ぺきなのか、専門調査会では、
次のような課題について議論されました。

( 1 ）目標を明示し、共有すべき

専門調査会での意見（・）

・さまざまなアイデアや取り組みを紹介して、それを継続的に展開していくためには、
伺らかの大きな目標とか枠組みがないと、結局スクラップブックで終わってしまい、

長期的には生き残らないという気がする。そういう意味で、目指すべき目標をきちん

と示していくのは大事である。

・被害を減らすという意味では、どのくらいの時間のスパンを男るかは、すごく難しい
が大事な問題。特に、 30年、 40年という猶予時聞があると考えるのか、明日地震が

くると考えるのか、それによってとるべき対策は大きく蛮わってしまう。

・「最悪のケースには100%対応はできません、今の日本の力では、按術なりお金の制
約でここまでしかできません。」と行政は市民に示す。それによって「国はここまで

しかできませんが、あとは市民の皆さん万が絶えず防災をI~＼がけて、災害に向かつて
最小限の被害で済むように努力してください。」と注意を喚起することち国の貫任だ

と思う。

・大きな目標を持って、経済被害を一定期間のうちに縮減していくことを行政が取り組

みとして掲げていくと、結果として企業の防災対策を奨励、促進、 誘導していくだめ

の政策ツールを広くすることになるのではないか。

・東南海、南海地震が起きるという40年先までこういう議論をどう継続するか。これが

中央防災会議の一番重要なことだと思う。

( 2 ）リスクを正しく評価すべき

・建物や地区の安全性をこまめに評価すると良い。

・個人及び地域レベルでいかに事前の備えを進めるかが重要。そのためには、災害につ
いての情報の収集、防災についての知識の習得、 具体的な改善策の実施、行政や企業

の実際の取組みに対する評価などの局面において、各個人が直接参画する仕組みを作

れるかが肝要である。

・事故の頻度や被害の大きさを、異なる種類のリスクに苅して比較司能な基準で評価す
る。地区や建物の安全性を、その基準で評価したデータベースや、特定の防災対策

が、外部経済をきめて各種の被害をどの程度軽減するかのデータがあれば、総合的な

安全性を高める方法が検討できる。

・防災建築や道路改修による外部経済が数値化できれば、周辺地域の地価や賓貸料にち

に．
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反映され、地域で改築費を一部負担するなどのインセンティブができる。また、保陳

料率に反映させて、インセンティブを設計することち司能。

( 3 ）リスクに関するコミュニケーションを推進すべき

・平時の取り組みの度合い、安全に対する情報共育、大災害についての認識、 危股な1男
所や避難ルートについての知識などが、高いレベルでの情報共有度合いを測るものさ

しになるのではないか。

・企業や行政の評価について、自治体に伺を求めるか、今の自治体政策に伺があるのか
を市民が自ら考え、企業の社会的重任投資 CSRI: Socially Responsible lnvestme 
nt）等において防災への貢献度を高く評価し、その結果を企業にフィードパックする
働きかけが！白要。

・都1(j1においては地域コミュ二ティー等の情報綱から漏れているような個人を如何に拾

ってゆくかという問題も認識しなければならない。

・横浜市のハザードマップは情報のレベルが細かく、市民が情報を自ら書き足していけ

る発展性ち備えており、国として進めるべきセキュリティ・インフラとしての価値が
高い。ただ、このレベルの情報が広く国民全体レベルで共有できるところまでは至つ

てない。実際の事故・災害の発生事例や不幸中の幸い等勇気位けられる例ち含め、知

らしめるべきである。

( 4）防災対策、特に企業の防災対策の費用対効果を定量的に明示する仕組みが

必要

・防災対策を適切に実施している企業が、社会的にきちんと評価されるような仕組み、
あるいは、 企業がディスク口ージャーの中でそういった取組みをきちんと対外的に説

明できるような仕組みが必要ではないか。

・防災対策は当面のコス ト増になっても、将来コスト減とか利益につながるような仕組

みをつくっていく幽要がある。

・防災対策の費用対効果を客観的に計測する共通の尺度 （スタンダード）ができれば、
企業にとってリスクや投資の比較が可能になり、 どこでどのようなビジネスをやれば

良いか判断しやすくなる。

・防災の負荷をどうやって定量化できるのかが課題の一つ。この指標自体がし1いかどう

かの議論ちあるが、環境を例にとれば、「環境効率性指標二位加価値／環境負荷」 が

良く使われる。環境の揚合は企業自らが環境負荷を出しているが、防災の揚合は直接

負荷を出しているわけではないので、ここをどのように考えるかが課題である。

・環境効率になぞらえると、分子が防災の効果で、分母が防災の費用となるのではない
か。その防災の効果には、避けることができた損害が入ると思う。

nh
U
 



・分母が防災費用というと、防災費用には一体伺をどこまでやればよいかといった基準

づくりが非常に難しい。

・防災会計が、防災苅策に積極的に取り組んでいる企業を社会的に評価しようというも
のであれば、大蛮結構なこと。

・防災会計の導入が、企業の会計処理を繁雑化させるとか、多大な事務作業を課すよう
なことになると問題ではないか。

・数字による評価を否定するものではないが、当面はシンプルな評価方法で早く進むよ

うにした万がいい。強制するよりちできるだけやる気を出させる。悪いちのを男つけ
て遅れていると叱るよりも、いいものを褒めるのを基本に進めていくべき。

・公的なプロジェクトでいうと標準単価のようなものを決めることになるかもしれない

が、この程度であれば1日当たり伺億円の被害になるという共通の数字の認識があれ
ば、費用対効果の数量化ち比較的進みやすい。出てきだ数字に対する信頼感ち醸成さ

れ、市場を使った企業活動が進みやすくなる。

( 5 ）防災対策を、災害後の個別対応を的確に行うこと（Quick-win）としてだけで

はなく、社会全体の利益につながる（Big-win）ものという認識が必要

・防災対策を単にコスト要因と考えず、市場を開拓する可能性と考えるとよい。

・建物の地震対策は、防火対策と共通点が多く、 地域の被災情報の収集は、広域火災や
水害と、個人の救援要請は防犯とも共通点が多い。仮に耐震を目的にした製品やシス

テムでも、他の用途への応用を含めて考えると、日本だけでなく海外での需要が考え

られる。

・企業が災害でダメージを被ると、ビジネスを継続 ・復旧させることが難しく、圏全体

の経済活動に大きく影醤する。一男、補問金は企業に対する出費と思われるが、全体
的に男れば国家経済全体にプラスになる出費。税金の用途は個人の生活だけが対象で

はなく、企業への出費ち長い目でみて個人への支援につながる点で、企業へ政府の手

当があることこそ先進国と言える。そういうことに日本は比較的遅れているのではな

いか。

( 6 ）多様な主体の交流と連携を推進すべき

・企業と市民やNPOの活動をつなぐ役割を果たすコーディネータが！白i要。例えばまちづ

くりの専門家がメンパーとなっているNPOなどがコーディネータとなり得る。

・我々商店街が本当にやりたいのは地域内交流。いくらがんばって地域間交流をしても、
地震が起こった直後には長野や新潟から助けには来られない。地震直後に早稲田のま

ちを聞けるのは早稲田の人問。
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・コミュ二ティを取り巻く関係者、企業、学校、 Np Oなどの関係者と町内会等が連携

をしていることによって、防災力を上げていくことが不司欠。

・情報を流通させ、定着化させていくためには、行政や専門家と一般の人との橋渡し役
が！店1要。コミュ二ティ全体の中で活動をするNp Oやコミュ二ティ団体が、さまざま
な政策や個別の商品などを消費者や地元の住民に受け入れられるよう努力をしていく

脳要がある。
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3 方向性： 課題に関して、論点を以下のように整理しました。

I 防災対策に関する社会の目標杢明示

II 多様な主体による取り組み杏且体化し、そのための環境整備を実施

11-1 個人、地域の諸国体、 Np O等による取り組み

11-2 企業による取り組み

m 且体の方策

m-1 地域や民間で防災まちづくりを進めるための方策

m-2 企業と市場の力をよりよく発揮させるための方策

m-3 社会と地域の「備え』を高める方策

m-4 緊急に実施すべき減災対策

n同J
W



~ I 防災対策に関する社会の目標棚示 ： 
~ 0 災害はいつ、どこで発生するかわからないので、防災対策は災害が発生し！
！ てからの事後対応が中心と思い込んでいなかったか。事前の対策や平時の備！
~ えを適切に行うことで、被害を軽減することは十分可能。 ~ 

• 0 このような事前の対策や平時の備えを適切に行うため、平時から「災害に i
. 強い社会、災害へ備えた社会」の実現に努力するための、具体的な目標を官 i

民が連携して提示し、社会全体で共有することが必要。 i 

~ 0 大きな目標を持って、行政が取組みを掲げていくと、結果として、企業の！
！ 防災対策を奨励、促進、誘導していくことにつながる。 ！ 

・~ .....U. 1’ I ＇ ~ , • ..J1.JI l _,• ...J出ll_•'...i』’ ～l 占l.lJI I~＇ ...Jl.I’l～＇.....U.1111 ~ .」出l I ＿•＇ー出什 ー，.占l.lJI I~＇ -..J』’～I .i.lJ.!111 ~ '"..JJ.I’I＇.，・・－出i’＿，.」」ll_+'..u』’ ～• ..t..11 11.,t 晶且l’ l」 · .....u.11 11 .. ・」」l＇－＂ ーω什 ー•＇ ..t..11 1' a↑A」u 1 • ... .....u.111・ .. ·-.....u. 11 1～ Iーω， 十 一九illl l _•'

（大きな目標のイメージ）

例：今後0年間で大規模地震による人的被害、経済被害を半減させる

0 この大きな目標を上記を達成するため、更に具体化した中目標、その達成に必
要な要因についての小目標などの下位目標を設定することが有効。

0 明確な目標（ビジョン）のもと、防災力を高めるための「戦略」を構築するこ
とが重要。

「災害に強い社会」とは、その構成員が ⑦備えるべき災害についての知識を
持ち、 ②人命・財産を災害から守るために何をするべきかを知り、③そのために
日頃から戦略的に準備する社会 である。
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~： n 多様な主体による取り組み巷具体化し、そのための環境整備を実施 ： 
n-1 個人、地域の諸国体、 Np O等による取り組み

① 防災が主目的でなくても・・・ （発想のコペル二クス的転換）

例えば：大切な人（家族、友人等）を守りたい
自分や家族が住んでいるまちを「もっといいまちj にしたい
この環境を守りたい、良くしたい 等々

市民が「より良い地域社会を築くための責任を持った変革主体」となるため
には、専門職にやってもらうのではなく、あくまでも自分自身が知識や技術を
持ち、自分で問題解決する能力を持とうとすること。

＝斗£ぷおζ品ぷμ酬（力を付けること）

「まちづくり』活動を通じて個人と地域が力をつける。皆で力を合わせ、
人ひとりがその人らしく活動する中で、地域社会を変えていく力をもっ。これ
が「まちづくり」のパワー。

結果として、これらが地域防災力を高めることにつながる。

0 阪神・淡路大震災では、多くの人が、近隣住民の方々に助け出された。

勉僧n:!.E万λのH≫

1調~r，..，・l!T
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阪神・淡路大震災では6,000人を超える

人が犠牲となったが、要救出者35,000人

のうち約8害ljの27,000人が家族や近隣者

により救助されたといわれている。



防災が主目的でなくても・ーについての意見

専門調査会（・）、「意見募集』（．）

・防災対策が重苦しいイメージにならないよう、できることなら楽しく発展につながる
方向に聞連づけだい。日頃からストレスなく安全の問題を考えることができれば、人

々の工夫やコミュ二ケーションが促進されるだろう。

・「楽しくて儲かる」、コミュ二ティービジネスはまさにそういうものだと思う。そうい
うものを何らかの形で支援できないか。

・地域において60代くらいの万が落書き対策など防犯で積極的に活動している例がみられ
るので、防災での活動ち期待できるのではないか。他方、 80代以降の高齢者は、災害時
に地域で50代の方の世話になることが多いと号、う。

・ホームヘルパーによる在宅ケアの充実は、発災時の高齢者の安全確保にも有効である。
また、ホームヘルパーが高齢者の住宅の防災性を点検することにすれば育効だろう。在
宅ケアは継続性のある活動であるため、防災活動に不足がちの継続性が確保できる。

．実際に災害が起きた揚合、一番易近にいるのは地域の人々であるので、普段からコミ
ュ二ケーションをとることが大切だ。

。「防災移動遊園地」（震度7ひ、っくりハウス、液状化実体験、津波シミュレーションゲ
-D.等）のような、ある意味ジェットコースターのように怖いけど、お金を払っても乗
りたいという逆の発想ち大切だと感じる。それを繁華街に企画展で巡回し、楽しく学
べる機会を無関I~＼層に提供していくことも必要O

。地域ごとに防災スタンプラリー（防災拠点を歩いて回る〉 を実施し、完走したら、「税
金の控除を受けられる」、「地域振興券を配位する」などで人を集める。一度参加すれ
ば、防災対策を行うペネフィットを感じることができると思う。
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② 防災まちづくり先進事例の発展パターン（モデル調査事業から抽出した賦案）
～ソフト的なものからハード的なものへ～

ぐ第一度第〉 地域lこ「共通の目標」（環境、福祉、教育、防犯等）で自主的
な活動が始まる

ぐ第二1.1111> イベント等を通じて、活動が広がりを見せる

ぐIf.El.I/II> ちょっとしたきっかけで「防災」に関する関心が高まる

ぐIfl!!ll.t/11 > 「 B方~J を意識した活動が日常的に展開する

ぐ＇l'fEl.tlll> 本来の活動のネットワークを通じて防災の取り組みが伝橋する

市民による自らの「防災工ンパワーメント（＝防災力をつける）」の流れをみると、

0 第三段階は、「街歩き』「助け合い』といったきかっけから「人的防災力」が向上

く平塚：防災街歩き＞ く早稲田：飛散防止フィルム貼りお助け隊＞

Salon de 

く目白 ：防犯訓練＞ く多摩田園都市 ：「防災溜まり場』＞

q
‘U 

4

・・・・



0 第四段階になると、参加者の知識も増え、「減災のための具体的な取組みJ、特に
「命を救う』ための住宅耐震化促進に関心が高まる。 （あくまでも当初の活動の延長

線であって防災は「隠し昧」だが、活動が日常化する。）その結果、物的防災力も高
まる。

く平塚：公開耐震補強工事＞

BRP 
〈ピヲ亭スサしーリンク’プラットフ弔－b.〕

圃薗・温1111'掘削t・S「． ．内‘"'1}）＂ど－，＂

凶圃臨 Z1 ~ ...I ）＞ 企 画

指事事f 句量電重量＇＼\I •可喧里~欣島E両耳畠回国盛J'l~·，時担量由・3

λ員五盛ヨ凶・Eヨヨs・ITT>ヲ〈哩RIUl
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く早稲田：耐震補強勉強会＞

く目白：まちづくり計画の
提案＞

く大丸有：活動体系の整理＞



0 第五段階の事例

く早稲田から入広瀬村へ伝播
震災疎開パッケージ下見ツアー＞
提供：全国商店街震災対策連絡協議会

く早稲田から豊野町へ伝橋：環境啓蒙活
動を担う「工コレンジャー」が震災対
策シンポジウムを実施＞

防災まちづくり先進事例のパターンについての意見

専門調査会（・）、「意見募集』（．）

・早稲田で、大丸育で、名古屋でこんなことをやっているともっと明確に分かりやすく
皆さんに話してもらい、だったらうちはお宅とだったらできる、というような進め方
をしてはどうか。

・防災活動を進めようと、毎日そればかりやっていてはとても大変。名古屋市では、日
常活動であるごみの出し方、分別の仕方を工夫することで、地域コミュ二ティができ
ており、保健委員がごみの出し万毎日見守っている。その活動の延長上で、防災活動
を進めている。

③ 「内発的」活動の重要性

「外発的」防災活動は、「防災訓練」「街歩き」という受け身のかたち。「内発
的j防災活動は、参加者に明確な目的意識がある。

「耐震化jのような課題は、行政の取組みだけでは不十分で、地域の内から
「おせっかい」がないと進まないことを認識した上で、効果的な取組みを模索。

一方、地域活動のイノベーター（革新主体）が一般の市民の関心を引き付け
る上では、行政との連携はそれなりに有用。（例：内閣府モテ、ル調査事業への採
択）

＝今 防災まちづくりが上記の第四段階にまで来ると、参加者は社会全体の防災目標
を十分共有し、内発的な取組みが具体化。防災行政とも連携した活動を展開でき
る。

F町一
V

4

・・・・



0 次のように地域資源の活用も始まる。

コミュニチィFMを事j用した情報システム
問
問
一．．．

 圃
－
E

聞
曹
司

一ー ー由－~~τa，司直司聾

安心『重蝿」ネットワーク
...IL.ti』

・町田•..a・

・・・・・.，.，”e唱

・回開・・... ・

内発的活動の重要性についての意見

専門調査会（・）、「意見募集』（．）

・事前の対応策を考える上でのキーワードは「参画型」。情報を知るという意味での参画
と、自らも対応するという意味での双方の参画が重要。

・それぞれのまちの地域防災力の自己評価の前提には、伺に対する防災かということが
当然あるので、その地域が抱える脆弱性をきちんと点検してみることが必要。

・行政と民聞がそれぞれの立場で取り組む事項を明確にすることが大事。例えば、国が
地域の取組みを表彰すると、その地域にプライドが生まれ、街が荒れなくなり、地域
活動が活発化する。

。日頃からいかにそれぞれの家の中まで入り、防災に係わって行くかが重要。地元の自
主防災組織・社会福祉協議会（民生委員）・大工組合等の団体が一緒になって取り組め
ば防災活動は司能。
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II-2 企業による取り組み

コ概念整理

※1 ※3 

防災（減災）ビジネス 業務継続（BCP)

※2 ※4 

リスク軽減投資
リスク転嫁（保険等）

ボランタリーな支援
地域貢献

コスト要因

0 「防災（減災）ビジネス」の市場が十分育ち、「リスク軽減投資』や「業務継続
計画（ BCP）」の取組みが十分行われ、そうした企業が適切に評価されるために
は、「情報開示Jが重要。

0 情報の非対称性を解消するための「情報開示』、「説明義務』に関する仕組みを
撞筆し、市場メカニズムを活用して、財・サービスや、企業の取り組みが適切に
評価される仕組みを構築することを目指す。

※ 「業務継続計画（BCP : Business Conti nu i tv PI an）』とは バックアップシス
テムの整備、バックアップオフ ィスの確保、要員の確保、安否確認の迅速化など
により、災害時に事業活動が中断した場合に可能な限り短期間で重要な機能を再
開させ、業務中断に伴う顧客取引の競合他社への流出、マーケットシェアの低下、
企業評価の低下などから企業を守るための経営戦略。

企業による取組みについての意見

専門調査会 （・）、「意見募集J（．） 

・都市ごとの地震リスク評価につき、 仮に東京がニューヨークやパリと同じぐらいのレ
ペルになっrcら、 国益としてどのくらい経済的なプラスとなるのかというマクロ的な
見方が必要。

・防災の 「プランディング： ブランド化」により、災害大国ゆえの仕組みゃ商品や教育
と倫理をアピールする。 防災配慮型製昂をてこに、 日本企業が世界市場に打って出る

『・1
4

・・・・



ことはできないか。

・企業の防災への自主的な対応や規格化について、日本の競争力をどう高めていくかと

いう観点から、政策的にも考えていく必要があるのではないか。

・日本は海外から直接投資を誘致してこなければいけない国であり、日本の ISOなど

の基準が世界的に男て遅れだままとか、中易ち不十分なら、やはり問題ではないか。
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、E 異体の方策 、
11 11 ·· 1111 1 1 州 l'•' .1111 1 •' ー

; m-1 地域や民間で防災まちづくりを進めるための方策 ： 
！①地域や民間で防災まちづくりを進める上での留意点 ！ 

• 1 ）取り組みの形態程度によって、必要な組織、資金も様々。例えば、取り組 h
. みが日常化すると、ボランティア活動では限界。常設の事務局機能や資金が必i
. 要となる。 . 

~ 2）現状、「防災まちづくり Jの活動が日常化している例は目新しく、効果的な取！； 組みメニューは必ず、しも豊富で、ない。（活動の持続性が確保しにくい） ； 
~ 3）具体の成果（耐震化、木造密集解消の進展等）に直結した活動はまだ少なく！
. なく、効果が見えにくい。

; 4）行政の対応が、個々の取り組み内容（防火、防犯、学校教育、広場作り、細：
i 街路整備等）により縦割りになりがち。（各取組みの連携がしにくい）

~ 5）活動している主体同士の横の連携、情報交換をする場が少ない。 ！ 

防災まちづくりを進める上での留意点についての意見

専門調査会（・）、「意見募集』（．）

・民聞がNp Oを立ち上げるときに大変な苦労がある。事務所一つなかなか押さえられ
ない。電話ちなかなか確保できない。 Np Oの申請をしたら、 県庁がちだちたして進
まないとかの苦労もある。また、この部分は民聞に任せるということが言えないと行
政として無責任。

・行政と民聞がそれぞれの立場で取り組む事項を明確にすることが大事。例えば、自治
会や商店街の活動が盛んになると、ボランティアによる事務局では対応困難となるの
で、その部分を行政に支援してもらいたい。

。阪神淡路大震災では、地元行政が苅応策を準備していなかっ疋疋め、ボランティア同
士が応援活動分野でぶつかり、また地元住民との意思疎通ができず、空回り した現実
がある。そこで、ある程度想定される災害に対して、教援活動対策案を準備しておく
幽要がある。
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：② 防災まちづくりを推進する環境整備 ： 
~ 1 ）まちづくり活動やNp 0 （注 認証を受けたNp O法人に限らず、広く非営！
~ 利活動をする団体を指す。以下同じ）の活動に対する各種支援策を有効に活用 M

~ できるよう、支援ガイドブック（まちづくり支援道具箱）を官民連携して作成 H
i する。また、地腫のソフト的な取組み客室揮する仕組みの構築を官民連携して i
. 検討する。 . 

' 2）各地域での先進的な防災まちづくりの取り組みを官民で掘り起こし、その活！
~ 動、成果、課題等を評価し広く紹介するポータルサイトを政府 （注：中央、地 1
！ 方の双方を指す。以下同じ。）が立ち上げる。また、 Np O等によるワークショ！
~ ップ開催を政府が支援する。さらに、緩やかなネットワーク化を政府としても h
~ 促進すること等により、取組みを一過性のものに終わらせない工夫をする。 ~ 

~ 3）防災まちづくり活動に対し、政府が継続的に適切な助言、講師派遣、相談に：
. 応じる体制・窓口を整備し、行政と民間の信頼関係を強化する。 . 

~ 4）防災まちづくりの取組みを「防災・コミュ二子ィビジネスI に発展させる立！
！ 上げを支援する仕組みの構築を官民連携して検討する。 ！ 

• 5）防災まちづくりに関連した地域肉及び地域聞の吏涜害支揮する仕組みの構築i
. を政府としても検討する。 . 

~ 6）上記の検討について、「抽蜘鐙活動相モデル研費I( P 2 6で後述）吋； 用する。

く施策イメージ・施策検討の方向性＞

大 市民、まちづくり団体、商店街、企業関係者、行政などが、ゆるやかに連携し
て、お互いの取り組みをネットワークする新しいNp Oも登場している。こうし
た、 Np Oと行政の連携が必要。

（東京いのちのポータルサイトのシンポジウムの様子）
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注 ：「東京いのちのポータルサイト」は、

首都圏を中心に、多様なまちづくり

活動を実践しているNp O、団体、

市民等がネットワークを結ぶNPO 

法人である。防災知識普及のための

c D作成、シンポジウム開催等の活

動を行っている。

提供：東京いのちのポータルサイト



(Np O法人「都市災害に備える技術者の会」認証記念シンポジウムの様子）

注：「都市災害に備え
る技術者の会」は、
技術者が横に連携し
て、 N PO法人を

結成。今後、専門

知識を活かした提

言や、一般市民向

けのセミナー開催

等を計画。

宮崎 災害発生後、被災地域と被災していない地域のまちっくり主体が協力して応
急対策に取り組む計画が生まれてきており、政府としてもこのような地域交流
を支援する仕組みの構築を検討する。その際、早稲田商店街の震災疎開パッケ
ージ（被災時に一時的に地方に疎開でき、それまでは各地の名産品を受け取る
等の仕組み）などが参考となる。

防災まちづくりを推進する環境整備についての意見

専門調査会（・）、「意見募集J（。）

・行政とNp Oとの協働が重要だと前々から言われているが、情報、連絡の不足によっ
て行政はNp Oの実態をつかみ切れていないのが現状ではないか。行政はNp Oとの
連携の仕方を考えていかなければならない。

・マンションなどの居住機能を災害発生後ち継続させるだめには、生活をどのように保
全していくかが課題。 一日も早く復旧させ生活が送れるよう、何らかのまちづくり的
な、コミュ二ティづく り的なちのが出1要。そういう意昧で、地域でのシステムづくり
が大事。

・防災まちづく りにおいて、 移動手段の確保として道路の流れをよくすることに協力し
ていく、といったことち発想すべきである。

・緑化基金などの基金の仕組みは既にあるので、防災基金を設け、 市町村が所有する施

設の利用時において、一定金額、ワンコインでも良いので、防災基金に寄附されてい
くような仕組みをつく ってはどうか。

・行政担当者、市民等を結びつけるには、さまざまな形での、専門家を派遣する制度ち
必要と思う。ハー ドなまちづくりに聞しては、専門家の派遣制度を多くの自治体が持

っているが、Np Oち芭めてちっと多様な揚に防災専門家を派遣していけるネッ トワ
ークづくりがちっと大事になってくる。

・大地震発生の切迫性がない地域についても、楽しみながら効果のある、地域の実情に
あっ疋防災対策に取り組むことが必要O まだ、切迫性の高い地域については、地域で
の取り組みを柑加するような行政努力ち必要となる。
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・災害の切迫性がある地域とそうでない地域の人々の聞I~＼がまちまちであるが、後者の
出易者が前者に行っているなど、相Eに聞係があるはず。そこを強調すれば災害の切

迫性のない地域の聞I~＼を高められる。

・大丸育の取組みに関連して、霞ヶ関・永田町地区についても、自主防災組織のような
防災の取組みを検討してもらいたい。

。被害が軽い地域から被災地への救援など、同一県内等において相Eに協力しあえる地

域組織体制が脳要と思う（都道府県聞でち良いが、むしろ市町村聞の協力体制）。

。自問努力は勿論であるが、全国的な防災ネットワークを強化すべき。行政枠にとらわ

れた予算化などは効率が悪い。どこでも災害が起きうるのだから、政治が主導する組

織っくりが！也l要O

。大規模災害は同じ地域で繰り返し起こりにくいため、経験が伝承されない。 市町村単
位での取組みでは経験の継承はほとんど絶望的。行政と市民の連携などについて災害

の経験を積んだ実務者に十分な権限を与えて、災害現地に派遣できるような制度を検

討することはできないか。

。高齢者関係の団体なら、高齢者の避難について案や問題点を提起するなど、専門家と
して特色を生かした防災対策を打ち出すほうが、連携していく上でもわかりやすい。

行政は企業・ Np Oを集めてその発表の揚を提供することと、調査・対策にかかる費

用の支援などが行えると思う。

。企業の社員の中にはいろいろな特技などを持っている社員がいる。そういった社員を

登録しておきボラシティアとして派遣する。
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~ m-2 企業と市場の力をよりよく発揮させるための方策 ： 
！①企業の業務継続支援 （←p 1 7の図の※3)

~ . これからの企業の防災対策は、個々の事業所ごとの対応ではなく、 災害時に H

i 可能な限り短期間で重要な機能を再開するための対応方針を、全社的な経営戦i
略として事前に準備することが重要と言われている。 . 

. ＝業務継続計画（B c P : Business Continuity PI an) 

！・企業の業務継続計画（BCP）で重要な視点は、『いざというときのための計！
！ 画』を作ることではな く、平時からのマネジメントに活かすこと。

i .業務継続計画（ BCP）は、経済被害軽減のためのもっとも効果的な対応の i
• 1つ。発災後の企業の業務継続を確保するため、平時から対策や備えを進める h
. ことを促すことが必要。 . 

; 企業の業務継続計画（脚）策定を促進するため官民連接して環境整備 ： 
！・首都圏、東海地震強化地域等における乏ぷ之乏αd鳳義賊競ゑ足！
！ 現釦思三~ゑ毘撮支ゑ業銀慈恵定するのを政府として環境整備安援 ！ 

BCP（業務継続計画）

危機：売主主伎の操葉，：~ · 型品ftl8·割合の低て 1万上と復旧期明の定埼

事輩

橿也

Jく ~
醤題起草

事主主

墨書曹界

脱
却
鞠
唱
団
噌
・
陶
器

’P
 

邑標
品種融

ー－J!J.樹也温世酒Wlil
．．．．．．．．’＇EKJP：星噂嘩¢喧由圏留

p 1 7を参照。※ 「業務継続計画（BCP）』の意味については、

-23 -



0 BC  Pを策定することの重要性は、同時多発テ口以降つとに指摘され、米国企
業を中心に多くの企業で導入されているが、わが国企業は、米国企業と比べ、導
入していない企業の割合が高いとの調査結果がある。

業務継続計画（BCP）の策定状況における日米比較

1:1..でいおJ
7町、

定している
.z l、

Z曹、

定していない
4司

令旬門岳~－.！：し
た目CP:竃槍'lt

~・

出典：KPMGビジネスアシュアランス（樹 「ビジネス継続マネジメント（BCM）サーベイ2002」

く施策イメージ・施策検討の方向性＞

失 業務継続計画（ B CP）のガイドライン害官毘連携して早急に賓室する。ま
た、規格化についても検討する。業務継続計画の要素ともなる「防災会計」 （各
種防災投資に関する費用対効果）についても検討を行う。これらのため、政府
と経済界との意見交換も恒常的に行う。

失 業務継続計画（ BCP）の導入と、それに基づく防災投資、企業と地方公共
団体との連携を促進するため、税制特例措置‘政策融資その他の宣橿措置の早

急な導入を目指す。

失 業務継続計画（ BCP）策定とその実行に関する知識、技能をもった「業務
継続計画策定士」のような資格を持った人材の育成を支援する仕組みを官民連
携して検討する。

企業の業務継続支援についての意見

専門調査会（・）、「意見募集」（．）

・企業としての機能がないことには地域支援どころではないので、スピーディーに企業
活動そのちのを立ち上げることは重要。

・ 「安否確認」は最優先事項。
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・個々の事業ごとの防災計画ではない、会社の経営戦略としての業務継続計画 CBCP) 
は、企業だけではなく国にとってち脳要な発想で、官民を挙げて研究していくことが

必要になってくる。

・自社の業務継続の対応としては、本社ビルとか工場の分散立地。それから、もう少し

広いガパナンスの問題、リスクマネジメント、そして周辺地域への対応の問題がある。

・製造業で、ある製品のシェアが非常に高く代替の効かないオンリーワン工場の分散立

地は、防災上重要な課題であるが、事前に行えるかどうかはなかなか難しい。

・業務継続計画 CBCP）は、パブル時に例えば証券会社でパックアップセンターをつ
くることが盛んに行われたが、今はあまり企業にその余裕がない。

・さまざまな防災投資への税制上の特別措置や、特別会計の一定率を災害基金ヘ積み立

てることはできないか。

・業務継続計画 CBCP）を維持するには平常時からコストがかかる。自社の目指すサ

スティナビリティ（継続性）を持つために生ずるコスト （二Bc P戦略への投資〕に

対して税制特例を設けるというのはどうか。

・業務継続計画 CBCP）に闘しては、企業からできることを提案してもらい、それに

苅し政策支援するスキ－D.が考えられる。例えば、 電力の回復目標、 シェルタ一、食

料の配給を伺人分というように、目標を約束して補助金をもらう。約束の内容は公開

し、守られるよう社会的な注目を集めるようにする。約束内容を公表すれば、これだ

け地域にコミットしていると企業のPRにもなる。

。阪神・淡路大震災当時、阪神間の緊急車車両の燃料消費量は、警察関係車車両で平常時の
2～3倍、消防関係車繭では100倍に達した。ガソリンスタンドは電動ポンプが停電

により機能せず、手動ポンプで対応しだため大変な労力と時間を要した。緊急時のエ

ネルギー確保を重点課題とし、対応策を講ずる！白要がある。

。企業については、まず自分自害が災害対策をきちんととって、災害が発生しても事業

継続ができるようにすることが必要。また、自社の製品・商品に防災性能を織り込む

ことち重要。そのうえで、地域への支援、さらには経済復興への貢献を果たしていく
ことが求められる。

F町一
v

n
J』



！② 「民間の力」の活用方策（企業の減災投資、地域貢献等）
i （←p 1 7の図の※2及び4)

i . 「民間の力』を活用する上で、減災投資や地域貢献がコスト要因と認識され i
i がち。 i 
！・必要な貢献は、地方公共団体との協定で位置づけ、企業の一方的な負担とな！
. らない工夫が必要。（地域防災計画へも位置づけ）

！・企業の取り組みに関し、何らかの規制等が障害になっていないかどうか、政！
司 府として現状把握が必要。（例 生活必需品供給業務等の円滑な継続に向けた環 1
！ 境整備）

（ ベストプラクテイス事例を収集、公表する仕組みを官民連携して構築。

く施策イメージ・施策検討の方向性＞

安 企業も、大規模災害発生時には、企業特性を活かして地域のために様々な活動
を展開。最近では、地方公共団体と事前に協定を締結する場合も増えている。

自動車修理工場による防災訓練

（自動車修理工場が、災害時の道路
啓開作業を、自治体との協定に基づ
き実施する事例）

例えば、建設事業者が地域で「安心重機ネットワーク」を構築しようとする動
きなど。行政との連携のあり方について検討が必要。

大 企業が協力できることを提案する機会を設け、必要なものは地方自治体の協定
に位置づける。

女 各地域の特性や災害危険性等を踏まえ（首都圏、東海地震強化地域等）、 モデル
地域を選び「地域防災活動計画モデル研賓｜を政府として推進する。本研究では、
災害を想定し、発災直後から数時間、数日、数週間、数ヶ月、数年後等の各局面
で、当該地域の企業や防災まちづくり主体と行政が、協力して行うべき活動、そ
のための各種課題（規制の取扱い等）を検討壁理し、具体的な対処方法等を研
究し、公表する。官民の関係者が平時から準備しておく仕組みのモデルとし、防
災に向けた企業等の活動の促進も図る。

＝今発災後にどのような規制等があるか、あるいは必要となるかを事前に確認する
こと、また、 それらが企業の協力や業務継続の観点から課題がある場合にその
点を事前に議論検討しておく ことは意味がある。
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「民間の力』の活用方策についての意見

専門調査会（・）、「意見募集』（．）

・オフィス街で大量に発生すると言われている帰宅困難者は、家族の安全が確認できれ

ぱ家に帰る必要性が少なくなり、その時点で帰宅困難者という立場から、その揚で活

躍するレスキュー隊になり得る。この意昧でも、安否確認システムの確立が重要。

・全国約4万のフランチャイズチェーン協会加盟店で、トライアルを重ねることにより

防犯防災対策をやろう、地鼠の力添えになろうとしている。

・コンビこには被災情報や地域の情報が集まってくるので、 被災地の情報をPOS  C販
売時点整理）システム等を利用して情報発信する基地としての機能ち持たせられない

か。また、コンビ二ががんばれば、自治体が様々な防災用の備蓄の在庫を持疋なくて

もよいのではないか。

・防災タクシ一、コンビ二、ライフライン企業からの情報を統合して行政に集約してい

くことはできないか。

・コンビ二業界としては、 警戒宣言以降ち住民への物資提供のため、店舗への商品供給
・配送車および店舗相談員が使用している車の緊急通行を認めてもらいたい。

・緊急通行車車両の通行手続が複雑で2段階の届出が必要なだめ、簡素化してほしい。ま
た、県外からの物資搬入車についても、一元的に受け白けてもらいたい。

・各社への協定締結申し入れは市区町村単位が多い現状であるため、県が主導して、県
単位にまとめるように調整してほしい。

・防災力向上のための規制強化に聞しては、市場活動に過度な負担や支障が出ることは

避けるべきである。

・情報連絡については、 電話やテレビ等既醇の情報媒体の議論になりがちであるが、例
えば広告業界と連携して街なかの広告媒体を活用するなど、従来とは遣うアブローチ

ち考える必要がある。

・「災害緊急時区」を制定してはどうか。災害後は通常の制限や規制を緩めていくこと

はできないか。

・被災地においては、海外の医療団を受け入れて、医療行為、薬品の規制などが緩めら
れないか。

。個人の努力には限界があるので、企業の防災意識向上が求められる。全国企業に従業
員が3日間企業に残っても対応司能な食糧備蓄を義務づける。余力があれば地域への

放出等を考慮する。このような防災対策にかかる費用は、税制面での優遇を図るとと

もに、防災対策に聞する企業施策を評価できる客観的な指標を作成し、高得点企業に

は融資等で優遇するなどを考慮する。

。企業が育事の際に地域共同体に提供できる構造物（屋外や地下の貯水槽、貯蔵庫）を
建設するのを推進する補助や税制優遇措置が欲しい。

『・
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、③ ビジネスとしての防災対鎌促進 （←p 1 7の閣の※1) 

II' .. I fl I.・＇11

ii 
！・ 防災ビジネス市場の育成方策を政府も民間とともに検討する必要がある。 ｜！ 

'! 
－－今後増加が見込まれる不動産証券化に伴うデューデリジェンス（精査）に際 11

' し：求められる建築物の地震リスク評価 （PML評価）を官民ともに適切に活用ii
' する ij 

'! 近年関心が高まりつつある「社会資本のライフサイクルマネジメント」の考

.•• え空·~~~ ，：.空と.~~~：：~~~.~~片手空守円モ川」叫. ... ... ~ ........ ~ ....... , i! 

く施策イメージ姉策検討の方向性＞

安 防災どジネス市場が育つためには、そもそも、防災に関する情報が柱会で十分
共有されていることが必要。

女 耐震性に優れた建築物、防災性能が高い商品サーピスを開発し提供する企業
の情報などを、広く祉会に伝える仕組みを官民連携して構築する。

＝。 例えば、そう した商品、 サービス等に r動鐙マークiを付与する仕組みを具
体的に検討する。また、必要な防災性能に闘しては、 Illlit魁JIStのような規
絡化を検討する。

（商品への防災性飴付加）

テレビの転倒防止策
－滑り然ち防止

初；ヌ：R

（防災関連サーどス）

引っ越し波容の家具転倒防止サービス
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女 防災性能の高い商品、サービス等を紹介する機会を官民連携して増やす。

（第8回震災対策技術展）

大 不動産証券化に際して行われる「地震予想最大損失（ PML）』評価等に関する
情報収集と、環境整備に関する検討を官民連携して行う。

ビジネスとしての防災対策促進についての意見

専門調査会（・）、「意見募集』（．）

・防災マーク、防災デザインの普及はできないか。

・官民連携した災害に強い社会（ネイション・プリペアド）という言葉があるが、例えば
防災対応のデザインでプリペア・デザインのようなものも考えてもいい。

・ある家電会社では、 TVの転倒防正装置を開発し、商品に組み込んでいる。

・小型のコンビューターはパッテリ一機能がついているが、大型電化製品にはない。電
気がストップしても、機能力t止まらないような仕組みを開発してくれるとありがた
しla

・家電製品メー力ーなどの技術開発に朗成することもあってよい。

・19~えば工レベータ業界では、災害時の事故苅策に多くの現場要員を投入しシステムを組
んで取り組んでいるが、そのような努力をしている企業を積極的に評価していくべきで
ある。

・ポケベルのような警報受信装置でシンプルなものはかなり安い。それにGPSの機能を
つければどうか。地図上にプロットできるので、どこに人がいるか分かる。津波で逃
げ遅れた揚合ちすぐわかる。 月数千円で済む。

・今後は、欧米のように、 専門的に災害に対応する危機管理会社へのニーズが出てくる
と思う。

・海外には、被災直後に事業の早期復旧を目指す災害復旧専門会社がある。保陳会社の
保陳料の支払い負担が減る反射的利益ち出てくるかちしれない。このような企業を日
本でも普及できないか。

・火災や水災等の被害から速やかに修復させる業種ち、 復旧速度を上昇させ、コストダ
ウン ・廃棄の削減につながるという意昧で、今後日本に普及すると良いと思う。
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・ライフサイクルマネジメントの観点から、新しいピルをつくるのではなく旧耐震の既
醇ビルを新耐震ピルに転活用する動きが出ている。そういう事業を行う会社が復旧支
援ビジネスに参入する司能性もあるのではないか。

・引越会社が家具転倒マットを設置するサービスを始めた例のように、普段、防災を意
識していない企業が防災にビジネスチャンスを男出したり、あるいは、福祉や介護活
動から防災に発展していつだりという流れを政策が後押しすることによって、防災ビ
ジネス市場が広がる。

。商品等に「防災マーク」を柑与することに賛成。現在、工コマークや環境ラベルなど
が普及してきでいるが、同様な努力が必要と思う。

。防災グッズや防災の新工法の公開コンペをやれば、企業としては費用がかかってち広
告宣伝費として考えられる。

：④ 「市場の力』の活用、企業評価、防災規格の検討 ··~ 
！・耐震性に関する情報開示を徹底することや、不動産証券化において地震リス！
！ ク評価（ p M L評価）を活用することで建築物住宅の耐震性を高めようとす！
~ ることは、「市場の力」活用の典型例。

』・耐震性以外の分野でも、「市場の力」 を活用するため、官民連携して、情報開』

' 示情報提供を徹底する必要がある。弓「防災マーク」もその一例。 ' 

. .企業の防災投資や防災マネジメントが、投資家から評価される仕組みを官民 H

！ で構築することも有益。弓企業の社会的責任（ CSR）、社会的責任投資 （ SR~
• I ）の考え方を応用。 . 

i .防災格付け、防災パフォーマンス指標を官民連携して開発し、政策融資等と i 
i 連動させることを検討。 i 

~ 個々の商品サービスだけではなく、企業の業務継続計画（ B CP）のよう ： 
なマネジメントの手法ついても規格化について官民連携して検討。

. .企業のリスクファイナンスの仕組みについて、官民連携して必要な情報を収 h
i 集し、課題を検討。 i 

く施策イメージ・施策検討の方向性＞

女 官民連携して企業の「防箆パフォーマンス指揮lを開発し、「防箆CS R  Iに関
する検討を行う。（注）企業の社会的責任（ CSR : Corporate Socia I Respons卜

bi I ity) 

大 防災関係で必要な規格化に関し官民連携して検討を開始する。

宮崎 リスクファイナンスの実情と課題に関する調査を官民連携して実施する。
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「市場の力』の活用、企業評価についての意見

専門調査会（・）、「意見募集』（．）

・特に都市部のピルについては、防災に対応したピルが市場で高く評価される仕組みを

どうつくっていくかが重要。

・約束力t守られたら加点するというように、企業の防災努力をできるだけ評価するよう

な仕組みをつくっていく！白要がある。

・企業の社会的責任（CSR）の評価項目の中に防災が今後入っていくのではないか。

・企業が減災ビ、ジネスを進める上では評価基準が必要である。

・現状の環境揺（寸融資制度に、例えば、防災の項目を少し入れていくということが当面
できることと考えている。こういう動きが、防災ビルファンドや、防災SR I C社会

的責任投資〕ファンドという動きにつながっていけばいい。

・社会的責任投資（SRDならぬ「防災責任投資ファンド」の新設・運用はできないか。

・企業ち、アメリ力型の短期経曽の成果を問われる時代だと、目先の利益を出すことに

汲々として、長期的な目で環境投資とか、防災投資をしていく点がなおざりになる面

がある。政府と企業との聞で論議を積み重ね、どういう回線で経営を進めていくかに

ついて毛、政府の側から注文 ・意男を企業に出してもらえればありがたい。

。企業の防災対策の推進には、防災対策にどれだけの費用にどれだけの効果が予測され

るかを示す「防災会計」のシステムと、それに対する税制上の優遇制度が~要。まだ、
防災（地震・台風・火災等）に対してどの程度の安全性を確保（あるいはリスクを保育〕

しているかを示す「防災揺柑け」ち育効と思う。「防災会計」や 「防災搭白け」毛、

単なる修繕や設備増強と防災投資の線引きをきちんとすることが前提。

。企業の役割は、一日ち早く営業を再開することと考える。この意味で、耐震化や室内

の安全対策、緊急連絡網の整備、社員の安否確認システムなど、対策について評価・

公表し、優れだ企業には防火対策の丸適マークの普及が必要と思う。ただし、現状の
丸適マークはあくまで外観上のものとすれば、例えば、社員の居住する地域での防災

活動への参加ち選定に加味するなど、ソフト面での地道な努力が実を結ぶような視点

ち！白要と思う。

。ライフラインなど生活基盤、産業基盤の維持保全、それに専門技術による防災力の向

上が大切。企業の取組み評価については、国や各自治体レベルで企業の取組みを評価

し、公表するイニシアティフ刀t必要と思う。いわゆる企業の社会的責任 CCSR〕の中

に地域防災への対応を入れるという方法ちあり得る。

。企業として防災対策に積極的に協力している揚合、社会にちっとアピール （製品に防

災協力企業としての表示等）して企業を評価すべきと思う。まだ、協力の仕方毛、ラ

ンニングストック・防災協定等、具体的に公表することにより、普段あまり目につか

ないところでち色々な防災活動が行われていることを知ってもらいだい。企業として
も企業イメージの向上につながり良いのではないかと思う。

4
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防災規格についての意見

専門調査会（・）、「意見募集』（．）

・機械や装置開発の戦略的な推進法としては、各種製品やシステムの防災基準を設定

し、その基準を海外にちアビールする方法がある。

・ユニバーサル・デザイン等は、今 ISO規格で日本が中山になってやっている。日本

は災害の発生という面ではハンディを抱えているが、逆にそれを利用して、規格で世
界市場に打って出ることでビジネスにつながらないか。

・ISOld:民間主導でやっている。そういう仕掛けを防災に限らずあらゆる面で、日本独

自のちの、あるいは世界共通のものを目指し、導入できないか。

・規格化となると、ハコモノ整備に時間がかかり、本当の意昧での充実につながらない
おそれがある。

・普及した製品や方法はそれ自体が何らかのスタン夕、ードになり得る。そのためには、

企業が防災製品などを普及させれば、普及させたこと自体に成果を認めて、普及度に

応じて後から補間金が追加されるなどの制度が考えられないか。

。環境の13014000、昂質の9000シリーズのように、防災ち企業活動として評価する
仕組みが定着すれば、企業はもっと真剣に防災に取り組む。企業の社会的な貢献のひ

とつとして日本では防災、特に地震防災への取組みを評価すべき。

。環境マネージメント規格 CISO）を取得済み、または今後取得しようとしている企

業が増えている。将来、国際規格まではいかないが国家規格として防災マネージメン

ト規格を策定し、それを取得するまでの優遇措置がなされればどうか。
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~ m-3 社会と地域の「備え』を高める方策 ： 
！①情報共有化の促進 ！ 

~ . 「防災情報システム整備の基本方針」に基づく行政機関内の情報共有化だけ H

i ではなく、官民における防災情報共有化も促進する。 i 

‘ 防災情報共有プラットフォーム、ポータルサイト等の構築を政府として進め！

iる。 i
！② 防災情報の普及 ！ 

i .民間と市場の力を活用した防災情報（防災マーク等）及び防災情報システム i
. の普及を官民連携して推進する。 . 

. 災害時要援護者（障害者、高齢者、乳幼児、外国人等）に対する防災情報提 i
i 供体制を政府として推進する。

！・地域メディア等を官民連携して活用する。 ！ 

く施策イメージ・施策検討の方向性＞

大 平成 17年度までに、防災関係機関聞を横断した情報共有促進のための監盆量
報共有プラットフォームを政府として構築を目指す。防災情報共有プラッ下ヲ子
ームの技術仕様は公開型とし、地方公共団体や住民などの活用・連携が容易なもの
とする。

大 平成 17年度までに、防災情報ポータルサイトを政府が構築を目指す。

大 障害者施策担当部門とも調整を図りつつ、聴覚障害者緊急災害情報保障調査・訓
練事業委員会に参加するなど、政府として、災害時要援護者に対する防災情報提
供体制の具体化を図る。

的確な防災情報の提供と共有化促進策についての意見

専門調査会 （・）、「意見募集J（。）

・メーリングリスト等、個人が参画できる機会を様々に確保することが重要。それでも
機会がない人たちをどうインコーポレートしていくかち検討するべき。

・障害者の方々のタイプ別避難場所の事前の周知徹底が必要である。

・旅行者などの外国人ち含めて、 誰ちがどこにいても防災情報が伝わる方法の充実が脳
要。
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・災害後はミクロな現場情報の包括的な提供手段が必要である。

・携帯電話は非常時の連絡手段として有効であるが、携帯電話が常に使える状態である

とは限らず、公衆電話ち減っているため、災害時の安否確認手段を複数確保すべき。

・警察、消防、国交省、ライフライン、コンビこなどなどの情報を統合する仕組みへの

取組みは大々的に始めて欲しい。

・防災情報プラットフォームは今まで行政の縦割りの範囲での情報共有化を横に広げよ
うとするもので、それを自治体や民間へも広げてほしい。

・災害時におけるコミュ二ティ FMは有効であるが、平時における維持・経営が大愛で

ある。地域にあった維持のシステムを構築することが必要である。

・守口市のコミュ二ティーFMでは、消防車の情報がFMで聞けるということから視聴
率が上がっており、まだ、放送終了後の深夜にち消防本部から随時情報発信が司能な

仕組みができている。そこで総務省消防庁の「防災まちづくり大賞」に選ばれた。

。CATVの普及が著しいので、「防災チャンネjレ」を開設して24時間防災情報を流す。

。日常的に防災を意識するためには、常日頃から防災に関する情報を目にすることが！白

要。パス停や駅のホームなどの待つことが必要な揚所に、 災害発生の情報を知らせる
電光掲示板を設けたり、防災に対する情報掲示板を設けたりする。

。県・市町村レベルでそれぞれの地域が内在するリスク（地盤、構造線など）や過去の
災害事例を、 積極的に情報開示していくことが必要。古地図を調べるだけでもかなり

のことがわかるはず。

。全国レベルで災害体験を集約、データベース化し、これを地域住民に提供し、地域住
民が多種多様な災害体験を共有できるシステムの構築が、国の行うべき防災対策とし
て考えられる。

。少なくとも町丁目単位（あるいは1km、500mメッ シユ〉で、どのような被害に
なるか、建物・設備の伺処が問題なのかの想定情報を示す必要がある。

。プラッ トフォームとして、 市町村などが地域防災センターに統合型GIS C地理情報
システム）を導入し、 Gp s （全地球測位システム）を解読できるシステムを導入す

る必要がある。

。1人暮らしのお年寄り世帯など、 災害発生時に支援が脳要な世帯や家屋などを行政が

調査し、各地の市民団体・ボランティア・企業が一定地域を担当すること （災害発生

時の安否確認や支援物資の提供など）を平時から取り決めておく。訓練ち！白要。

。日頃からいかにそれぞれの家の中まで入り防災に係わって行くかが重要。地元の、自

主防災組織・社会福祉協議会（民生委員〉 ・大工組合等の団体が一緒になって取り組

めば可能。

。ホームページなどで協力者（ボランティア ・企業）の登録システムを構築。実際に災

害が起こつだとき、それぞれがどのように動けばいいか概要を提示しておく。災害発

生時にはメール等で登録音にそれぞれすべきことについて案内する。
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。ガソリンスタンドは、避難誘導マップの掲示を行う。また、 防災行政無線の拡声器が
少な過ぎるだめ、財務省が所管できるタバコの自動販売機に、 1広声器と災害情報の
ディスプレイを順次配置した万が良い。

：③ 防災教育、人材育成 ： 
！・各地域の特性を踏まえた特色ある防災学習の取組みが活発に行われるよう、 ！ 
！ 政府として環境整備を図るとともに、 Np O、ボランティア等との協働による！

. 人材育成方策を推進する。 ー

く施策イメージ・施策検討の方向性＞

大 民間やNp O等で取り組んでいる防災教育、人材育成関係の取組みを政府が支
援。

大 国の施策としても防災教育に取組み、防災意識の向上を図る。

女 各地のベストプラクティスを紹介するサイトを官民連携して立ち上げることを
検討。

（参考）
O防災教育チャレンジプラン

防災教育チャレンジプランとは
雪子里てで型民宣伝主将兵吾文明治超現主主l..J].醤詮L室主活墓園
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防災教育、人材育成の推進策についての意見

専門調査会（・）、「意見募集』（．）

・防災知識の普及、啓発活動が重要。企業内での防災研傷や、地域コミュ二ティなどで

の勉強会に用いることができるよう、ビデオ等のビジュアルなツールを整備すること
で、より手軽に、かつ効果的な教育ができる。

・生涯学習という形で、小学絞から高齢者までさまざまな学習の機会に、防災という力

テゴリーあるいは科目を散りばめておくことが！也i要O 生涯学習という体系の中に防災

が一つの持講として荏在するのではなく、さまざまな教科にすべて防災風味がついて

いく生涯学習の体系づくりが！白要。

・学校教育の揚において毛、運動会などで防災訓練的な要素を含んだプログラムを取り
入れるなど、幼少時から易近に防災活動と接するような工夫が有効である。

・学校でも防災・防犯について教えなければいけない。年少時から体系的な学校教育を
行うなど、国が施策として防災教育に取組んでいくことにより、 防災意識の高い国民

が育成されるのではないか。

・災害における自己責任原則というものを、ちう一度はっきりと各自が認識しなければ
いけない。

。防災の研修はすべて、自治会防災会長の推薦状をつけるようにすると、「あっ、うち
の自治会の中には熱I~＼な人ちいる」と分かり、即戦力となっていく。

。小学校｛~学年からの教育が！白要。今後、学習指導要領を改正し、学校教育の一環とす
ることが必須。

。内閣府がNp Oに委託実施している「青少年における防災教育プログラム」は、防災
・防犯啓発を推進しつつ、かつ、 Np Oの側面支援にもなるという画期的な取組みで
あると思う。

。今後は参加型の防災教育プロク、ラムを開発する必要があり、参加者自身が「自分たち

には伺ができるのか」、それを害え、学び、行動する1男を提供すべき。

。防災教育は楽しみながらやらないと続かない。まち中の探検による防災マップの作成
や防災ゲームなどは小学生に効果があるのではないか。例えば、総合学習の時間を活

用しだ防災教育が考えられるロ

。子供たちに悲惨な状況、また救援活動に携わった人々のことを紹介し、ちし自分の住
んでいるところで起きた揚合はどうするのか、それぞれの考えを出させる機会をつく
ることが大切。

。地域の図書館や公民館での座談会や体験談掲示などは一定の効果があると思う。

。数市町村に1名程度の割合でよいので、防災知識、↑青報の普及を行う専門家（自治体職

員あるいはNPO等）を配置し、数年で交代するのでなく少なくとも10年以上その職務

に専怠し、 「ホーム ドクター」的役割を担えるようにすべき。Web等で、多くの情報
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は整備されつつあるが，これらを使う主体が明確になっていない。

。「防災のプ口」を育成し、かっその人聞がそれを業として生きていける体制を目指す

べき。（1）本来「最前線の防災のプ口」であるべき市町村の防災担当が2、3年交替の
素人であること、（2）総務・消防防災系部署と、肢術的知識のある土木建築系部署が
必ずしちよい連携のないままであること、（3）防災に関する指示や情報がバケツリレ
ー式に伝えられる構造がありとぎれやすいこと、の3点が日本の防災対策の大きな欠
陥と君、う。

。日本人はテレビメディアに接している時聞が長いので、人気ある気象予報士の天気番
組のように、鏡舌なキャスターによるわかりやすい番組 （内容は地震や火山の基礎的
なことから防災対策、地震予知など幅広く）が短時間でちあるといいと思う。

。補問金をどのように使用すれば良いかの知識に欠けている。自治会員それぞれが遣う
物を必要と考え、どのような被害が自治会を襲うか想定できない。そこで、伺が必要
かということを提言してくれる専門家の派遣を得たい。

。防災意識の向上のためには、公共建物（特に学校）の耐震化を早急に進めるべき。Jj¥ 

中学校の耐震性は充分あると思っている市民（親〉が大半。54%ち耐震性なしの学
校があることを知ったら驚くと思う。 100%耐震化の目標を立て、どの学校に耐震

補強が必要か、耐震補強をする揚合に補強方法、費用、期間等ち含めてすべての情報
を開示するべきであると思う。

：④地震保険の普及 ··~ 
. .災害に備え、国民が保険に加入することは、被災者個人の生活再建だけでな i
. く、地域の早期復興という点でも重要。 . 

！・火山噴火、地震または津波による災害は火災保険では担保されないため、こ ！ 

！ れら被害に対しては地震保険が有効。 ！ 

~ よって、地震保険の官民連携した一層の普及促進が重要な課題。 ー

0 地震保険普及率は平成15年3月末現在で16.4%と、決して高くない。

20%目 地震保険世帯加入率の推移（全国）

16 

16. 2 16. 4 

12 

7 6%  （平成7年1月末阪神・淡路大量災発生時 ）

よユ
1 6 4 % （平成15年3月末） 資料提供：

（社）日本損害保険協会

1994 1995 1996 1997 1998 1999 2日D日 2001 20日2 20日3
各年3月末

『・
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く施策イメージ・施策検討の方向性＞

大 地震保険を普及させるため、地重保険料樫除などの税制特例措置の導入を目指
す。

* 地震保険は政府の制度でもあり、普及には住民との直接の窓口でもある地方自
治体の協力も必要である。

地震保険の普及促進策についての意見

専門調査会（・）、「意見募集J（．） 

・地震保隙の普及率を高めるためには、建物の構造や地域によって火災保陳や地震保陳
の料率に差があるということの周知や、地震保践に入っていた揚合の税や住宅ローン
金利の面でのメリットによるインセンティブ誘導の検討などが必要。

・地震保陳で、全世帯が加入し、立派な防災対策をやっているところは料金を値引して
いくようなシステムはどうか。

・各県、市町村でつくっている地域防災計画に地震保肢の普及を盛り込んでほしい。ま
だ、各県、市町村の広報誌に掲載してほしい。

・火災保股や生命保肢を柑けた揚合に、支払った保股料の一部が課税対象となる所得か
ら控除される制度があるが、地震保陳にもこの制度が導入されれば普及拡大へのイン
センティブとして極めて育効と思う。

・保践でリスクが軽減されると、予防努力の減少を招くおそれがある（モラルハザード
）ので、注意する必要。予防努力へのインセンティブとセットで議論するべき。

。個々人に対する行政の支援としては、地震保験料の所得税に対する控除制度が育効と
考える。補償の対象範囲を地震火災のみに限定する商品を用意して保陳料水準を抑え
たり、保験料が高くてち万全な備えがほしい人のために住宅再建に十分な補償額を設
定できる商品を用意したりといった、商品の多様化の工夫ち検討の余地がある。

。地震保険の普及率向上には商品の魅力向上が不可欠。官民の協力で保陳料負担を抑え
つつ、 100%補償される完全な商品とすべきことち検討してはどうか。

。災害で住宅を失ったちのに対して金銭支援をする動きが加速化しているが反対。私有
財産制のもとでは、自分の財産は自分で守るという意識を行政は、市民に植え白ける
ことが必要。積極的な地震保陳の活用が望まれる。
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~ m-4 緊急に実施すべき減災対策 ： 
！①住宅建築物の耐震化 ！ 

~ .政府として今後数年間の首都圏、東海地震強化地域等における公共建築物、 H
i 住宅等の耐震化目標を設定し、補助、融資、税制上の措置等、効果的な施策を i
. 組み合わせた重点的取組みを目指す。 . 

; 学校、病院等の災害発生時の拠点となる重要な公共施設の耐震化をその管理：
者が緊急に実施する。

~ .住宅等の耐震化を進める上で障害となっている原因、これを解消する方策等 h
~ を官民で検討し、総合的な耐震齢断 4耐震化促進施策を講じる。 ~ 

~ 家具の固定等の安全確保対策についても官民連携して知識を普及し、家具等：
~ の防災規格を制定する。 . 

0 住宅の耐震化は、人的被害軽減にもっとも効果的な減災対策だが、なかなか進
まないのが現状。

全住宅数

約4,400万戸

緊急に耐震化を進める必要のあ る住宅数

S56年以前建築

約2,100万戸

うち耐 震 性が不足 約 1' 4 0 0万戸

平成10年住宅・土地統計調査 （総務庁｝国土交通省推計

0 免震住宅、家電製品固定なども、普及率がある程度まで高まると飛躍的に市場
が拡大する可能性。

く施策イメージ・施策検討の方向性＞

女 住宅の耐璽化杢促進するための税制l特例措置の 17年度からの導入を目指す。

大 耐震改修は費用負担面等から着手しにくい世帯が多いのが現状である。まちの
工務店が行える筋交補強など、比較的安価な住宅耐震化に住民自らが取組みを始
めることが大切である。
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大 情報の非対称性が耐震化が進まない原因の 1っと考えられることから、中古住
宅の取引において、「耐璽性盟問責任制度（仮称） I導入を官民で検討する （下表
の通り、他の制度と比較しても導入の妥当性は十分にある）。

約 15 0万円の価格差で、 50%の人が耐震性の高い住宅を選好するという調
査結果もある。耐震補強、免震等の工法等に関し、適切な情報を提供する仕組み
を構築することは、情報の非対称性解消の観点からも有用と考えられる。

宅地情報（地盤、災害履歴等）やオフィスビルの耐震性についても同様の措置
を検討する。

各分野における説明義務の目的と担保する法制度

目的 制度

医療 生命・身体の保護 医師の説明義務（不法行為、契約責任）

自己決定権保護

医薬品・食品 生命・身体の保護 承認申請で最低限安全性を確保表示義務（薬事法44条、
50-53条〕、食品11項目

消費生活用製品 身体保護 マーク制度

情報格差の是正 情報提供義務（消費者契約法3条、 不法行為、契約責任、
錯誤、詐欺）

金融 情報格差の是正 金融商品販売法3条

自己責任 説明義務（不法行為、詐欺、錯誤）

不動産 情報格差の是正 重要事項説明義務（宅地建物取引業法35条）

説明義務（不法行為、詐欺、錯誤）

身体保護は？ 耐震性説明責任制度の役割

出典 「既存不適格住宅の耐震性向上に係る社会技術の研究」

村山明生・古場裕司舟木貴久 ・城山英明畑中綾子 ・

阿部雅人・堀井秀之 一 社会技術研究論文集 Vol1.338-351目 Oct.2003 

住宅・建築物の耐震化についての意見

専門調査会 （・）、「意見募集J（。）

・災害時でも自分の家にいられるのが一番いい。そのためにち耐震化が重要。

・個人住宅の耐震化に聞して、固定資産税軽減や所得控除など、税制特例措置を検討で
きないか。

・耐震化のメリットは地域全体に及15¥o地域全体で費用の一部を負担することも検討し
てよいのではないか。

・耐震性は不動産市場で適切に評価されていないのではないか。免震性を売り物にする
物件ち最近は増えてきているが、 不動産市場できちんと評価されるような仕組みを横
討すべき。
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・耐震補強工事の効果がよくわからない、手阪き工事をされるのではないかという懸怠

（情報の非対称性〉が補強工事をだめらわせる大きな原因ではないか。

・リフォームや住まいの点検はまとまっ疋出費がいるし、その質が担保されていなしlo
モデル改倍例を地域の人に見せることで耐震改修ち広がるのではないか。

・家を売るとき、貸すときには、耐震の診断を義務づける。耐震診断が良い結果を得た
ら高い値段がつき、悪い結果が出たらそれなりの安い値段になる仕組みが現実化する

と、みんながちっと自分の家の耐震性に興昧を持ってくる。そのような仕組みづくり

をぜひ進めたい。

・耐震改修については、県に登録している複数の業者を指定し、合男積りによりそこか

ら選べばよい。また、業者は診断を実施し、自社の改修技術ち宣伝してよいことにす

ればインセンティブが働く。

・地域ごとに最初に手をあげだところに政府が耐震改修のお金を出す。1割か2割の自

腹で耐震改修を行い、その代わりモデルハウスの役目を負ってもらうのも、普及のひ

とつのアイデア。

・スーパーでは施設の耐震を売り物にしようとしているところもある。耐震促進する企
業が勝ち組みになる要素になる社会になっていくと良い。

・公共施設には耐震診断を義務白けることにしたらどうか。 義務柑けと融資とをセッ ト

で制度化すればよい。

・受験生を抱えている家庭等、すぐに耐震化ができない揚合には、家具の固定だけでも

推進する。家具を固定することは壁の耐震化と同じ効果がある。家具の固定が防災規

格の対象にならないか。

・学校の耐震化の取組みについては、進まない原因を明確にし、財政問題、 意識啓発、

方策等をきめ細かく表現するようにした方がよい。

・ホームヘjレ／＇＼ーが高齢者の住宅の防災性を点検することにすれば有効 だろう。 在宅ケア
は継続性のある活動であるため、防災活動に不足がちの継続性が確保できる。（再掲）

。意識していなかったが、 マンションを借りるとき耐震性ち情報にあつだほうがいい。

。必要なのは、信頼できる耐震化の相談按術者の育成。個人は建設関係者に相談すると
すぐにビジネスの話をされたり、手阪きされるのではないかと疑い、躍躍する。

。耐震診断（改修〕しているにち拘らず被災した揚合には全額補償する制度をつくる。

。高度成長期に建てられた小規模な共同ピルや高層分譲住宅が老朽化の時期に入ってい
ることが問題。構造の劣化が進んでいる上、持ち主が複数に分かれ、適正な営繕が行

われていないことが多い。また資産価値が低いゆえに所有者・使用者に資金的に改修
能力がない揚合ちまま見受けられる。このような建築物で、権利者の大半が希望する

なら、公的機聞が建替えを行う代わりに、所有権は公共に帰し定期借地権に替えるよ

うな仕組みがあれば、希望するところもあるのではないか。
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。乱暴かもしれないが、「あなたは窒息死・圧死の数に入っている （予測の対象となっ
ている）」とわかりやすい基準で認識させることで、意識向上につながるだろう。家
具を固定しないことにより死亡率が上昇することも、何らかの指標で表すことができ
ればわかりやすい。ちっと個人的なレベルで被害を感じるようしておくべき。

。板宿（し1たやど〕商店街く神戸市＞は、商店街の基礎に深く杭打ちすることで、 50
年後の阪神大震災の際、伺も被災しなかったと聞く。こうした取組みをPRすべき。

。耐震化した住宅の価値が向上するような不動産評価システムが脳要0

．賞金に防災診断サービスを柑与した「防災宝くじ」を発行する。

：②津波対策 ： 

！・政府として今後数年間の東海地震強化地域、東南海晴海地震推進地域等に ！ 
！ おける津波対策の目標を設定し、補助、融資、税制上の措置等、効果的な施策！
~ を組み合わせた重点的取組みを目指す。 ~ 

i .早期避難を可能にする津波情報提供体制を、民間との連携を含め充実させる。i

~ ハザ－ ~-X·y プの作成を政府として推進。 ~ 
！・地域の実情に応じた津波避難施設を政府が整備促進。 ！ 

H・民間施設を活用した津波避難施設（津波避難ピル等）を官民連携して確保。 ー

く施策イメージ・施策検討の方向性＞

女 情報提供に関し、防災行政無線等に加え、民間のサービスが活用できないか検
討を行う。

津波対策についての意見

専門調査会（・）、「意見募集J（。）

・津波対策では、逃げ込む揚所として4階以上のピルを津波対策ビルとして指定する。
津波対策ピルには平常時のメンテナンスに定量的なコスト差を生むことについての基
準ができればいい。静岡県は今あるピルを指定、和歌山県などはこれから建設するピ
ルやリニューアル等が主な対象。制度上はいすれのパターンもあり得る。

。津波や高潮の際の避難場所として、企業を解放してくれることを切望する。

-42 -



【おわりに】

0 以上の通り、本専門調査会では、民間と市場の力を活かした防災戦略の基本的考

え方として、現状、課題そして方向性を示しました。特に、方向性の中で、今後取

り組むべき具体の方策について幅広い事項を取り上げました。

民間と市場の力の活用という観点で、国民自らや地域、企業ができることを重視

して議論したため、「自助」、「共助Jについて多く記述しました。その分「公助Jに

求めるものが見えにくくなった面がありますが、民間と市場に係る防災分野でも政

府による「公助」の役割が大きいことは、委員共通の認識です。

0 本専門調査会としては、以上であげた具体の方策のうち幾つかでもすぐに取り組

まれ、実現されることが大事であり 、かつ、誰が主体となり何から取り組むかがし

っかり判断されるべきだと考えています。

0 また、その際、災害が起こる時間帯も考慮した施策の取り組みの観点が不可欠で

あることや、ハード面の対策よりむしろソフト面の対策にどう進めるべきかの難し

さがあることに留意が必要だと認識しています。

0 さらに、民間と市場の力を活かした防災戦略の展開にあたっては、企業、地域の

諸団体、 Np O等も、固や地方自治体が主導する防災対策を受身として実施するの

ではなく、主体的に対策を講じることが必要であると考えます。

0 一方、政府側には、具体の支援策の実施や明確な方向つけのほか、大目標だけで

なく中目標、小目標とできるだけ分かりやすい目標を作り 、民間側の各主体が取り

組みやすくすることを期待します。また、行政の縦割りを排すべきことについて改

めてここで指摘し、各部局の相互協力の必要性を強調します。

0 加えて、地域の防災力を高める力を有する大学やまちっくり・防災に関わる各機

構等の積極的・主体的な協力にも期待します。

0 そして、これら各主体が、相互のコミュニケーションを重視し、一層連携を深め

ていくことが重要であることを改めて指摘します。

0 本専門調査会は、本提言に盛り込んだ広範囲な事項について、問題点の指摘に終

わらせず、実現・具体化に向けた検討状況をフォローし、必要な方向付けや追加的

意見を出すために、1年間程度継続することで合意 しました。外部の有識者を加えた

ワーキンググループも設置し、「公助」の役割ゃあり方、施策実現の優先順位、各施

策実現の目標時期や推進体制等を含む幅広い議論を続けていきます。
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Terminologyー用語集

1. NP  0 

Non-profit Organizationの略。非営利組織（団体）

継続的、自発的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない団体の総称。なお、特定非

営利活動促進法（NOP法）は、これらの団体が簡易な手続きで法人格を取得する道を

聞くための法人格付与制度などを定めている。

2. SR  I 

Socially Responsible Investmentの略。通常「社会的責任投資Jと訳す。

社会的責任投資とは、資産運用上の投資基準として、従来の財務的側面だけでなく 、社

会的・倫理的側面も評価して投資対象を選ぶという投資手法で、投資家が企業の持つ社

会性や倫理性という価値に賛同し、投資という形で資本市場から企業を支援すること を
し、う。

3. セキュリティ・インフラ

防災・防犯のための基本的な設備・仕組み。

4. ディスク口ージャー

企業がその活動状況や経営の状況などに関する情報を投資家に対して広く開示すること。

5. コミュニティーのエンパワーメント

個人や地域・ コミュニティーの持っている潜在能力を引き出し、 潜在力が活曜できる条

件・環境をつくっていくこと。

（資料「市政研究 冬期号』～地域からの都市づくり～直田春夫）

6. BC  P 

Business Continuity Planの略o 「業務継続計画」

パックアップシステムの整備、パックアップオフィスの確保、要員の確保、安否確認の

迅速化などにより、災害時に事業活動が中断した場合に可能な限り短期間で重要な機能

を再開させ、業務中断に伴 う顧客取引の競合他社への流出、マーケット、ンェアの低下、

企業評価の低下などから企業を守るための経営戦略。

7. ベストプラクティス

Best Practice。最も効果的、効率的な実践の方法、または最優良の事例。

ビジネスや経営においては、世界で最も優れていると考えられる業務ブ。ロセス、業務推

進の方法、ビジネスノウハウのことをいう。

もともとは、経営管理手法と しての「ベンチマーキング（他社比較）」における、自社を

その状態に近づけるべき最高水準の状態として、比較 ・分析対象のモデ、ノレのことをしづ。

8. デューデリジェンス

Due Diligence。資産を証券化する際に、対象物件や証券発行条件を法的 ・物理的・経済

的に適正評価するこ と。

9. PM  L 

Probable Maximum Lossの略。地震リスクを評価する際の予想最大損害額。
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10. ライフサイクルマネジメント

Life Cycle Management。製品・サービス等の環境負荷をライフサイクルを通じて管理し、

最小限に抑えるため、従来の環境管理システムやLCA（ライフサイクノレアセスメント）等

の環境活動を統合した意志決定手法。環境情報にコストや技術的要件といった情報をプ

ラスして、様々な側面から製品・サービスの設計、製造をマネジメン トしていく 手法で

あり、環境・コスト・技術的競争力を製品やサービスに付加させるためのものと言い換

えられる。

11. JI S 

Japanese Industrial Standardsの略。 日本工業規格。

我が国の工業標準化の促進を目的とする工業標準化法（昭和24年）に基づき制定される

国家規格。

12. CSR  

Corporate Social Responsibilityの略。通常「企業の社会的責任」と訳す。

企業活動において利益追求のみを目的としていては継続性ある事業の発展を推進してい

くことは難しいと考えられるため、環境面や社会面などを含めた企業を取り巻くいくつ

かの側面からもお互いの発達・発展を目指していくという考え方。

13. 防災パフォーマンス指標

防災対策や防災目標における実施結果を指す。

14.ユニバーサル・デザイン

能力あるいは障害のレベルに関わらず、お年寄りや障害者、子どもなど、全ての人が使

用できるよう製品、要素、空聞をデザイ ンすること。

15.情報プラットフォーム

情報システムやデータベース を共有化することなどにより、 多くの人が共通の情報を容

易に双方向で利用できるようにする仕組み。

16. モラルハザード

Moral Hazard。倫理の喪失のこと。本来は保険用語で、保険加入によって事故への予防

意識が低下し、却って事故が増加してしまう状態をいう。
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